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は じめに
〔

昭和30年 代 中頃か ら本格化 した企業におけるコンピュv・・一・タ利用は、その後のネ ソ トワ

ー ク等の情報技術の進展 と相侯って
、企業活動や経営を支える根幹 として発展 してきまし

た。特 に、昭和60年 代初頭か らの受発注業務のネ ッ トワー ク、所謂、電子デー タ交換(E

DI)や その後のCALS等 のEC(電 子商取引)は 、既存の産業組織 の枠を超える新 し

い ビジネスモデル の創 出や業際・国際的な連携、業務プロセスの変革 をもた らしています。・

米国国務省 が1998年 に公表 した 「EmergingDigitalEconomyjで は、このよ うな

ITに よる業務や組織改革な ど、コンピュータと情報処理技術 によって生まれた新 しい経済

現象 を広 く指す言葉 として 「デ ジタルエ コノミー」が使 われま したが、'今日では、 さらに

企業のIT資 産 は増加 し、これを全体最適、情報共有 といった視点か ら利活用 をどのよ うに

進 めるかの段階にきてお ります。

しか しながら、情報化の進展 は業種 ・業態、企業規模、適用分野でみれば一様 ではな く、

また、膨大な経費を投入 してIT化 、 ビジネスモデルの変更を推進 した業界 ・企業が必ず

しも当初期待 した通 りの効果 をあげていないなどの問題 も多く指摘 されつつ あります。

その一方 で、大手企業 と中小企業等 との新たなデジタルデバイ ド(情 報格差)や ネ ッ ト

ワーク化による再系列化な どの産業構造的な問題、個人情報保護 をは じめ とした情報セ キ

ュリテ ィ対策や企業や業界 システム間のイ ンターオペラ ビリテ ィ確保、法制度整備の加速

的な推進 などの様々な課題や問題が生 じています。

当協会 では、わが国産業界の健全で高度な情報化を実現す るために必要 な共通的課題や

取 り組みのあ り方について、主要な産業界の先進ユーザの有識者 による 「産業情報化懇談

会」 を本年度設置 し、懇談会 における情報、意見交換や実務者の検討に よって、ユーザの

視点に立った具体的な問題提起や改善策の提言 を関係方面に行 うこ ととしま した。

本報告書は、その初年度の活動成果 として、懇談会に参加 されたCIO(情 報統括役員)

クラスの方々の産業情報化 に対す る問題認識 を整理する とともに、主要産業の情報化の動

向と課題 を取 りま とめたたものです。

ここに、本事業にご協力いただいた関係各位に厚 く御 礼 申し上げます とともに、産業の

情報化に取 り組まれている各位の ご参考に資すれば幸いで ございます。今後 とも、本活動

に対 しま して引き続き、 ご支援賜 ります よ うお願い申し上 げます。

平成16年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

、
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第1章 産業の情報化

1.1産 業情報化の取組みと変遷

(1)情 報産業か ら利用者主体の政策の変更

産業情報化 とい う言葉、特 に企業間や業界、業際 といった視点が意識 されてr般 に使

われは じめたのは昭和50年 代後期である。

それまでは、情報化に関わる多 くの政策 は、コンピュータ産業や ソフ トウエア産業な

どを国際的 に競争力のある産業 として育成するた めの技術力育成政策であ り、産業 とし

ての基盤整備政策が主体であった。

このよ うな政策に変化が起 きたのは、通商産業省(当 時)産 業政策局長の私的諮問機

関である 「企業間ネ ッ トワー クの進展が産業に及ぼす影響に関す る研 究会」 と機械情報

産業局に設置 された 「情報処理相互運用性 に関す る研究会(略 称:イ ンターオペ ラビリ

ティ研究会)」 の検討である。

昭和59年 当時の情報環境は、流通、金融 といった先進業界を中心に、製造業や運輸、

倉庫な どの業界の一部 において、受発注業務の電子化が進展 し始めていたが、帳票や コ

ー ド、メ ッセー ジフォーマ ッ トや通信 手順がば らばらであったため、立場の弱い企業や

業界では1:Nの 変換処理 を行 う、いわゆる変換地獄が指摘 される とともに、ネ ッ トワ

ークへの参加 の強制や排他 などの不公平競争が懸念 されていた
。

また、情報システムは汎用の大型 コンピュータが主体であ り、ベンダー各社独 自のOS,

ネ トワークプロ トコル であったため、異機種システムの相互接続 、システム統合 のため

の作業負荷が利用者に大 きくかかってお り、今後、中心 となるであろ うネ ッ トワー ク化

やエン ドユーザコンピューテ ィングのためには相互接続性やル ックアン ドフィール と言

われた操作性 、ソフ トウエアの可搬性な どをどの ように確保す るかが大きな問題 にな り

つつあった。

このよ うな状況において、ネ ッ トワー クや情報 システム利用の健全 な進展 は、業務 の

迅速化 ・省力化だけでな く、固定的な垂直型の取引を、業際的な水平的取引に拡大す る

ものであ り、わが国の産業構造の高度化に不可欠 であるとして、この2つ の研究会では

メ ソセー ジフォーマ ッ トやシンタックスルール等 のビジネスプロ トコルの標準化 を提言

し、同時に主要な業界団体に情報化に関する委員会が設置 され るな ど、ユーザーの業務

プロセスや利用環境を中心 とする、様々な問題 に取 り組む方向が打ち出 された。

(2)ユーザーの直面す る問題の変化

日本情報処理 開発協会 では、この提言に沿って付属機 関 として産業情報化推進センタ

ー(CII)を 昭和60年2月 に設置 し
、この ような産業の情報化を推進す るため、先進ユ

ーザーか らなる 「情報通信ユーザー懇談会」において様々な検討を行った
。

当時の大手ユーザー企業は、大量の ソフ トウエア開発 のバ ックログを抱えてお り、そ

のために効率的な開発 ツール/手 法の整備や専門的な人材の育成確保、 ソフ トウエアハ

ウス との効果的な連携、また異機種 システムに起因する相互接続や運用性 、製品の世代
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交代 に伴 うユーザー資産の継承 といった極めて現実的かつ切実なユーザーの問題が浮き

彫 りになった。その当時の主な問題指摘事項を以下に参考に示す。

(1)要員問題

①ユーザーの要員構成のあ り方

②ユーザーの持つべき専門性

(2)ソフ トウエアハ ウスの活用

①派遣者 への作業 ・指示等の方法

②使用者責任など派遣法の問題

③契約書の標準モデノレ

④派遣SEの 評価基準

(3)ソフ トウエアの生産性It

① ソフ トウエア開発支援ツールのユーザー評価

②開発環境の整合性の局面

③ユーザーに必要な生産性評価の尺度

④情報資源の管理方法

(4)情報資産の活用

① 同一メーカーにおける新 旧連続性の確保

②メーカーバ グや限界効能な どについての責任分界

③パ ソコンにおける互換性の確保,

(5)相互接続

① システム相互接続 に関するメーカー情報開示のあ り方

②性能限界、接続条件な どユーザーに必要な製品情報

③OSI上 位 レイヤに対す るユーザーニーズ

④ ホス ト、ター ミナル等の接続ケーブル仕様の統一

⑤データコー ドの標準化

⑥画像データの互換1生

以上の問題 については、既にベ ンダーやユーザー等の努力によって解決 されたもの、

インターネ ッ トやWindowsな ど技術 ・製品環境 の変化などによって解決 が図 られたもの

も多いが、データコー ドの ようにいまだに解決 のつかない問題 などがある。

この ようなユーザーの情報環境 が大き く変化 を見せ るのは、平成 の中頃か らである。

EDI(電 子デー タ交換)が 流通や製造業な どに普及す ることによって、企業では生産、在

庫、流通 といった業務の最適化 だけに止ま らず、他社 との差別化による業容 の拡大な ど、

情報ネ ッ トワークを企業戦略の重要なツール として捉 え始めた。

また一方で、イ ンターネ ッ トの爆発的な普及 と国の強力なEC推 進策が実施 された。

平成8年 には企業対消費者(B2C)向 けの各種の実証プロジェク トが国の補正事業によ
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り開始 され るとともに、企業対企業(B2B)に ついても、CALS技 術研究組合'(NCALS)

が設立 され、 自動車、プラン ト、電力、電子な どの業種ごとの設計 ・製造1青報の共有 と

活用に関す る実証開発が進められた。また、平成10年 には、これ らの実証技術 を実際の

システムに応用 し、ECの 実用化 と適用の拡大 を図るため600億 円もの大型補正事業(先

進的1吉報システム開発実証事業(10年 度第1次 補正)及 び産業 ・社会情報化基盤整備事

業(10年 度第2次 補正))が 実施 された。

この ような結果、情報 システムはます ます全社的な レベル に波及す ることとな り、 こ

の結果、業務 の部分最適化か ら全体最適化への方向、サプ ライチェー ンな ど企業連携の

度合 いを高 めることになった。経済産業省 に設置 された 「情報技術 と経営戦略会議」(平

成15年10月 提言)に おいても、経営者のITに 対する基本的な対応 の認識 は、全体最適

化、情報共有、顧客対応であるとされている。 下図は、この議論 を踏 まえで}青報化の進

展のステー ジと目標を整理 したものである。

Stage1 Stage2 Stage3 Stage4

業務の

部分的OA化

既存業務の

効率化による

経営と【Tによる

全体最適化

仕組みの効率化

と
目標

部門内最適化 仕組みによる

価値創造
・個別業 務へ の コ ・特定部門の業務 ・社内複数業務の ・経営 、取引環境

ン ピュー タ導入 に プロセスのIT導 シーム レスな連携 等の変化に即応で

よ る処 理 の 効 率 入による改善(業 による生産性の効 きる全社的業務プ ・BPRの 達成

化、迅速化(処 理 務改善効果) 率化(業 務統合効 ロセスの構築(組

向上効果) 果) 織向上効果)
・LANや ネ ッ トワ ・基幹的な計画/ ・社内共有DBの ・経営情報を多面

一クの部分的導入 生産/在 庫/顧 客 質 ・量 ・範囲 の拡 的、統合的に提供 」
に よるコ ミュニ ケ 等の情報蓄積と利 大による社員の能 し、経営判断 、意 }情 報活用力向上
一 シ ョンの 向上

(情報対応効果)

用の向上(情 報活

用効果)

力向上(能 力向上

効果)

思決定に役立てる

(経営支援効果)
ゴ

・受発注や設計 ・

驚 麟[
迅速化(取 引向上
口 〉

・バ リューチ ェー

ンに よる複数企 業
'と の水 平分業

、付

加価値事 業の展 開

」

ゴ

市場 にお ける

}コ ア コンビタン

スの確立

効果) (連携効果)
・販 売 ・マ ー ケ テ ・カ ス タ マ ー リ レ

イング情報等 を反 一シ ョンの強化 に

映す る商 品 ・サー よるオンデマ ン ド

ビスの提供(品 質 対応 体 制 の確 立 」
向上効果) (即 応 性 向 上効

}自 社 製 品'・自社主導のSCM

やOCMに よる効

果) 「 サー ビスの向上

率 的な生産,販 売

体制の確立(生 産

性向上効果)
` ・ネ ッ トビジネ ス

h
などITを 活用 し

た 新規 事 業創 出 口
1事 業分野拡大

く

(業容拡大効果) ly
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1.2情 報環境の変化 と今後の対応

(1)ユーザーの場の必要性

今後の産業の情報化 を円滑に推進す るには、個々の企業が技術進展 に対応 して情報活

用力を向上させてい くことが基本であ り、このためには、ユーザー 自らシステムの高度

化や業務プロセスの改善に努力す るこ とは当然であるが、ベ ンダー等によ り提供 される

製品 ・技術、サー ビスがユーザーの業務環境や利用環境 にとって満足い くものでな くて

はならず、アプ リケーションサイ ドか らの集約化 した意見(ニ ーズ)は 、ベ ンダー側に

とっても極 めて重要である。

また、サプライチ ェーンやグローバル化な どの業種、業態、国をまた ぐ、あるいは消

費者等の顧客 との情報連携は さらに進展す ることが予想 されてお り、相互運用性の確保

や社会的な基盤作 りにっいては、個々の企業の努力には限界があるため、産業横断的な

視点か ら制度の整備や標準化などに対す る要望や取 り組みの方向を明示す る場が必要で

あ り、有効な情報政策の立案においても貴重な情報 となるはずである。

しか しながら、個々の企業のIT利 活用の方向は、企業の規模や置かれている環境、業

種、業態 によって様々であ り、同時に、技術の進展や適用業務の多様化 の中で、その方

向性は極 めて見えにくくなっている。

先の、「情報技術 と経営戦略会議」の議論 は、IT利 活用を経営者の視点か ら捉えて議論

した ものであるが、一歩進んで、何 を具体的に どうす るのか といった レベルに落 とし込

むには、更に企業の情報化を推進す るCIOあ るいは現場の実務者の考 え、意見を吸収す

る場が必要である。

トッ プ マ ネ ジ メ ン トの 改 革

・コ ン ビ タ ン ス の 明 確 化

・経 営 者 の リ テ ラ シー 向 上

・業 務 シ ス テ ム の 全 体 最 適 化

・IT活 用 に よ る無 駄 の 排 除

・情 報 共 有 と 活 用 の 拡 充

・顧 客 満 足 度 の 向 上

リ ス クマ ネ ジ メ ン トの 導 入

規 制 ・慣 行 の 排 除
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(2)産 業情報化懇談会 とその活動の狙い

産業情報化懇談会は、産業の円滑な情報化を推進するために、利用者(ユ ーザー)個 々

の企業では解決のつかない問題への対応や重複するユーザー企業の作業 ・投資の回避 、

産業基盤 となるインフラの整備、ベンダーか ら提供 され る技術、製品、サー ビスの利活

用に起因するユーザー共通的な問題 の改善を図るため、主要 な12業 種か ら先進企業のCIO

クラスのメンバー参加 によって、平成15年12月 に日本情報処理開発協会に設置 され、

発足 した。

産業情報化懇談会では、今後の産業情報化の方向に関 して、参加 メンバーの相互の問

題認識 を下図のよ うな例示視点 を踏 まえて情報交換 し、産業情報化の ドライ ビングフォ

ース と問題認識を階層化整理 した
。

IT活 用 の方向性(例)

○業務の仕方を刷新し、情報共有などITを適用 した効率

的業務の実施体制を確立

○受発注や決済の電子化により事務の合理化や適切な在
庫管理の実施(EDI)

○グローバルな調達 ノステムの確立による調達 コス トの
低減や納期短縮、調達部品などの品質向上(eMP)

○設計/製 造から流通/販 売に至る多段階の活動を情報

ネットワークにより効率的に運営 し、生産計画や販売
計画に反映(SCM)

○情報ネ ノトワークを通 じた設計/開 発の協調 ノステム
の確立(OCM.CALS)

○支社/工 場、海外拠点など、組織や業務(AP)の 全社

的な統合化

○顧客中心のきめ細かなサービス、製品対応を実現し、

顧客満足度の向上

(SFA.CRM,DTO)

○業容の拡大 としてインターネッ トを活用 したビノネス

展開の実現(ネ ットピノネス)

○製品の安全性.確保や廃棄 ・リサイクル等を トレーサビ
リティによって実現

Oブ ロードバン ドを活用 し、工場等のリモー トコ/ト ロー
ルやリモー トコラボレー ノヨノの実現

○企業環境変化や就業環境の変化に対応 した業務ンステ
ムの構築(SOHO)

○政府の電子'調達や電子申言iFlへの対応

報灘逼援

(3)産業情報化懇談会での主な議論

【企業環境の変化 】

○ 取引先企業の変化

・ 市場が変化 してい る事に加 え
、

が大きく変化 している。

ビジネスにかかわるプ レーヤ 自身(異 業種、顧 客)
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○ 自社組織の変革

・ 管理プロセスだけでなく、商品開発プロセ スにもITを 活用 し、企業全体のビジネ

スプ ロセスを改革

・ カンパニー制への組織構造改革 に伴 う、横断的な情報システムの運用主体のあり方

・ 合併によりくっつけて動か しているシステムを、本来あるべき姿に戻すための情報

システムの構造改革

【レガシー システムへの対応 】

・ 新 しい ビジネスの勃興、制度の変革 により基幹システムに与 える事例が多 くなって

い る。

・ 重たい財産(レ ガシーシステ ム)が 増加 し、変革の コス トが負担 となる一方で、変

革 しない と時代 に取 り残 され るとい う問題 がある。 レガシー システムが改革の足か

せ となってい る。

・ レガシーシステムの中身がわかっている人間がお らず、付 け焼刃的な対応 しか出来

ない。 レガシーシステムはスパゲティ状態になっている。

【ベンダーからの 自立意識 】

○ユーザーの 自己責任/視 点

・ITで 何をや るのだ とい うことが欠落 している。

・ ユーザーは、ユーザーの視点で産業情報化を考えることが重要であ り、情報のあ り

方、情報技術 にも関心を持つべきである。

・ベンダーに依存 しすぎたため、空洞化 して しまった。

○ ベ ンダー との関係

・ 情報化に対す る問題解決についてベ ンダーに頼って しま うが、ベ ンダーか らは的確

な回答を得 られ にくい。

・ユーザーは どのよ うな形でベンダー/コ ンサル タン トを指導 ・協調 してい くべ きか。

【スキルア ップ】

○ 上流業務設計不足

・ユーザーは上流業務 の設計、データモデ リングをキチン ト行っていない。

・ 業務設計の上流工程は、IT化 でユーザーが行 う最初の作業であ り、ベ ンダーに任

せ るべ きではない。

○ 人材育成

・ITリ テ ラシーの問題では、必要なスキル を持った人間が、必要な場所に必要なだ

けいない。

○ 情報 システム部門の業務改善

【企業内のITマ ネジメン ト】

○ 情報化投資に対す る経営の意識

・ 情報投資が管理部 門の生産性 を上げる部分に集 中 し、生産現場に十分回ってきては
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いない。

・ 課題 をどのよ うな形で整理 し、 ビジネスモデルを常 に回すための仕組みを提供で

できるかが重要である。

○ システム以前の業務プ ロセス

・ 全社最適の情報 システムは
、それを構築す るための組織、仕組みを作 ることが必

須である。

・IT革 新をきっち りとまわす(ITマ ネジメン ト)仕 組み を構築 し
、 日常の業務の

中に落 と込まなくてはな らない。

○ 全体最適への経営層の取組み不足

・ 技術的な視点に比べて、経営的視点、マネ ジメン トの問題は軽視 されている。

・ 基盤 となる部分のプラッ トホーム とい う理解が進み
、システム として整備 されるこ

とが望ま しい。

・ 全体最適 で情報システムを考えるとい う問題意識 が少ない
。

・ 既存 のビジネ スを
、 どのようして情報化の レベルに合わせてい くかが課題である。

・ 社 内の組織
、業務プ ロセスを、全体最適の観点か ら考えなければな らない。

・ 課題 を整理す る中で
、ビジネスプ ロセス全体を理解 できる人間が減 って しまってい

～
る。

【セキュリテ ィ、BC(ビ ジネスコンティンジェンシー)】

・ 人の流動化による中か らの情報漏洩 顧客の状況に応 じてセキュ リテ ィを確保する

ことが必要。

・ セキュ リテ ィや安全性 の面について一企業で どこまで考えるべきか
。

・ ビジネス上の企業責任 としては
、例えば、日本全国津々浦々まで商品を切 らしては

な らないとい う側面 もある。

【業界 ・社会 のビジネスプ ロセス】

○ 顧 客志向

・ 情報 システムは、顧客の環境に左右 されることが極 めて多い。

・ 顧客 と直結す るビジネスモデルを どのように構築するか
。

○ 全体最適

・ 共有情報基盤があ り、その上に各社め ビジネスと情報システ ムが乗 る形が望 ま しい。

・ 企業の独 自性 を出す部分 と、それ以外の部分の切 り分 けが難 しい。

○ 企業の枠 を越 えたITの 使い方

・ 産業全体の最適化のため、企業単位 でものを考えるのは止める時代である。

・ 企業の枠組みを超 えたIT利 用法 を議論 した上で、各社の情報化 戦略はその上 に

乗るよ うな取 り組みが必要。

【モデ リング】

○ データモデ リングによる柔軟なシステム
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・ ソフ トウェア工学的なアプ ローチで情 報システムを構築 していかな くてはな らな

い。

・ モデ リングをしっか りと行 うと、メンテナ ビリテ ィの良い柔軟性のあるシステムが

完成する 。

○ 情報共有

・ 情報活用は独 自性を持 ってやってい くべ きだが、多 くの企業 は、基盤の部分でつ

まついているのが実態。

【ITガ バナンス】

○ 情報化投資の最適化/ITROI

・ 巨大なIT投 資に対す る経営者の意識 の欠如が課題

・ インフラ系の基盤を どう切 り分けるか。

OITガ バナ ンス/CIO/管 理部 門一事業部門の連携

・ITに かかわる責任 の所在がはっき りしていない。

・ ビジネスプ ロセスを理解 し、ガバナンスを聞かせてプロセス改革 をどのよ うに進

めてい くかが課題である。

・ 分社化など経営全体が変化 してい く時代、ITガ バナンスをどのように考えるかが

難 しい問題である

・EAの よ うな考え方を踏まえ、ロー ドマ ップを含 めた戦略 を策定 し、標準化 ・統一

化を進 める。

・ 各部門の部門長がCIOを 兼ねてお り部門最適をは じめる、政府 においても同様 で

はないか

・ 業務 のや り方 を トップダウンで落 としていける組織が社内にない。

○ 競争力強化(競 争優位性)に つながる情報システ ム

・ ま じめに情報 システムを作ろ うとい う人が疎外感 を得ている

・ITが 発想支援 とか新 しい事 を考えるための助 けとなるとい う観点が必要

○ システム開発の生産1生指標

○ アウ トソーシングの利用

【企業間連携】

○ ユ ビキタス時代のビジネス

・ ユビキタス/モ バイル時代の情報化社会像 と、その中での ビジネスチャンスを考え

な くてはならない。

OICタ グの ビジネスモデル

・ 下流か ら上流まで一つのタグに共通化 されたデ]タ がある。

・ICタ グでは ビジネスモデルが確立 され(い ない。情報システムは ビジネスモデ

ルがあって、それを実現する仕組みである。

OB2BB2C
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・ 業界 としての調達コス トを下げる仕組み、ERP、SCMは イ ンターネ ッ ト時代

のCALS

・ 企業間のアライアンスが進む中で、コー ドの統一化 ・標準化が課題

・共通基盤プラッ トホームの構築は顧客側の意識による'

【情報化に対す る行政 のあ り方 】

・ 電子商取引を健全 に促進す るための法律のあ り方

・ 法的規制緩和や運用を変えると事によ り大きく合理化が進む事例 もある。

・ 電子商取 引な ど標準化 に拘 り過 ぎるとスムーズに行かないものがある。

(4)懇談会の議論 の整理 と今後の取 り組み

前項の懇談会の議論 は、以下のように関係付けて整理できる。

企泉連係/泉 界

(顧客の視点)

一 一一 ↑

をぽ

6灘竃違ダ

④企業連係・業界のビジネスプロセス
⇒

;:難題

縫 僻 を猷 たπの使い方・共
4一環境問題への対応
5一情報インフラの恩恵・効果
6一相互運用性7

③ 企業 内のITマ ネジメント ⇒

IT部門の機

能・役割 一 一 『 一 一 ー ー 一 →〉

　 シス　ふ　　 齢②ヅ ⇒
縣 ㍑・一

① 一1環 境 の 変 化 ・・ク'"一フ'ウ・ア・EAI

1一取引先企泉の衰化

2'自ttlsuの 類 ① 一3ベ ンダ ー か らの 自 立 意 識

3・通信とITの融合 トユーザーの自己責任
、ユーザーの視点

離 縦瀬 棚 一と・協醐係
前の課題}① 一2レガシーシステムへ の対応

情報化投資に対する経営の意識

システム以前の票務フ'ロセス

全体最適に対する経営層の取組み不足
セキュリティー,BC(ビジネス=1ンティンジエンシー)

讐 鯖 ぽ羅髄 の生誕 に靹 ・
・1企泉としての限界、壁

ll篇驚ぺ
務改善

⑦企業間の連係 ⑧産業情報化に
・全体最適 対する行政のあり方

欝欝霞 棚 瀧麟 認る最
中小のレ㌧'ル乃プ(ASP、情報系}2一 情報効果を高める法規制

鱗雛 識語 瀦1ラ 棚 ・AU・
アライアンスが進む中でのコードの統一3・ 情報化促進の税制

⑥rrガ バ ナ ン ス ・全 体 最 適

情報化投資の最適化/rT'-ROI
πガパナンλ/CIO/管 理部同一事蹟部門の連係

共通化と差別化、競争優位性につながるシステム

ビジネスデザインと情報システムのデザイン

今の時代にふさわしい経営者・利用者等のスキルアップ

経営判断に役立つ情報の提供とその仕組み
システム開発の生産性指標

アウトソーシングの活用

⑨ 情 報 シ ステ ム

ア ー キ テ クチ ヤ

ト情報技術要素

2一コ口ントエント・システム
39ベッウヤードシステム

課題 ⊂⇒ 対応方針

これ をさらに、問題の原因に着 目し、それが経営の問題なのか、ITの メネー ジメン トに

あるのか、あるいはITの 構築 ・運用 と言 った適用の場面での問題なのか、法制度 といった

行政の問題であるかを構造的 に整理 したものが、次図である。

この うち、企業環境や技術環境、組織や経営形態 に起因する事項については、専門家を

含めた議論 を行い、今後の対応 に関する切 り出 しをロー ドマ ップと して整理す る予定であ

る。

、
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'

、

企業活動の変化とrr

・取引先企泉の環境、市場環境
・海外事蹟展開

、海外を含めた全社システム
・産集界が連携をとったアジアマニュファ好ヤ1ルグ

・SCMは インターネット時代に即したCALS

・産票全体の情報化を考えた場合、どこを対象と

するか

・技術進展に対応したビジネスモデルの展開

・ユーザーにとってのユピキタス・モパイル時

代のビジネスチャンスは
・通信とrの 融合によるビジネスの広がり

・SCM 、ICタグなどのB2B、B2Cの 進展

,×

経営者の基本的な認識

o顧 客志向

o情報共有

O全体最適化

・rr革新を進めるためのrrマネージメント

・情報化に対する経営面でのビジネスデザイン

・企泉、コーポレイトガパナンスの枠を超えたπ

い方

rrと経 営マネージメント

資、生産部門は非統制型

・全体最適に対する経営層の取り組み不足

・事集分社や統合におけるπガパナンスのあり方

・情報システム部門の機能・役割(部 門分社化合
経営の問題

企泉のITマネージメント(2)

颯
颯業間連携・業界のビジネスプロセス

産集共通の基盤にのったビジネス・情報システム

企集のrrマネージメント(1)
πの適用の問題

ソフトウエア開発・運用環境の改善 経営マネージメントへの支援

・中小のレベルアップのためのASP.情 報系基盤

・企票アライアンスが進む中でのコード関係の統一

・情報レベルでのコミュニケーションインフラ

・ICタグ関係のビジネスモデル
・取引先毎のセキュリティレベルの違い

・環境問題への対応
・情報イ刀 ラによる恩恵が不十分

・日本の優れたビジネスモデルのグロ一八'ル化

・ビジネスプ吐 スの革新、経営革新を阻害する不統
一なシステム(レガシー含む)

・共通化と差別化、競争優位につながるシステム
・クオリティの高い柔軟なシステムー上流寮務工程

の設計、データモデリング
・全体最適の視点から乗務のやり方、プロセスの

組み方一ビジネスデザインと情報システムデサ'イン
・情報セキュリティへの対応(人 の流動化含)

・ビジネスプ【地スアウトソーシングなどの開発・運用連携

・情報化投資の最適化－rr-ROIなど

・CIO－管理部門一事蹟部門の連携

・今の時代にふさわしい経営者・利用者等のス

キルアッフ
・発想支援などへのrr利活用

・システム投資の妥当性の明示

・経営判断に役立つ情報の提供と仕組み

虚栗情報化に対する行政のあり方

・電子商取引を健全に促進する最小の法規 制と自主規制は ・情報化促進のための税制

・情報化効果を高めるための法的規制や運 用の見直し ・情報系のレベルを上げる共通施策

恩
行政の問題

また、ITの 適用における問題にっいては、次の4つ の視点か ら参加企業の実務者 によっ

て、具体的な利用者 の問題の現状、 これ を改善す る方策を取 りま とめ、公表す ることとし

て い る。

○ 産業共通の基盤 にのった ビジネス ・情報システム

○ 情報セキュリテ ィへの対応

○ ソフ トウエア開発運用環境の改善

○ 経営マネージメン トへの支援

何 が問題で、何 故解決でき

ないのか

・ベンダーの製 品・技術 ・サー

ビス 連携の 仕方に起 因す

る問題 は何 のか

・ユザーの取 り組み、環境

に何が不足 しているのか
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第2章 主要産業における情報化の現状と課題

本章は、産 業情報化懇談会の議論 と並行 して、産業情報化 の方向に関 して議論 を深 める

ため、主要産業を選定 して情報化 の現状 と影響、課題、業際、国際的 な情報化の進展 の実

態を別途調査 したものである。 したがって、今後、個別業界/業 際固有の課題、産業全体

としての共通課題を抽出す る懇談会の議論のベース として活用 されるものである。

調査対象 とした業種は、経済規模 が大 きく、かつ情報化 の観点か ら重要性が高い と考 え

られ る、下記の17業 界である。

・ 消費財(自 動車、情報通信機器、 日用雑貨)

・ 資本財(航 空宇宙、半導体製造装置、工作機械、金型)

・ 素材 ・部品(鉄 鋼、石油化学、電子デバイス)

・ エネルギー(電 気)

・ サー ビス(銀 行 、証券、物流、流通、eコ マース)

・ その他(出 版 ・印刷)

2.1自 動車

2.t.1業 界の概況

(1)業界構造

自動車産業は、製造 ・販売 をは じめ整備 ・資材など各分野にわたる広範な関連産業

をもつ総合産業である。 自動車は2万 ～3万 点の部品で組立て られてお り、使用 され

る主要な材料、部品は多種多様 にわたっている。そ して、 こ うした材料や部品は、一

次 ・二次 ・三次以下の部品産業か らなる多面的で重層的なサプライヤーシステムの中

で供給 されている。

経済産業省 「工業統計表」によると、2001年 の 自動車製造業(二 輪車を含む)の 製

造品出荷額は、前年の0.9%増 の40兆4,215億 円であった。全製造業の製造品出荷額に

占める自動車製造業は14.1%と な り、初めて14%を 超 えた。また、機械 工業全体に占

めるシェアは、31.1%と なってい る。このよ うに自動車産業 は、日本経済 を支える重要な

基幹産業 としての地位 を占めている。我が国 自動車メーカーの世界 シェアは約3割 に

達す るが、その強み としては、高い ものづ くり能力(無 駄のない生産方式、全社 的品

質管理システム等)、 高い製品開発生産性、環境関連技術、 ものづ くり能力に長 けた部

品メーカー群などが指摘 されている。

なお、経済のボー ダレス化が進展す る中、米国をは じめとす る各国での現地生産 に

も活発 に取 り組んでお り、海外生産が国内生産を上回っている自動車 メーカーは少 な

くない。
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表2・1自 動車製造業の製造品出荷額(2001年)

減 徽=ぬ 円)

注:t.従 窯員4人以上の事葉所における製造品出荷額等2、 従来掲蔵していた生産額につtSては1996年 からはそれ以前と漣綾する数値が公表されなくな7
たので、惇7鱒 オこさかのほ り製造品出荷顕職こ改めた。3.製蹴 出掲額等とは、製翰 出荷顧,加 工賃収入頓.鐙 稗籾収入額、製造工程から出たくず

及び騰幾の出掲額激ぴその他の収入類の合肘であり、消費税筈肉摺消費税麟奄食んだ額である.
貸料:Σ 鎌 賭 銭

出所:経 済産業省 「工業統計表」

表2・2自 動車大手5社 の2003年 の生産、販売、輸出実績

国内生産 国内販売 輸出
・

海外生産

トヨ タ 3,520,317

(1.0)

1,715,908

(2.1)

1,836,008

(1.1)

2,557,979

(18.7)

ホンダ 1,170,941

(・15.5)

734,982

(・18.6)

465,653

(・2.1)

1,797,375

(18.8)

日産 1,471,595

(5.7)

825,094

(6.6)

708,623

(5.3)

1,486,162

(14.2)

三菱自 749,371

(・3.4)

367,040

(3.4)

389,947

(・6.2)

830,976

(7.7)

マ ツダ 801,084

(3.6)

277,689

(5.6)

554,001

(6.3)

240,821

(・42.0)

(注)単 位 ・台数。 カ ッコ内 は前年 比伸 び率 ・%。

出 所:毎 日新 聞2004.1.27

(2)他業界 との関係

自動車業界 と他業界 との関係 を以下に示す。 自動車産業においては、企業間の連携

強化によ り流通構造全体の効率化、フレキシブル化が図られている。

特に重要なのがサプ ライヤ と完成車 メーカー との関係 である。戦後 日本 の 自動車部

品サプライヤー システムは、1950年 ～1980年 代の継続成長期 を通 じて徐々に形成 され、

日本製自動車の国際競争力を支える重要な構成要素 となってきた。具体的には、一次 ・

二次 ・三次以下の部 品企業か ら成 る多面的で重層的な部 品供給構造、部品ご との納入

複数化 ・仕入先複数化の傾 向、長期安定的取引関係、協力会 ・系列診断 ・技術指導 な
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どを通 じた情報共有 と技術移転、比較的少数 の技術力 を持つ一次メーカー群の存在、

品質 ・原価 ・納期の継続的改善を要求する買い手企業の厳 しい購 買管理 、これに応 じ

る部 品企業の能力構築、少数部品メーカー間の 「顔の見 える競争」、部品企業が製品開

発に参加する 「承認 図方式」等の普及 、製品開発 ・継続改善な どの長期的能力に基づ

くサプライや間競争等々が戦後 日本の 自動車サプライヤー システムの特徴 といわれ る。

また、完成車メーカと販売ディー ラの間の関係 も重要 である。完成車メーカーは、

ディー ラとの密接な関係 に基づいて需要を予測 し、生産の平準化 を原則 として、年度、
グ

月度 、週、 日程別生産計画へ と実際の受注量 を入れなが ら計画 をブ レイ クダウンし、

さらに自由度が小 さいとはいえデイ リー変更 を組み込む ことによって計画生産を可能

な限 り現実の需要に近づける努力が進め られてきた。

レ

▲

/
サプライヤ」 己 自動 車

メーカー

＼ こ_予.

←
藤 → 自動 車

メーカー

▲↓rつ ∬▲

レ
中古車 ・中古部品

流通ネットワーク 2一
ノ

中古車販売店

図2・1自 動車業界 と他業界 との関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平 成15年6.月)

しか し、最近では欧米の 自動車メーカーは部品をかな り大 きな塊(集 成度の高いモ

ジュール)で サプライヤにアウ トソースすることが注 目されている。 さらに、近年で

は市場の変化によって年間を通 じた生産の平準化が困難 なもの とな ってお り、メーカ

ーは月々の需要変動 に対応する能力を持つ必要性が高まっている
。 このため 自動車に

ついても消費動向がスピーデ ィなものとなってお り、例 えば2002年 にある日系完成車

メーカーが市場に投入す る車の種類 は前年の3倍 になっているとの指摘 も見られ る。

(3)経営課題

昨今の 自動車業界の課題 としては、経済産業省によると、環境対応(環 境 関連技術

の強化、燃料電池 自動車関連技術 の開発、ディーゼルエンジンの排 ガス性 向上技術の

強化)に 加 え、車そのものの情報化(自 動車の利用価値、社会的受容性等 を高めるITS
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～

＼

の活用、安全性能、環境性能、快適性能等の向上に必要な電子制御技術の活用)が 指

摘 されている。

さらに、前述の よ うに、消費動向の変化 がス ピーディなものになってい ることに対

応するための、新車開発 リー ドタイムの短縮、顧客までのジャス トインタイム納車な

ども課題 として挙げ られる。例えば、 トヨタ自動車は、前者の新車開発の リー ドタイ

ムを、平均2年 間か ら19カ 月にまで短縮す ることを目指 し、ジャス トイ ンタイム納車

への対応については、BTO(buildtoorder,注 文生産方式)への取組を本格化す ることで

対応 してい くと報 じられている。 さらに、利益率の高いアフターサー ビスを強化 して

くため、顧客 とのインタラクテ ィブな関係の構築が同社の課題 とされている。

2.1.2情 報化の現状、将来展望と課題

(1)情報化に対する全体的な動 きと将来的な発展の方向

①製品サー ビス 自体の情報化

製品サー ビス自体の情報化 としては、オーデ ィオや電子パネルか ら車両制御等へIT

利用が急速 に拡大 して いるように、半導体、セ ンサー等の高性能化、低下価格化、小

型化を背景に、自動車にITを 組み込むことによる自動車の高付加価値化が進展 してい

ることが挙 げられ る。また、ITS(カ ーナ ビゲーシ ョン、VICS(道 路交通情報通信 シ

ステム)、ETC(自 動料金収受システム)等 が普及 し、 自動車から様々な情報サー ビス

を利用可能 とす る技術(テ レマテ ィックス)が 進展 してい るが、こ うしたサー ビスの

融合 によ り、顧客 とのインタラクティブな関係 を構築 してい くことも完成車 メーカー

の視野に入れ られている。 さらに、エ ンジンの稼働デー タ、修理や事故の履歴 までも

統合管理 し、個別の車両について消耗品の交換時期な どを顧客に告知す るとい う将来

構想 も描かれてい る模様である。

②業務プロセス

(経営管理)

経営管理 について業務毎の情報 システムを統合 し、直接部門 と間接部門の連携 を強

化する動きが進展 してい る。 これ により、間接業務 にかかる費用の削減、ペーパ レス

化の実現、迅速な経営情報の収集 による的確な経営判断の支援が 目指 されている。

(開発 ・設計)

開発 ・設計 については、3次 元CADに よる 「デジタルモデル」による開発が定着 し

つつある。我 が国の自動車産業におけるCAD技 術の導入は70年 代か ら始 ま り、その

後、85年か ら95年 の間には2次 元CADと3次 元CADが 共存す る時期があ り、1995

年以降は画面上で ソリッ ドモデルの構築が可能 となる3次 元CADシ ステムの導入が

始まった。このよ うな 日本 自動車メーカーの3次 元CAD/CAMシ ステムの導入 タイ ミ

ングは、欧米企業 と比べて概 して遅い ものであったが、現物試作な しでも視認性や部
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品干 渉 とい った問題 を確 実 に確認 す るな どの利 点か ら急速 に普 及 しつつ あ る。

3次 元CAD/CAM用 開発 ソフ トは、GM系EDS開 発 の 「Unigraphics」 とフォー ド

系 の 「IDEAS」 と ヨー一口 ッパ の 「CATLA」 、そ して 日本 ユ ニ シス の 「CADCEUS」 と

い う4方 式 に収 敏 され てお り、 現在 、 ほ とん どの 自動 車 メー カ ーが 自社 開発 か ら上記

の市販CADの 導入 へ と移 行 して い る。 各 社 とも一つ の市 販CADを 選 択 し、 それ を コ

ア と してCAD環 境 を統 一す る方 針 だった が、そ の後 のデ ー タ変 換技 術 の進歩 、 自動車

メー カーお よび ツー ルベ ンダー の業界 再編 な どで、CADを 統一 す る必要性 は低 下 して

い る とい われ る。

+累 積度数(メーカー数)r野 一壷簗内累‡嚢導入率
累積導入度数及び漆149

詩韻

出所:藤 本隆宏 ・具承桓

「自動車部品産業におけるデジタル技術の利用と製品開発一3次 元CADを 中心に一」(2000年)

図2・2自 動 車部 品産業 にお け る3CADの 導入 状況

なお、この3次 元CADの 導入は、製品設計や製造プ ロセスに影響 を与えてい る。

また、組織構造、エ ンジニアのスキルや知識 にも変化をもた らし、技術 に対するマネ ジ

メン トの仕方 も変えている。デジタルデザインでは最初か ら3次 元データを作成す る

ので、す ぐにラピッ ドプロダイ ビング(CADと 直結 した事物形状モデルの速い試作)で

モ ノの試作ができ、その試作品を作 り直 す ことでデザインの熱性 を早 くす ることがで

きる。 さらに、デザイ ン段階か ら開発担当者 間でデータの共有できるようにな り、モ

デル製作の コス トや時間を削減できるようになる。 この よ うに、3次 元システムは、

自動車業界に限 らず、製造業全体で製品設計、解析、コ ミュニケーシ ョンの レベルで

大 きなインパ ク トを与 えている。

これによ り、自動車業界では新車開発期間の短縮(例:2年 →1.5年)、 開発費用の削

減(例:95年 比30%削 減(01年))、 設計精度向上 といった効果が現れている とい う。
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(調達)

自動車は本質的には、製品ごとに部品設計を相互調整 し最適化 しないと、製品全体

の性能 が保証できないタイプの製品、す なわち 「イ ンテグラル(統 合型)ア ーキテ ク

チャ」寄 りの製 品である。調達部品の中で、企業を超 えて標準化 された汎用部品はせ

いぜい10%し かない。デスク トップパ ソコンのよ うに、基本的に、標準インタフェー

スを持 った多 くの汎用部品の寄せ集 めでまともな製品ができる 「モ ジュラー型アー キ

テクチャ」の製品ではない。

特に 日本の場合、部品企業 が詳細設計を担当 し、デザイ ン ・イン方式で 自動車メー

カー と部品を共同開発す ることが多い。 この場合、部品企業間の競争は、価格オン リ

ーの勝負 となる入札 とはな り得ず、む しろサプライヤの多面評価 に基づく能力構築競

争(い わゆる 「開発 コンペ」)が 一般的である。

いずれ に して も、開発 コンペ とデザイ ン ・イン(承 認図方式な ど)の 場合、部品企

業 と自動車企業の間を、重た くて機密性の高い3次 元設計情報が行 き来す ることにな

る。現状のインターネ ッ トでは、帯域保証やセキュリテ ィの面で、こ うした情報を流

すのには不安があ ることから、セ キュ リティと容量のある程度保証 された、業界標 準

ネ ッ トワークであるJNXの 普及が進展 している。 このJNXの 活用をは じめ とした、

自動車業界 におけ る電子調達の普及によ り、発注か ら納入までの期間の短縮(例:見

積か ら納入までの期間が17日 から7日 へ)、 在庫の圧縮(納 入指示か ら納入までの期

間が1.0日 か ら0.7日 へ)、 コス トの削減(部 品受払に必要な人員が3%削 減)が 実現 さ

れている とい う。

一方、イ ンターネ ッ トを活用 したオー クシ ョンに よる調達 については、一 時は

Covisintの 取組が注 目を集めた。 しか し、 自動車 メーカに共通仕様部品が敬遠 され た

ことや、ITバ ブル崩壊な どのあお りで業績が低迷、 ソフ トウェア開発会社への身売 り

を余儀iなくされてい る。ネ ッ トでのオークションが部品調達 の大半を占める、とい う

事態は、現在の 自動車のアーキテクチ ャが激変 しない限 り、考 えられない、 と指摘 さ

れていたが、Covisintの 失敗はまさにそれを裏付けた事件であるといえよ う。

(製造)

労働集約的な要素が強い 自動車産業の組立工程においては、ITそ れ 自体 よりも、品

質お よび生産性向上のための改善活動や働 き方、そのための人間関係 と労務管理が競

争力の源泉 として重要視 されてきた。とはいえ、自動車組立工場の現場 においても、IT

を利用 した生産効率の さらな る向上が 目指 されてお り、導入 されているシステム とし

ては、①生産の流れお よび物流 を指示お よび コン トロールす るシステム、②品質保証、

生産性向上、原価低減に関係 した諸システム、③需要変動に対応す るために導入 され

たシステム、の大き く3分 野が挙 げられ る。

これ らのシステムにより、生産管理、指示 作業 のIT化 により同一製造 ライ ンで異

なる車種 の製造 を行 うフ レキシブル生産が可能 となってい るほか、熟練 工技能 のNC
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(数値制 御)化 な ど製造 作業 自体 のIT化 も進み 、作業 員 のパ フ ォー マ ンス 向上 が図 ら

れ てい る。具 体 的な効 果 の例 として は、ライ ンの フ レキシ ブル 化(例:6車 種 を一 つ の

ライ ンで生産 可能)、 車種 数拡 大(例:8車 種('82)→32車 種('01))、 バ リエー シ ョ

ン数 拡大(例:400('82)→4000('01))、 納 車期 間短縮(例:29日 → ほぼ19日)が

挙 げ られ て い る。

(流通)

自動 車 の流通 に つ いて は、 メー カー 主導 に よ るデ ィー ラの情 報 シス テ ム導入 が進 展

して お り、顧 客 デ ー タベ ー ス に よるマー ケテ ィング分析 な どが行 われ てい る。 これ に

よ り、間 接部 門 の コス ト低減 、 営業 にお ける在庫情 報 、納期 情 報 の活 用 、 メー カ との

情 報共 有 に よる受注 生産比 率 の向上 に よるデ ィー ラ在庫 の圧縮 、 な どが実 現 して い る。

一方
、 自動 車販 売 につ い ては 国内 市場 が成 熟化 して い る 中、補修 部 品販 売 とい った

ア フター サー ビス部 門 の強化 が望 まれ て い る。 このた め、顧 客 とのイ ンタ ラ クテ ィブ

な関係 の構築 が課題 とな ってい る。例 えば トヨタ 自動 車 で は、2000年 か らス ター トさ

せ た電子 商 取引 サー ビス 「Gazoo(ガ ズ ー)」 において補 修部 品等 に関連 す る情報 をイ

ンターネ ッ ト経 由で提供 してい るが、 さらにCRMに50億 円 もの投 資 を行 い 、 トヨタ

ファイナ ンスの ク レジ ッ トカー ドやGazoo、 販 売店が保 持す る顧 客デ ー タを連 携 させ 、

顧 客 ニー ズの分 析 、個 々の顧 客に あわせ た販促 活動 を試 行 して い る。

(2)課題

①JNXの 運営

JNXに ついては、普及は進んでいるものの、 自動車メーカーが提供す るアプ リケー

シ ョンを利用するのに必要 となるパ ソコンの仕様が統一 され ていない。 このため、サ

プ ライヤは取引先 の 自動車メー カ ごとにパ ソコンを用意 しなけれ ばな らない とい う

「多端末現象」が発生 しているとい う。

多端末現象を引 き起 こ している原 因には、パ ソコンのハー ドお よび ソフ トに関す る

要求仕様の不統一、 自動車 メーカが独 自に定めたセキュ リテ ィポ リシ、クライアン ト/

サーバ型の システムにおける動作保証の難 しさなどが指摘 されている。すべてをクリ

アにす ることは難 しいため1日 本 自動車工業会(JAMA)は 自動車メーカーがサプライ

ヤと情報をや り取 りす るためのWebア プ リケー ションを利用す るのに必要なパ ソコン

の仕様を 「JNXに おける通信 アプ リケーシ ョンPC/WEBガ イ ドライ ン」にまとめ、公

開 している。
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白燐車メーカー

図2・3自 動 車 部 品 メー カ に お け る 「多 端 末 現 象 」

出所:ht://dm.nikkeib.co.◆/free/nde/kiii/no403/reortO2.html

②部分最適から全体最適への移行

トヨタ自動車堤工場における情報化 について調査 した研 究論文による と、各種の情

報 システムはこれ まで必要 に応 じて導入 され た結果、工場内の情報システムが機能別

に縦割 りとな り、システム間の横 のつなが りが存在 しない もの となっていた とい う。

また、パ ソコンや システムが老朽化 してい るだけでな く、情報 システムそれ 自体が複

雑す ぎ、同工場が支援 している海外工場で利用できるようなシステムになっていない

とい う問題 も指摘 されてい る。 このよ うな問題 は全社 レベルにおいて も存在 し、グル

ープ間、工場間で運営、仕様 、考え方が異な っているために横 のつなが りのない異な

ったシステムが必要に応 じて設置 され、重複投資が行われてきた。

このため、従来個別の問題 を解決す るために比較的 うま く機能 してきた部分最適化

の考え方や風土を見直 し、全体最適化 を重視 して、開発投資や仕=事の重複や無駄 を減

らす必要 に迫 られてい る、 と同論 文は指摘 してい る。 しか し、 日経 コンピュータ誌

(2001.12.17)に よると、 トヨタ自動車は各事業部門や各国の現地法人がそれぞれ業

務改革 を進めてきた部分最適か ら脱 し、グローバルな全体最適に挑戦 してお り、まず

は同社の心臓部である 「部品表データベース」を再構築 し、2003年 内に全世界 ・全業

務 で利用できる形に統合す ると報 じられている。
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2.2情 報通信機器

2.2.1業 界の概況

(1)業界構造

2003年 のわが国電子工業の国内生産は長引 く不況か ら大幅な落ち込み となった昨年、

一昨年の低迷 をよ うや く脱 し
、3年 振 りにプラスに転 じるもの と見込まれ る。 中で も、

携帯電話、パ ソコンな どか らな る産業用電子機器部門については、携帯電話はカメラ

付き携帯電話が牽引役 となって一転 して大幅増 とな り、パ ソコンも景気回復 に伴 う設

備投資の増加、株高を背景 とした個人消費の伸びも期待 されることか ら、2003年 は3

年振 りにプラスに転 じると予測 されている。

tg93～2eo49tこ おける電子工業生産金額推移

偏 角)

300,eeo

250,eeo

200,eoO

450,000

¶00,eOO

50,000

Ol9931994199519964997t998f9992000200宅2002200320e4(歴 年)

視 込み}(見通ω

鑛嬢電子部品・デバイス

鵬 産業用織子機器

羅蹴 民生用電子機器

出所:JEITA「2004年 電子 工 業 の生産 見通 し」(2003年12.月17日)

我が国の情報通信機器産業は、携帯電話用小型カラー液晶、PDPテ レビ、ノー トパ

ソコン、小型二次電池な ど、高密度実装技術 を活用 した新製品の開発 で高い競争力 を

保持 している。

しか しなが ら、情報通信機器 のアセンブル(組 立)は 、機器 が高度なものになって

も複雑化 していない。む しろ、機器 に必要な回路を一個のLSIに 集約す るよ うな流れ

の中で、ます ます部品数 は少な くな り、アセ ンブル作業は単純労働化 してい く趨勢 に

ある。 このため、世界的 に情報通信機器 の組立工程は人件費の安い中国を始めとす る

アジア諸国に急速に移管 されてお り、特に中国の輸出額 は我が国を上回 るまでに至 っ

ている。
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さ らに、 「ものづ く り」は シス テムLSIと 汎用部 品 の組み合 わせ で可能 とな り、製造

部 門 を社 内や グル ー プで抱 え込 む必要 性 が低 下 して い る。 言 い換 え る と、社 内で製 造

して も社外 に 生産 委託 して も品質 は 同一 で あ り、生産 コス トの安 い と ころで作 る こ と

が最 適 とな ってい る。従 って 、製 品企 画 ・開発 や電子 デバ イ スな どの電 子部 品(川 上)、

ある いは販 売や 物流 サ ー ビス(川 下)な どに付 加価 値 が 大 き く、機器 の組 立 な どの製

造 工程(川 中)で は付加 価値 が得 られ に くい とい うスマ イル カー ブ現象 が顕 著 な もの

とな って い る。この川 中工程 に特化す る こ とで利 益 を上 げ てい るのがEMS(Electronics

ManufacturingService)で あ り、欧米 メー カ ーで は このEMSの 活用 が進 展 してい る。
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図2・4情 報通信機器 の輸出額 の 日中比較(1995年 ～2001年)

出所:各 国貿易統計より作成

付 力il価値
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プロセス

(工 程)

図2・5ス マ イ ル カ ー ブ の 概 念 図

出 所:ht:〃www.rieti.o./users/china・ 七r/◆/sss/020816sss.htm
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表2・3欧 米 系 メー カのア ウ トソー シン グ率(推 定)

通信機器 コン ピュー タ(周 辺機器 含 む)

80%～ Cisco De11

70%～ Ericsson、3Com SunMicro、Compaq

60%～ Alcatel、Nortel IBM、Apple

50%～ Nokia、Palm HP、EMC

40%～ Motorola、Lucent Gateway

30%～ Marconi、Siemens Siemens

20%～ NEC(参 考) NEC(参 考)

出所:EMデ ー タサ ー ビス 「EMSIndustryの 台頭 による世界 規模 での製造 業 の構 造 的 な変

イヒ」(2002.2)

一方
、国内での生産 を再評価 する動 きも見 られる。情報通信機器は消費者ニーズの

多様化に伴い、3カ 月サイ クル で新製品が発売 され る携帯電話をは じめとしてモデル

チェンジが頻繁な もの となっている。 このため、これ までの"製 品単品のコス ト削減"

は必ず しも競争力の源泉にはな らず、市場ニーズに合 った製品をすばや く提供す る体

制を構築す ることも求められている。

こ うした中、ベル トコンベ アを使用せず、1人 ～数人の作業員が部品の取 り付けから

組 立、加工、検査 までの全工程 を担当する 「セル生産方式」の導入 が情報通信機器産

業において定着 しつつある。1人 の作業員が多様 な工程 を担当す るセル生産方式は、

熟練するまでに時間がかか るこ とか ら、定着率の高い我が国に適 した生産方式である

といえよう。また、柔軟 な生産が可能であることか ら、SCMの 推進 にも役立つ と考え

られている。大量生産品は製造 コス トが安い中国へ移転 させ る、または後述のEMSの

活用が進展す る一方、国内ではセル生産方式 によって多品種少量生産品を効率 よく作

り上げてい くのが、我が国情報通信機器メーカーの戦略 となっている模様である。

(2)他業界 との関係

情報通信機器産業では、企業間の連携強化 により流通全体で効率化が図 られてお り、

SCMが 重要 な要素 となっている。

なお、前述のEMSの 中でも、世界各地に生産拠点を展 開 してい るメガEMS企 業は、

世界 中の工場をあたか も1つ の工場のよ うに管理するSCM機 能を備 えてい る。顧客企

業 との受発注情報の交換、仕様等の情報交換にインターネ ッ トを活用 し、それ らの情

報をもとに生産分担や個々の生産計画 を決定 してい く運用 ノ ウハ ウを蓄積 している。

また、板金加 工、プ リン ト基板 、プラスチ ック成形な どの製造機能や製品を全世界 に

分配 は位置 したデポ(一 時保 管倉庫)に 保管 し、顧客の指示 に従 ってデポか ら最終顧

客に納入す る物流機能な ど、サプライチェーンのあ らゆる要素を提供できるよ うにな

っている。
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図2・6情 報通信機器産業 と他業界の関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平 成15年6月)

(3)経営課題

製品を市場に出すために必要な、あらゆる製造プロセスを社 内に抱 える 「垂直統合

型」の企業形態が、 これまでの我 が国の一般的な ビジネスモデルであった。 しかし、

1990年 代に入ってアメ リカの多 くの企業が「水平分業型」の企業形態に移行 している。

機器 メーカーはコア ・コンビタンスに特化 し、部品製造は部品メーカーに、製 品組立

はEMSに 、物流 ・サー ビスは物流の専門企業にア ウ トソー シングするのが一般的であ

る。「ものづ くり」はシステムLSIと 汎用部品の組み合わせで可能 となっている情報通

信機器は、この水平分業が適 しているといえる。

我が国の情報通信機器 産業は、水平分業型に移行 していくため、 この 「選択 と集 中」

をよりいっそ う推進 してい くことが不可欠 とされている。 また、技術流出を防止す る

ため、知的財産重視の経営への転換支援の必要性が指摘 されている。

2.2.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対す る全体的な動き と将来的 な発展の方向

①製品サー ビス

製品 自体の情報化 については、インターネ ッ トとの親和性向上による家電システム

化、ITを 組み込んだ製品の拡大、ITの ユ ビキタス化への取組、ICカ ー ド等に よる統

一的認証(本 人確認や情報改ざんの防止) 、情報アクセス制御(展 開中)が 指摘 されて
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い る。

また 、サ ー ビス等 との 融合 と して 、① 保 守 ・顧 客サ ー ビスの ネ ッ ト化 推 進、 ② 見積

支援 システム のWebで の顧 客へ の公開 、③ アフ ターサ ー ビス にお け る顧 客へ の遠 隔支

援 シス テ ムの構 築 、提 供 、④ イ ン ター ネ ッ トとの親 和性 向上 に よる家電 システ ム 化 、

⑤ITと 関連 製 品 を組 み合 わせ た金 融、 医療、 流通等 の ソ リュー シ ョン提 供 な どが挙 げ

られ てい る。

②業務プ ロセス

(経営管理)

知的資産の電子化、各部門のHPに よる情報共有化 、また業務毎の情報システムを

統合 したシステムに統合する動き(部 分最適か ら全体最適への移行)が 進展 してい る。

例 えば松下電器では、各事業所の資材部門が個々に構築 していた納入業者 との調達 シ

ステムを全社で共通化 しているほか、社内分社や事業部の垣根 を超 えて、情報基盤の

共通化、経理や総務 の手続 きな どの標準化が進 められている。 また ソニーでも、2003

年春 より、システムをグループ全体で可能な限 り統合/共 通化 し、IT投 資のムダを

省 くため、グループの情報化推進体制を現場主導か ら中央集権的な体制 とした と報 じ

られ ている。 、

このほか、BSC(バ ランススコアカー ド)の 導入による戦略、評価指標の明確化、

人事 ・経理について標準 システムを構築 し、各事業所及び関係 会社への導入、な どが

挙げ られ てい る。 こ うした取組 による効果 としては、迅速 な経営情報収集 による的確

な経営判断の支援、決算早期化/四 半期決算、人事事務効率化、人材管理強化 が指摘

され る。唱

(開発 ・設計)

電気設計CAD、 機構設計3次 元CAD、 波形、熱、構造 解析等のシ ミュ レー ション

ツールは一般的に使用 されてお り、このほかPDMに よる部品開発管理の効率化が進め

られている。 これ によ り、設計 開発試作のコス ト時間が短縮 され てい るほか、廃棄 コ

ス トの設計段階にお ける試算な どが可能 となっている。

(調達)

電子部品の調達 は、従来のVANを 用いたEDIか ら、ロゼ ッタネ ッ ト準拠のインタ

ーネ ソ ト経 由に移行 してい る
。 これ により、生産委託先か らの直送化による納期短縮

実施(一 部)、 間接人員のコス ト削減、部材特性 を加味 した発注方式設定、集 中購買に

よるコス ト削減、が実現 された と言われ る。

(製造)

国内工場では熟練工技能のNC化 など製造作業 自体 のIT化 が進展 している一方、生

産管理のIT化 によ りセル生産化/同 一ラインでの複数機種生産によるフ レキシブル生

産が実現 している。ライ ンのフレキシブル化により、12機 種/日 か ら20機 種/日 に増
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加 し、機種数が100か ら400に 拡大 した とい う例 も見 られ る。

また、ERPパ ッケー ジの導入、SCMの 整備 による市場状況 に迅速に対応 した生産計

画立案 ・調整により、設計業務 、経理 システム との連動 による、設 計変更の迅速な反

映及び コス ト管理 が実現 されている。

(流通)

顧客 自身の情報、取引情報 、ク レーム情報等の共有化が進展 してお り、営業 システ

ムと生産 システム(SAP)と を連携 させる動きも見 られる。

PC等 はインターネ ッ トによる直販販売も実施 されているが、店頭での販売は依然 と

して重要視 されてお り、量販 店 との販売情報の連携が進展 しているほか、販社に対す

る情報提供システムの整備 が進め られている。

(2)課題

まず開発 ・設計においては、3D・CADの 導入が進展 しているが、3D・CADは 設計、

解析、試作 とい うように分かれていた専門性を根本か ら変革す るとの指摘が見 られる。

従来であれば、2次 元の設計データをもとに解析用の3次 元データを新たに作 り、専

門の解析技術者 が解析 を行 って、その結果 を設計者 にフィー ドバ ックする必要 があっ

た。 しか し製品情報が3次 元データ として定義 され ると、そのデータを使 ってそのま

ま解析に使 うことができるよ うになる。 このため、設計、解析 、試作 と流れ る開発サ

イクルが、3つ の活動が同時並行的に流れ るように転換 され る(コ ンカ レン ト・エ ン

ジニア リング)。 こうした役割分担の変化 により、例 えば松下電器では以前であればデ

ザイン変更はデザイナーが設計担 当者に 口頭で修正を指示 していたのが、デザイナー

自身が変更 しなければならな くなった等デザイナーの負担が増加 してい るとい う。

調達については、ロゼ ッタネ ッ トにより大幅に効率化が進展 しているといわれるが、

現実にはロゼ ッタネ ッ ト標準にお けるPIP(パ ー トナー ・インター フェース・プロセス)

と呼ぶ取引規約について、同 じPIPで あってもソニー版やインテル版などが存在 し、

各社が少 しずつ異なるデー タを送受信 してお り、結局は取引先 ごとに個別対応のシス

テムを構築 しなければならない との指摘 も見 られる。

また、全社的 に見ると、受注か ら出荷、サー ビスまでの各プロセスに様 々なシステ

ムが存在 してお り、システム間連携 ・同期化が図 られず、効率化が阻害 されてい る企

業が少な くない との指摘 も見 られ る。
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2.3日 用 雑貨

2.3.1業 界の概 況

(1)業 界構 造

「日用 品」 の範 囲 は広 く、歯磨 き、洗剤 、 シ ャ ンプー 、化粧 品 な どに加 えて、掃 除

用 品や 調理 用 品 な ども該 当す る。 医薬 品(大 衆薬)や 、建 築材 料 、園芸 用 品 とい っ た

DIY用 品、ペ ッ ト用 品 な どを含 め る場合 もある。 これ ら多様 な商 品 を含 む 日用 品 の市

場 規模 は、2000年 度 にお い て約3兆 円 と推 定 され て い る。 日用 品メー カは大 小 あわせ

て1000社 以上 あ る とい われ る。 主な メーカ と して は、花 王、 ライ オ ン、ユ ニ ・チ ャー

ムな どが挙 げ られ るが、 国内市場 で はP&G、 日本 リー バ な どの外 資系 との競 争 が激 し

さを増 してお り、 国 内大手 は 中国 をは じめ とす る海 外展 開 に力 を入 れつ つ あ る。
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(注)2003年3,月 期、家庭用品部 門の売上高

図2・7大 手家庭用品メーカの売上高規模

出所:一 橋総合研究所 「業界地図最新 ダイジェス ト」

日用品業界の特徴 としては、商品の単価が安 く、 しか もアイテム数が多 く、取 り扱

い店舗数 もきわめて多い、 とい うことがあげられる。

商品1個 を仮に300円 とすると、年間に約100億 個の商品を生産 し、卸業者(卸 店)

などが配送 して、小売店 で顧客(消 費者)が 購入 していることにな る。 しかも、取 り

扱い店舗数 は大手 スーパーか らコンビニエンスス トア、雑貨店に至 るまで、その数 は

全国で25万 ～30万 店に も上ぼ る。その うえ、商品のアイテム数 も約1万 ～1万5,000

と、他の業界 と比較する と圧倒的に多い。 このアイテム数は、加工食品、製菓、酒類

の3つ のカテゴ リーの製品を合計 した数に匹敵す る。 これだけアイテ.ム数が多 く、単

価の安い商品を多数の小売店 に確実に供給 しなけれ ばな らない 日用 品業界では、流通
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経路は重要な経営課題 となっている。 このため 日用品業界ではメー カーを流通経路の

違いで分類することが多い。

大多数が採用 しているのが 「卸流通」である。食品や衣料品 といった他業界 と同様

に、商品を卸店(「 化粧 品 ・日用品雑貨卸店」などと呼ぶ)を 通 して、小売店まで配送

す る形態である。 これに対 して業界大手の花王は、一部 の商品を除き販売子会社(花

王販売)を 使 う 「販社流通」を選択 している。卸店 は、物流機能 に加 えて、小売店に

品揃 えなどを提案す るマーチ ャンダイジング(商 品政策)機 能を持つが、複数メーカ

ーの商品を扱 うため、1メ ーカーの思惑通 りに動いて くれる とは限 らない。花王が販

社 流通を採用 しているのは、花王流のマーチャンダイジングを小売店まで直接的に浸

透 させ るため、 と一般的には理解 されている。化粧品メーカは、 この卸流通、販社流

通 とい う2つ の形態を商品によって使い分 けている。顧客が陳列棚 を見て、商品を自

ら選ぶ 「セルフ品」 と呼ぶ化粧 品や、 シャンプー、整髪剤な どには卸流通 を利用 して

いる一方、百貨店の自社 コーナーや系列小売店で対面販売す る 「制度品」には販社流

通 を使っている。

(2)他業界 との関係

日用品は一般消費財だけに、 日用品メーカーの営業活動は卸や小売業 と綿密な連携

が欠かせないもの となってい る。 このため、メーカー主催の新製品発表会な どは重要

なマーケテ ィングの場 となってい るほか、小売店の陳列 スペ ースに どのメーカーの ど

の商品をどれ だけ並べ るか とい う 「棚割 り」提案(小 売店 フォ ロー)も 、 日用品 メー

カーの営業担当者 の重要な役割 となってい る。

(3)営課題

日用品業界では、1年 間に流通 してい る商品全体の約30%が 入れ替わる。春 と秋を

中心に新製 品を随時、投入 していることに加 え、いわゆる定番商品で も細かな改良が

欠 かせない。 日用品は消費者が 日常的に使用す るため、商品開発に際 してはそのニー

ズ(要 求)や ウォンツ(欲 求)を 探 ることが出発点 となる。消費者や市場の動向はも

ちろん、営業担当者が足で集 めた 「売 り場の声」など様 々な情報 を整理、分析 して二

.一 ズを探 り、それ を実現す るアイデアを検討することが求め られ る。

また、市場の変化や顧客ニー ズの多様化 により、何が何個売れるか とい う需要の予

測が難 しくなったため、生産計画 も月単位(月 次)か ら週単位(週 次)に 改めるメー

カが増 えている。 しか し、非常に精度 の高い販売計画 を立てて も、実際に商品を生産

す る際には、工場における生産 ライ ンの能力 、原材料 の調達、物流 とい う制約条件 が

あるため、必ず しも解決 にはな らないのが現状である。 このため、店頭での他社や 自

社製品のPOSデ ータ、消費者動向や他社の販促活動な どに関す る情報収集が重要な

もの となる。 しか し、小売店 の信用 を獲得 しなければ、た とえ自社商品のPOSデ ー
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タであって も小売店か ら入手す ることは難 しいため、前に述べた店舗 フォ ローよる売

り場提案が重要視 されている。

さらに、冒頭 にも述べた ように国内企業は グローバル展開 を行 っている外資系 との

競争が激 しさを増 してお り、こ うしたグローバル企業 と対等に渡 り合 える企業競争力

の強化が求められている。米国では、メーカー と小売店 が商品を直接取 り引きず るこ

とを前提 とした ビジネスモデル が成立 してい るが、 日本 は米国ほど小売業の上位集中

が進 んでいないため、む しろ卸店 とのコラボ レーシ ョンを強化す る方向が現実的な選

択肢 とされている。

2.3.2情 報化の現状、将来展望と課題

(1)情報化に対す る全体的な動 きと将来的な発展の方向

①製品サービス自体の情報化

製品サービス自体の情報化については、商品の性格上ない。

②業務プ ロセス

多 くの 日用品メーカーでは、原材料 の購 買や生産、物流、販売、販促 、代金回収、

財務、会計、マーケティング企画、人事 といった定型業務 をこなす基幹系にはメイ ン

フ レームを利用 してお り、技術 の先進性よ りも安定性が優先 されている。ただ しメイ

ンフレームの運用 ・管理 コス トの削減は大 きな課題であ り、ア ウ トソー シング化 が進

展 している。一方、情報系システムは一般的にオープン化が進んでいる。

また、資材サプライヤ、メーカー、卸の間はEDIに よるオンライ ン化が進んでいる

が、その先の小売店 とのデータのや り取 りは、小売業 ごとに異 なってい るのが実状で

ある。

(開発 ・設計)

消費者が 日用品を見る 目は身近な商品であるだけにシ ビアであ り、 日用品メーカー

には商品について様々な意見が寄せ られ る。 こ うした顧客の声 を商品開発に活か して

い くことが求 められてお り、花王の 「エ コー システム」や、ライオンの 「ピンポ ン ・

システム」の よ うに、消費者情報 を収集 し、ネ ッ トワー クを通 じて社内の複数部署で

閲覧 ・活用で きるよ うにするシステムは、 日用品メーカーにとって欠かせないもの と

なっている。

(調達)一

日用品メーカーは、生産販売計画を週次化 させてい ると同時に、数ヶ月先までの販

売や生産予定を立て、それに基づ き、原材料の発注予定データを資材メーカーに公開、

共有す ることが欠 かせないものとなってい る。それができれば、資材 メーカーはあら

か じめ生産量を調整 し、欠品や過剰在庫 を防げ、最終的 には リー ドタイムの短縮 にも
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つながる。

(流通)

日用品メーカーは、配送セ ンターか ら多数の卸店に、多種多様な商品を混載 して輸

送 しなければならない。 しかも多 くのメーカーは、卸店に対 して 「翌 日納品」できる

体制を採 ってお り、その負荷 は大きい。 これ を実現す るため、 自社 と卸店、配送セン

ターで受発注情報 を共有する情報ネ ッ トワークの整備 を進 める一方、配送セ ンターの

運営を丸ごと専門会社 にア ウ トソーシングす るケースも一般化 している。

この情報ネ ッ トワークで業界標準 となっているのがプラネ ッ トである。 プラネ ッ ト

は1986年 に、ライオンやユニ ・チャーム、エステー化学などメーカー7社 とVAN(付

加価値通信網)運 営会社であるイ ンテ ックが共同で設立 した業界VAN会 社であ り、現

在 は、受発注EDI(電 子データ交換)や 商品データベースなどに機能が拡大 されてい

る。また89年 にはメーカー11社 がプラネ ッ ト物流 とい う、業界における共同配送を担

う会社 も設立 してお り、受発注データのや り取 りか ら物流 までを業界挙げて効率化す

る受 け皿 となっている。 さらに、プラネ ッ トが97年 か ら運営 している 「業界商品デー

タベース」によ り、 メーカーが 自社の商品情報を登録 し、その情報を小売店や卸店が

必要に応 じて 自由にダウンロー ドできる体制が整備 されている。 これ により、メーカ

にとっては小売店 に対す る棚割 り提案に必要 な 「棚割マスタ」に欠かせない他社の商

品情報が入手できる手段 となっているほか、卸店 も基幹系システムの商品マスタの整

備 に、小売店 も同様 に商品マスタの整備 に使 えるほか、販促チ ラシやネ ッ ト販売の際

に商品を説明する基礎データとして活用が可能 なもの となっている。

なお、オンライ ン受発注は、プロクター ・アン ド・ギャンブル ・ファー ・イース ト・

インク(P&G)の99%を 筆頭に、 日本 リーバ、ライオン、サ ンスター、エステー化

学などが80%を 超 える。 これ は、オンライ ン発注に対応 していない卸店が依然 として

存在することが背景にあ り、各社はオンライ ン発注比率を100%に 近づ けるべ く努力を

続 けている。

(2)課題

冒頭に述べたように、国内企業はP&Gを はじめグローバル展開を進める外資系企業

との厳 しい競争に直面 してお り、対等以上に渡 り合 える企業競争力の獲得が必要 とさ

れている。そのために必要な情報システム面での改革 として、第1に 「サプライチェ

ー ンを構成す る資材サプライヤや卸店 ,小 売店 との協働化(コ ラボ レーシ ョン)の 充

実」、第2に 「情報インフラの整備」、そ して第3に 「消費者接点の強化」が指摘 され

ている。

1つ 目のテーマである 「サプライチェーンを構成す る取引先 とのコラボ レーシ ョン

の充実」は、SCMの 質的な高度化 とも言 うべきものであ り、我が国の 日用品業界では

卸店 との情報共有 を現状 よりも進 めることが、 日用品メーカーの企業競争力 に大きな
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≠ 影 響 を与 え る と考 え られ て い る
。 こ う した 問題 意識 か ら、卸店 との コラボ レー シ ョン

が 様 々 な形 で試 み られ て い る が 、そ の一 例 が 、 ライ オ ン が98年 に 開 発 したIMS

(InventoryManagementSystem)で あ る。これ は卸店 の在 庫 を基 に供給 量 を計 算 し、

必要 な数 量 を メー カー に 自動 発 注す るシス テ ムで あ り、 同社 はい ずれ 他 の メー カ ー と

共有 化す る こ とも検討 して い る とい う。

第2の テー マ で あ る 「情 報 イ ンフ ラの整備 」 は2つ の側 面 を持 っ てい る。1つ は、

基幹 系 シ ステ ム をオ ー プン シス テム に置 き換 える こ と。 も う1つ は、 同業 他 社 と業 務

や システ ム をで き るだけ共 同化す る改 革 であ る。

後者 の 「業務 や システ ムの共 同化」 は前述 の プ ラネ ッ トとい う前 例 が あ るが 、前 者

の 「基 幹 系 シ ステ ム のオー プ ン化 」 は、 かな り前 か ら認 識 され て い る課 題 だ が 、今 に

至 って も実 現 して い る国 内メー カー は ほ とん どない。 そ の理 由 と して は、 自社 の業務

に合 わせ て オー ダ ー メイ ドで作 った もの であ るこ とが指 摘 され て い る。 グ ローバ ル企

業 の多 くが基 幹 系 の オープ ン化 を進 め、大 幅 な効率 化 とコス ト削減 を実 現 して い る こ

とか ら、 国内企 業 も基幹 系の オー プ ン化 、ERPパ ッケー ジ の導入 を検 討 せ ざる を得 な

い状 況 に あ る。

第3の 「消 費者 接 点」 につ い て は、既 に消費 者情報 を社 内で共 有す る シス テ ムが各

社 で構 築 ・運 用 され てい る ところ であ るが、一 層の 充実が 求 め られ てい る。
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2.4航 空宇宙

2.4.1業 界の概況

(1)業界構i造

航空宇宙産業の生産額は2002年 時点で約1.3兆 円に達 し、 うち3190億 円を宇宙関

連、6170億 円を航空機(防 衛)関 連、3890億 円を航空機(民 間)関 連が 占めてお り、

防衛需要への依存度が高い。生産額 はこれまで防衛関連を中心に増加傾 向にあったが、

90年 代後半以降はほぼ横這いに推移 している。国際的には、我が国の航空宇宙産業の

生産額は、米国、イギ リス、フランス、ドイツに次 ぐ第5位 に位置付 けられ るが、GDP

や製造業の生産額に比 してその規模 は必ず しも大きい ものではない。

瓢

欄
㈱
濃

㎞
裟

濃

濃

綱
濃

。

ヘド

鷲 …ぽ,魂/
〆・>87㈹/〆 牌… 〉 ノ5壊'瓶鴻 皇円 甑 頭/ノ

'・
.、.〆 夕 一・ン ㈱ 鋤

相応4醐 掛 §皐鯨 宇宙土類脅 ㌔!

べ ＼_ ,ひ//ぷ 願 鯨 ベ ー・一

二〉 〆ニン ー ノ 韻。撒,線 凱.〉!… ノ"

〆 ・鶯・二!一 一 ・・一 ・一/　 　 ・綱 違・
1ge$ 、tgle"苓}gas》 キ帖51gsstg93

・バ ♂ぺ ～ 輪〔 〆〔 一 、、

/亘 煕

↑
航穎 ぱ釣聯 期
《6、wo娩」

…_….…___」

↑
閥 刷
{3,1的 ㈱}1

出所:社 団法人

き⑨蹄 辱鱒gz㎜xoo1
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日本航 空宇 宙工業 会(http:〃www.siac.or.ip/industrv/index.htm)

灘ξ

表2・4世 界主要国の比較 各国の経済、産業状況比較(2000年)

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリア カナダ ロシア 中国 韓国

インド

ネシア

GDP 47,651 99,631 14,139 18,730 毛2,713 9,339 5,927 2,469 10,799 4,211 1,533

製造業
10,293 15,008

(1999)

2,235

(1999)

4,210 2,516

(1996)

2,135 964 427.9

(1993)

4,225

(1999)

1,441 125

航空宇宙工業
127 1,462 276 136 226 49

(1999)

125 N.D N.D 10.1

(1999)

ND

国防支出費 457 2,964 345 281 339 205 80 100 228 128 17

輸出額 4,793 7,817 2,831 2β06 2,949 2,339 2,812 毛056 2,492 1,723 619

出 所1社 団 法 人 日本 航 空 宇 宙 工 業 会(http:〃www.siac.or.ip/industrv/index.htm)
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航空分野における 日本企業の強み として、機体、エ ンジンの主要部品、システム関

連技術の高 さが指摘 されてい る。特に複合材料を適用 した構造の設計 ・製造技術は世

界 トップ レベルであると評価 されている。一方、弱み として、①民間機全体を設計 ・

製造す るイ ンテグ レーション技術の実証不足、②全機統合設計、③製造技術 、マーケ

ティング、整備等アフターサー ビス(プ ロダク トサポー ト等)の 経験 不足、が指摘 さ

れている。宇宙分野 については、一部 コンポーネン ト(太 隔電池パ ドル、構体 パネル、

トランスポンダ等)に ついては国際競争力があると評価 されているものの、システム

全体の統合技術や低 コス トにおいて欧米 に遅れ を取ってお り、宇宙実証機会が乏 しい

こと等 により、信頼性について十分な評価 を得 られていない点が弱み となってい る。

こ うした中、航空分野の今後の展望 として、国内事業活動については、海外主要企

業 との提携 を一層 強化 ・拡大 し、国際共同開発への高度な参画 を図ると共 に、事業環

境を勘案 しつつ、我が国主導の機体開発、民間機 ビジネスへの参入 を目指す ことが求

め られてい る。 また防衛分野で培 った、次期 固定翼哨戒機(PX)・ 次期輸送機(CX)

の開発による、全機開発技術の集積、民間機への活用可能性 を含 め、産業発展基盤 の

強化 に資す ることが 目指 されている。 さらに、航空機 開発は最先端技術 をシステム化

す るものであ り、安全保障に も直結す る戦略的技術であるこ とか ら、高度な技術力 と

研究開発 ・生産拠点を日本国内において保持する必要性が指摘 されてい る。

また、宇宙分野の今後の展望 については、情報収集衛星の開発 ・製造 を始め とする

国 による衛 星等の開発プロジェク トが存在す るほか、順天頂衛星 を用 いて商業利用 も

含めた我が国独 自の宇宙 システムの開発 を目指す動きもある。 ロケ ッ トについて も、

情報収集衛星の打上げや国際宇宙ステー ションへの補給を始め とする国の ミソション

が予定 され てい る。海外事業活動 については、既に我が国衛星 メーカーは単独で国際

受注 を獲得 していることころであ り、(今後の受注拡大が期待 されている。また、H-nA

ロケッ トに加 え、民間主導の小型 ロケ ッ ト開発 プロジェク トも平成17年 度末 に初号機

の打上げを予定 している等、郵送系の産業化の動きも始まってお り、今後の商業打ち

上 げ市場での受注獲得が期待 されてい る。なお、航空分野同様 に、宇宙産業 は最先端

技術の結晶であ り、安全保障 に直結する産業。また、我が国の宇宙活動 を自立的に実

施する基盤 であることから、国内に研 究開発 ・生産拠点 と技術力 を保持する必要があ

ると指摘 され ている。

(2)他業界 との関係

航空宇宙産業 は機械工業、電子工業、化学工業な ど、関連産業は幅広い。 しか も高

付加価値な製品で あることから、技術の波及効果は極めて大 きいもの となっている。
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(3)経営課題

航空分野における経営課題 としては、①革新的基盤技術開発力の保持(技 術 的バー

ゲニングパ ワーの強化)、 ②国際共同開発プロジェク トへの参画の高度化(よ り高次な

パー トナーシ ップの獲得(高 度な部位、最終組立への参画)、 マーケテ ィング ・アフタ

ーサー ビスの経験蓄積)
、③我が国主導の機体開発の実現(全 機開発能力の獲得、貴重

な国内開発機会の活用、民間機 ビジネスへの参入)、 が指摘 されている。

宇宙分野 については、① システム統合技術の獲得、② ロケ ッ トや衛星標準バ スのラ

インナ ップ化、③低 コス ト化、信頼性向上技術 の獲得、④衛星 を利用 した ビジネスモ

デルの構築、が指摘 されている。

2.4.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化 に対する全体的な動 きと将来的な発展の方向

①製品サー ビス 自体の情報化

製品 自体の高付加価値化の中で、ITを 一層活用 してい くことが求められてお り、政

府 の研 究開発 プロジェク トによ り先進的なシステムの開発が取 り組まれている ところ

である。具体的には、先進 システム基盤技術開発(人 間中心 コックピッ ト、ハイブ リ

ッ ド操縦 システム)、 高性能ア ビオニ クス(航 空用電子機器)(統 合モジュラーア ビオ

ニクス)、知的材料 ・構造 システム(損 傷検知センサー)な どが挙げ られ る。また、サ
ー ビス等 とITの 融合 として

、エ ンジン修理 において、顧客(エ アライン)が 必要に応

じて整備状況 を確認できるよ う写真付でイ ンターネ ッ ト配信す るサー ビスが開始 され
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て い るほか 、機 内 にお いて 、ブ ロー ドバ ン ドに よるイ ンターネ ッ ト接続 を可能 とす る

な ど、 ア ミュー ズ メ ン トを含 めた通 信 サー ビス環境 の整 備 が取 り組 まれ て い る ところ

で あ る。

②業務プロセス

(経営管理)

設計 ・製造段階でのデジタルエ ンジニア リング/マ ニュファクチャ リングシステム

が導入 されている。今後、設計 ・製造プロセスの高度化(3次 元モデ リング、シ ミュ レ

ーシ ョン技術導入)を 進めるとともに、生産管理 ・資材調達 ・顧客情報管理段階での、

デ ジタルマネ ジメン トシステム(需 要 ・顧客データと経営資源データを全社 内で共有、

管理)へ 発展 させていくことが求められている。

(開発 ・設計)

航空機 は1機 につき製造業で最多の100万 種以上、300万 点の部品を要する。また、

非常に高い安全性が求められることか ら、開発、設計、部品の管理 に早 くか らITが 活

用 されてお り、欧米航空機メーカーか らの生産受託の場合、STEP形 式で製品データを

管理す ることが求め られている。技術 ・工作 ・資材各部門がデ ジタルデー タを共有 し

設計 を行 うデジタルエンジニア リングが浸透 しているほか、デジタルモ ックア ップに

よ り設計変更等の繰 り返 し作業 を効率化す る動きが進展 している。 こうした情報化の

取組 によ り、B777の 開発期間は現在8年 か ら5年 に短縮 されているとい う。

開発 ・設計の情報化は経営管理 の情報化 にもつなげ られてお り、例 えば三菱重工業

では、STEP形 式で来る発注デー タ、設計デー タを独 自形式に変換 し、既存の受注シス

テムや生産管理 システムが参照す る部品データベースに読み込んでいる。 さらに同社

では部品データベースそのものを再構築 し、情報共有機能や設計に関す る承認の ワー

ク フロー管理機能 を付加 してPDMシ ステムに発展 させている。

(調達)

ネ ッ トワーク取 引、発注在庫管理 は、航空機(調 達部品点数が特に多い)で は進み

っつあるが、内生率の高いエンジンでは進んでいない。 また、防衛分野では、防衛庁

調達システムを効率化す るためのCALS(ComputerAidedLogisticsSupport)の 整備

が産業界で進 められ、16年 度 より調達手続 きが電子化する見込みである。 また、調達

機材の技術情報交換システム構築の他、受発注業務の電子化 ・標準化が進展 している。

さらに、防衛分野のみな らず、民間機部門の国内独 自開発/生 産が行 われ るよ うにな

れば、効率化の追求か ら更にIT導 入が進展する可能性がある。

(製造)

作業負荷管理、治工具管理、進捗管理、品質管理へのIT活 用は航空機本体では進ん

でお り、エンジンについても進みつつある状況 にある。製造プロセスについては、海

外メーカー も日本の 自動車メーカーで行われているよ うなIT化 を進めているところで
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ある。

(流通)

我 が国では完成品の流通体系はない。部品 レベルの納入にっいては、納入時期等に

つき、関係会社間で緊密な連携が取 られてい る。

(2)課題

開発 ・製造段階では、引き続 き先端技術の維持が必要 とされている。今後、我が国

での完成機独 自開発等の発展に伴い、顧客関係 や社内経営情報管理、流通等 、プ ロセ

ス全域 にわたるIT技 術の導入推進が必要であると指摘 されている。

2.5半 導 体製 造装置

2.5.1業 界の概 況

(1)業 界構 造

半導 体製造 装置 は、我 が国 が販 売額世界 第 二位(シ ェア約30%、 第 一位 は米 国)を

占め てお り、 中で も高い技 術 を有す る露光装 置 につい ては世 界 シ ェア約7割 、塗布 ・

現像 装置 は 同約8割 、 メモ リテ ス タは 同6割 と、我 が 国の競争 優位 が高い産 業 分野 で

あ る。主 な企 業 と しては 、売 上高規模 順 に、AMAT(米)、 東 京 エ レク トロン、ニ コ ン、

KLA・Tancor(米)、ASML(蘭)が 挙 げ られ る。

IT不 況 に よ り、 ここ しば ら くは世界 的 に半導体製 造装 置 の売上 は低迷 が続 いて いた

もの の 、 半 導体 製 造 装置/材 料 に関す る業 界 団 体SemicondudtorEquipmentapd

MaterialsInternational(SEMI)に よる と、全世界 の 半導体 市場 の復 活 と、 工場 稼働

率の ア ップ、新 技術 の導入 、電 子機器 の販 売増加 が重 な り、2004年 に市 場状 況 が回復

して296億 ドル 規模(前 年比38.6%増)に 拡 大 し,2005年 に は350億 ドル 規模(同

18.2%増)に な る と予測 され て い る。

表2・5半 導体製造装置市場の売上高:技 術分野別

(単位 は0億 ドル)
2002 2003 2004 2005 2006

売上高 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比
ウェーバー処理組み立て 14.15 14.3 1.06% 19.82 3860% 2376 1988% 2199 一745%

ノVッケージング 1」7 1.54 31.62% 2.16 40.26% 256 18.52% 253 一117%

試験 2.71 3.94 45.39% 5.53 40.36% 625 13.02% 5.91 一544%

その他 172 1.59 一7 .56% 2.11 32.70% 2.43 15.17% 2.25 一7 .41%

合計 19.75 21.37 8.20% 29.62 38.61% 35 18.16% 32.68 一6
.63%

※売上高は,2002年 のみ実績値で残 りは予測値。

出所:SEMI
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表2・6半 導体製造装置市場の売上高:地 域別

(単 位:10億 ドル)

2002 2003 2004 2005 2006

売上高 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比

北米 5.91 4.49 一2403% 559 2450% 6.83 22.18% 6.52 一4
.54%

日本 3.89 568 4602% 772 3592% 8.34 8.03% 7.71 一7
.55%

台湾 3.49 2.93 一1605% 4.6 57.00% 5.56 20.87% 4.96 一10 .79%

欧州 2.11 235 刊37% 331 40.85% 3.83 15.71% 3.46 一9
.66%

韓国 1.66 2.82 69.88% 3.96 40.43% 4.5 13.64% 3.91 一13」1%

その他 2.69 31 15.24% 4.44 43.23% 5.94 33.78% 6.12 3.03%

合計 1975 2137 820% 2962 3861% 35 18.16% 32.68 一6
.63%

※売上高は,2002年 のみ実績値で残 りは予測値。

出所:SEMI

日本製半導体製造装置の販売状況の推移 を見ると、2003年 は1兆 円を超 え、前年

(7679億 円)に 比べ大幅に増加 している。特に検査用装置は2171億 円 と前年に比べ

1.8倍 近い増加 となっている。

表2・7日 本製半導体製造装置の販売状況

'(単 位
:百 万円)

装置大分類 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

A半 導体設計用装置 0 0 0 0 0 0

Bマ スク・レチクル製造用装置 7,942 7,280 15,509 22,164 22,206 22,240

Cウ ェーバ製造用装置 8,106 7,353 7,864 11,607 8,656 10,972

Dウ ェーハプロセス用処理装置 586」15 595,274 1,047,688 901,972 519,360 639,199

E組 立用装置 90,268 97,446 174,325 72β62 58,244 77,041

F検 査用装置 201,401 220,332 373」82 176,211 124,403 217」74

G半 導体製造装置用関連装置 51,966 39,725 56,965 44日93 35,033 36,066

合計 945,798 967,410 1,675,533 1,228,869 767,902 1,002,692

出所:(社)日 本半導体製造装置協会

半導体製造装置は、我 が国が得意 とす る典型的なインテグラル型 なものづ くりが必

要な製品であり、高度な技術力製品開発力は世界的にも高い評価を受けてきた。また、

国内に優れた部品産業、設備産業が存在 していることも、半導体製造装置メーカーの

技術力を高めてきた背景 として も指摘できる。

しか しなが ら、我 が国メーカー は売上高に対す る研 究開発費が概 して低 く、新技術

への対応が遅い。また、 日本企業 は得意分野 に専門特化 してお り、ユーザの製造 ライ

ンー括受注への対応が遅れ る との指摘も見 られ る。 さらに、従来インテグラル型な も

のづ くりが当然 とされてきたこの分野において、外国メーカーの中にはモ ジュール型

な ものづくりによって販売シェアを伸ばす ところも見 られ るようになっている。半導

体露光装置にっいては、90年 代 にASMLが 躍進 してお り、モジュール構造 を得意 とす

る同社 の製品に90年 代後半にシェアを奪われつっ ある。
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今後の展望 としては、国内では情報家電市場 の拡大に伴 う市場の伸長が期待 されて

お り、高性能製品 を供給す るため今後 も国内生産が中心 として考え られている。 さら

に、納期短縮のため、各社 とも装置のモ ジュール性 を高め、設計や組立・調整プロセス

での工夫に力が注がれている。

海外事業活動 については、もともと我が国企業の販売額 の6割 は輸出であり、外需

に大き く存在 しているが、 シリコンサイクル の中で、我が国企業を含め、世界的 に集

約化 ・寡 占化が進む もの と見 られてい る。なお、長期的 にはアジア地域 を中心に成長

が見込まれてい る。

(2)他業界 との関係

日本企業は基幹要素技術での自前主義を前提 とするが、デバイスメーカ とのR&Dコ

ラボ レー シ ョンの必要性が増大 している中、ASMLの よ うな関係企業や研究所 との

R&Dコ ラボ レーシ ョンを前提 とした研究開発体制に、必ず しも勝 るとはいえな くなっ

てきてい る。

半導体市場がDRAM中 心か らロジ ックLSI、 システムLSI中 心に移行 しつつあ り、

半導体デバイスが急速に多様化する中、これまでの自社 内の コア技術 としての光学 ・

精密機械技術のみな らず 、フォ トマスクや レジス トのメーカー、 レジス ト塗布 ・現像

装置メーカーお よび高度 なプ ロセス技術 を有す るデバイ スメーカー との共同作業の中

で作 りこまれ る必要性 が増加 している。 ・

3次 元CAD、PDM化 ⇒ 開発試作期間の短縮化、機能 ・精度の向上

装置部品メーカA

納
品
↓↑外
注

装置部品メーカA

納
品
↓↑外
注

装置部品メーカA

納
品
↓↑外
注

IT活 用

納期管理

配送管理

メンテナンス

製造装置納品

図2・12半 導体製造業界 と他業界 との関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平成15年6月)
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(3)経営課題

経営課題 としては、(2)に 述べた ようなデバイスメーカー とのR&Dコ ラボ レー ショ

ンによる微細加工技術 の実用化等の技術開発、企業間の提携 による製造ラインー括受

注などによるユーザニーズへの対応が指摘 されている。

2.5.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対す る全体的な動 きと将来的 な発展の方向

①製品サー ビス

製品 自体の高付加価値化 として、高機能 ソフ トウェアシステムの搭載等、装置 自体

をIT化 、ネ ッ トワークを用いたファブ(製 作向上)自 動化 ・IT化 が実現 している。ま

た、サー ビスとの融合については、ネ ッ トワークを用いたファブ 自動化 ・IT化 を実現

しているほか、ネ ッ トワー クを用いたプロセ スモニタ リング と遠隔診断が行 われ てい

る。

②業務プ ロセス

経営管理 については、ERP導 入による一気通貫体制の構築、グローバルデー タウエ

アハ ウス(DWH)の 構築によるナ レッジマネジメン トの推進、オンラインマニュアル

等の整備 が進展 している。

開発 ・設計については、3次 元CAD、 シ ミュレーシ ョンツールの活用の他、PDMの

拡張が進め られてお り、開発 ・設計、試作のコス ト及び時間短縮が実現 されている。

調達については、ネ ッ ト見積 りが導入 され、見積 り期間は2週 間→2,3日 に短縮 した

とい う。

流通については、顧客が限 られるため、製品の販売 ・流通では積極的なIT活 用は見

られないが、保守部品供給へのSCMの 導入が進展 してお り、48時 間以内に全世界へ

保守部品を納入が可能 となっている。

a)課 題

今後の半導体製造装置業界の情報化の課題 としては、まず高付加価値製 品を生み出

すための開発 ・設計プロセスの高度化が挙げ られている。また、製品供給のサプライ

チ ェー ン全体の効率化、メンテナ ンス ・アフターサー ビス部門でのITの 活用 も課題 と

されている。
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2.6工 作機械

2.6.1業 界の概況

(1)業界構造

我が国の工作機械業界は世界一の生産規模 を誇る。 工作機械の生産は典型的 なイ ン

テ グラル型 なものつ ぐりであったが、 日本メーカーはモジュール型 のものづ くりの要

素を導入 し、 この結果、中 ・高級機分野で圧倒的な競争力 を有す るに至ってい る。特

に工作機械の心臓部である数値制御(NC)装 置は、 ファナ ックをは じめ とす る日本

メーカーの独壇場 ともいえる状況 にある。 また、ユーザーの設計や素材等の変更への

きめ細かい対応、サポー ト体制等でユーザー との連携 が緊密 であることも世界的に高

い評価 を受 けてい る。

しか し、 日本 メーカーは トップ企業でも売上高約800憶 円と事業規模 が小 さく、企

業体力 が弱いこ と、またユーザーに対す る提案能力に欠 ける点が弱み として指摘 され

てい る。 さらに、昨今では ドイ ツメーカーの 日本メーカーへ の追い上げが 目立つ。 ド

イ ツメーカーは東欧での低 コス ト生産、新 しいコンセ プ トのNCの 開発 などにより、

日本 の牙城 であった汎用工作機械 の高 ・中級機 の分野 を崩 しつつあ るほか、ハイテク

産業の復活を狙 う独政府の後押 しを受 け、産学連携で90年 代 半ばか ら ドイツメーカー

が積極的に新技術 を取 り入れていることが指摘 されている。また、韓国、台湾、中国

も着実に技術力 を高めつつある。 このため、我 が国工作機械産業の地位 は必ず しも安

泰 とはいえない状況にある。

(百 万 ドル)10
,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

△.㌔.ア メ リ カ

イ タ リ ア 亀'古'・ 一 ⇔,..,. '含
・・一 一 …智儂

_三 二詳 報
※ り⇔△

1998 1999 2000 2001 2002(推 定)

図2・13工 作機 械生 産額 の推 移(切 削型)

出所:日 本 工作機 械 工業会 「工作機械 統 計要 覧」

原 典:AmericanMachinist,GardnerPublications
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十 宇宙・航

空機向け

工作機械向け

(マザーマシン)

図2・14主 要国工作機械メーカーの得意分野

出所:経 済産業省 「競争力強化のための6つ の戦略」(2002.8)

今後の展望 としては、国内事業については、 自動車分野が内外 とも堅調 であ り、IT

分野 も長期的には拡大基調であることか ら、工作機械市場も堅調 に推移 していくもの

と思われ る。 また、現在出荷額の約半分は輸出(う ち、北米35%、 欧州35%、 アジア

25%)で あり、外需への依存度 は高いが、部 品調達等の観点か ら、今後 も国内生産 ・国

内開発が中心 となる見込みである。海外市場については、今後は、各社 とも世界市場

の2割 を占める欧州進 出を重視 してい る。欧州ユーザーの 自国製品購入志向は弱ま り

つつあり、市場拡大のチャンスと見 られている。

(2)他 業界 との関係

我 が 国 のNC工 作機 械 産 業 の 発 展 は 、 同産 業 とフ ァナ ック等CNC(Computer

NeumericalControl)メ ーカー との緊密 なR&Dコ ラボ レー シ ョンに よる とこ ろが大 き

い。我 が 国で は工作機械 本体 の メカ ニ ズム部分 とCNC部 分 のイ ンタ フェー スが 明確 に

区分 され 、特 に新 製 品開発 プ ロセ スに おい て 、前者 の メー カー設 計 を工作機 械 メーカ

ーが、後者の制御設計をCNCメ ーカTが 担当す5と い う徹底 した分業関係が当初か ら

導入 されていた。

また、このよ うな分業関係は、プ ロジェク ト方式で両者の知恵 を出 し合 う緊密なR&D

コラボ レーションとい う形態 で実施 されてきている。 さらに、ベースマ シン間で も、

徹底 した部品の共通化 とア ウ トソーシング化 を図 り、さらに1つ のベースマシンにイ寸

加的なオプシ ョン機能 を付加す る形 で多様 なユーザーの要求に こた える設計方式が導

入 されてきている。
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(3)経営課題

今後の経営課題 としては、 さらなる技術開発が挙げ られているほか、 日本 メーカー

にとっての大市場で ある欧州、中国等への進出、サー ビス拠点の強化等 も重要 とされ

ている。 また、採用抑制に よる従業員の高齢化が進展 してお り、熟練工が退職年齢 に

達す ると熟練技能が失われて しま うことが懸念 されてお り、早急な対応策が求め られ

ている。 さらに、IT技 術者、海外対応要員な どの人材 育成 ・確保 も課題 として指摘 さ

れている。'

1

|

2.6.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対する全体的な動きと将来的な発展の方向

①製品サー ビス

製品 自体の高付加価値化 としては、工作機械 をインターネ ッ トに接続 させ ることに

より、工場の合理化 、ものづ くりの一気通貫を達成できるシステムが、大手メーカー

を中心に提供 されている。 このシステムは、 さらに顧客 の工場 とネ ッ トワーク化す る

ことによ り、遠隔監視サー ビスを提供 し、 メンテナ ンスサービス等の質向上に もつな

げられている。遠隔 メンテナンスの内容は、加工診断、故障診断、故障予測、稼動状

況監視、バー ジョ.ンア ップサー ビス、などに分類 され、工場内だけでなく、工場外や

海外か らもア クセスでき、生産の効率化や トラブル対応 のためのツール として盛んに

な り始 めてい る。

② 業務 プ ロセ ス 、

経 営 管理 につ い ては 、大 手 メー カー を 中心 に、 開発 ・設 計 、製 造 、流 通 、 メ ンテナ

ンス等 の各段 階 に応 じた業 務支 援 ソフ トの開発 、活用 の例 が見 られ る。また 、販売(営

業 ス タ ッフ)や メ ンテナ ンス(サ ポー トエ ン ジニア)と 生産 現場 の情 報共 有 化 に力 点

が置 かれ てい る。

開発 ・設 計 につ いて は、3次 元CADに よ る設 計、 シ ミュ レー シ ョン等 に よるデ ジタ

ル デ ザイ ンが浸透 してお り、 大手 メー カー で は熟練 技能 の デー タベ ー ス化 が試 み られ'

てい る。 こ う した取 組 に よ り、工作機 械 で最 も複雑 な構 造 を持 つ横型 マ シニ ン グセ ン

タにお いて 、開発 時 間が 半減(10か 月→5か ,月)し た とい った効果 が上 が った との報

告 が見 られ る。

調 達 につ い ては 、バ ー コー ドリー ダー を用 い た部品 受 け入 れ シス テ ムに よ る在 庫 管

理 の導入 の事例 が あ るほか 、生産 管理 ア プ リケ ー シ ョンの導 入 、Webに よる資材調 達 、

設備 機 械 のネ ッ トワー クシス テ ムを実 現 した といった事 例 が見 られ る。 これ らの 取組

の効 果 と しては 、①生 産 計画短 縮(6か 月 →2か 月) 、② 資材所 要量 計画 短縮(週 次→

日次)、 ③生 産 リー ドタイ ム(3か 月 →2.5か 月→ 将来1 .5かE)、 ④組 立 日数(20日 間

→8日 間) 、⑤ 加 工準備 時間(30%削 減)、 ⑥ 仕掛 品(50%削 減)な どが挙 げ られ る とい
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う。

流通については、一部大手部品商社で、オンラインのパーツ検索&オ ーダーシステ

ムが構築 されているほか、製 品納入 した顧 客情報及び販売関連情報 をデータベース化

し、工具の交換、情報の提供、機械の保守サー ビスの円滑化な どに役立てられている。.

この商社では、国内で24時 間以内での部品配送率約90%以 上が実現 されてい るとい う。

(2)課題'

業界の情報化に係る課題 としては、開発 ・設計、調達 、製造等の段階毎の情報 シス

テムが不整合で非効率を発生 してお り、 これ を統合化 し、工場全体 にソ リューシ ョン

を提供 し、製品高付加価値化 のための開発 ・設計プ ロセスを効率化す ることが挙げ ら

れている。

例えば森精機製作所は、自社 の3工 場 に設置 した合計600台 の工作機械 を無線LAN

で接続 している。同社ではネ ッ トワー ク経 由で工作機械 に必要なデータやプ ログラム

をダウンロー ドした り、稼働状態を リモー トで管理できるような体制 となってい る。

無線LANな ので工場内の レイア ウ ト変更にも簡単に対応可能であるとい う。

また、熟練作業者の判断や経験 を取 りこみ、知能化 された工作機械 の開発 も課題で

あ る。人の助けを借 りず に自発的 に加 工を実現す る、加 工順序や使用 工具、さらには

加 工条件や工具経路を自ら決定す る、加工中の不測の事態に適切 に対応す る、加 工事

例 を蓄積 して経験 を重ね学習す る、加 工結果をフィー ドバ ック して自分 の持つ機能 を

自らグ レー ドア ップす る、な どの機能が求 められてい る。そのためには、工作機械 の

知能化は不可欠であ り、 「知能獲得」、「状況把握」、「状況予測」、 「方針決定」、 といっ

た能力あるいは機能が要求 され る。

2.7金 型

2.7.1業 界 の概 況

(1)業 界構 造
　

我が国の金型産業は、質 ・量 ともに世界一の金型 を供給す ることによって 日本の も

のづ くりを支えてきた。

金型は 日本企業が得意 とす る典型 的なインテグラル型な ものづ くりによる製品であ

り、高度な技術力 とユーザ との協調 的関係 によって世界一の座を保持 し続けてきた。

しか しなが ら、金型業界は中小企業性が高 く、受注 も下請が中心であ り、経営基盤が

弱い点が弱みとして挙げ られる。
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図2・15国 別 生産額 比較(2000年)

(出所)(財)素 形材センター 「我が国素形材産業の直面する課題 と将来展望」(委託先:富 士総研)

(原典)日 本:工 業統計表(産 業編)、米国:米 国工具及び機械加工協会(NTMA)、 ドイツ:ISTMA

会員国業況報告、韓国:韓 国模具工業協会、台湾:工 業生産統計月報、中国:中 国模具協会

また、組立メーカー、部品 メーカー等ユーザーの海外進出に伴い、国内市場 は縮小

が予想 されてい る。海外市場については需要 の拡大傾 向にあるものの、ユーザー産業

の主たる進 出先であるアジア諸 国における金型メーカーの技術力向上、最新鋭設備 工

場により、我が国の金型産業は単価の下落など厳 しい環境 下にある。 中で も、中国へ

の発注の流出が深刻な問題 として指摘 されてい る。

こ うした市場環境の下、中堅メーカーの海外進出が進展することが予測 されてお り、

海外では生産できない高度な製品に特化 して国内で生産 を継続 していくものと見 られ

ているほか1合 併 ・連携 して海外に進出す る可能性も指摘 されてい る。

5年前と比べた金型単価 2002年 度業績見通し

上がった 横ばい

下がった

～94%

増収増益

20%

減収増益

8%

増 収減 益

10%

収減益

62%

図2・16我 が国金型 産業 の経営 状況

資料:日 本経済新聞社 「金型業界 に関する緊急アンケート」(2002.10)
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流出先はどこだと感じているか
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図2-17得 意先 か らの受注 の流 出先

資料:日 本経済新聞社 「金型業界に関する緊急アンケート」(2002.10)

(2)他業界 との関係

金型産業は下請け受注産業であるために、ユーザー企業か らのコス トダウン要求 も

受 けやす く、金型図面や金型加 工データの流出による被害 も発生 している。

(3)経営課題

経営課題 としては、技術開発 が鍵であるとされ、超精密 高精度金型や複雑形状金型

等の開発が 目指 されてい る。その一方で、人材の育成 ・活用(退 職 した技能者の有効

活用)、 商慣行の是正(支 払い条件向上、図面の流出防止)、 設備 の高度化 ・知的財産

権の保護(模 倣品対策)、ITの 活用促進(金 型用CAMの 開発)も 課題 として挙げられ

ている。

2.7.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対する全体的な動き と将来的な発展の方向

①製品サー ビス

製 品自体をITに よって高付加価値化することについては、業種の特徴か ら関係 はな

いが、金型のCADデ ータを、ユーザーの要請に応 じたCADソ フ トに変換 して提供す

るサー ビスを金型取引に付加 している企業が見 られ る。

②業務プロセス

経営管理については、比較的規模 の大きい企業において もIT導 入は進んでいないが、

ITを コス ト管理や従業員の業務管理等 に活用 した り、グループ各社 の稼働率等の業務

遂行能力等の把握な どに活用 している企業が見 られ る。

製造については、CAD/CAM連 携 したシステムを積極的 に導入 してお り、鋳物、工

作機械 といった、他の中小企業性が高い業界に比べて情報化の進展は、明 らかに高い。
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金型産業は70年 代半ばか ら80年 代半ばに、情報化技術の導入 により装置産業化が進

展 してお り、マシニングセ ンタ、NC放 電加 工機な どが積極的に導入 されてきた。80

年代か ら90年 代になると、NC化 され た金型加工機械 と設計を結ぶ動きが活発化 し、

設計 ・生産プロセスにおけるCAD/CAMの 導入が進展 した。近年では、大手 を中心に

CAEシ ステムやCATシ ステムの導入が進展 してお り、外部 とネ ッ トワー クを通 じての

CADデ ー タのや り取 りは普通 に見 られ る よ うに な って い る。 さ らに将来的 には

CAE/CAD/CAM/CATな どの個別の情報化システムをオ ンラインで統合することによ

り、金型製造工程のFA化 やCIM化 が模索 されている。 しか しなが ら、以上のように

積極的に情報化 を進 める企業 とそ うでない企業 とに二極分化 していると指摘 されてい

る。

流通 については、金型や金型標準部品の物流の効率化及び納期管理 を図るため、IT

を積極的に活用している企業 も見 られ るが、比較的規模の大きい企業において もIT導

入は進んでお らず、極一部 の企業 に留まっている。対顧客関係 については、金型 とい

う製 品の特殊性 もあ り、基本的には固定客 との長期的な継続取引を行 うとい うスタイ

ルは変わっていない。 しか し、電子商取引のポ一夕ルサイ トの運営な ど、ITを 用いた

新 たな営業スタイル を模索す る動きも出始めている。

(2)課題

設計 ・生産プロセスにおけるCAD/CAMの 導入は相当に浸透 しているものの、今後

はユーザーへの対応の必要性 から3次 元CAD化 が必須 とされてい る。ただ し中小企業

では3次 元CADの 活用が不十分であ り、活用できる人材が育っていない と指摘 されて

い る。また、基本的に受け身の対応であ り、ユーザーに応 じて複数CADへ の対応が必

要 となっている点 も課題 として挙げ られている。

2.8鉄 鋼

2.8.1業 界の概況

(1)業界構造

我 が国は量的な面でこそ粗鋼生産の首位 を1990年 代後半か ら中国に譲った ものの、

高い製鋼技術 を背景 としたコス ト競争力や高付加価値品種の開発 ・生産など、実力で

は依然 として世界 トップの地位 を保持 している。経済産業省の工業統計表に よる鉄鋼

業全体の2000年 度 の製品出荷額は11兆9630億 円で、製造業全体の3 .9%、 従業者数

は970万 人強で2.5%、 付加価値額 は3.8%を 占めている。
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図2・18主 要製鉄国の粗鋼生産長期推移

出所:日 本鉄鋼連盟 「鉄鋼統計年鑑」、IISI

鉄鋼 メー カー は、粗 鋼 の生 産 方法 の違 い に よ って、高 炉 メー カー と電 炉 メー カ ー と

に分 かれ る。 高炉 メー カー は7社 あ り、上位5社 が高炉 大手5社 と呼 ばれ る。 電炉 メ

ーカ ーは約60社 を数 えるが 、資本系 列 に よって 、独 立系 、高 炉系 、商社 系 に大別 で き

る。 近年 で は、川 崎 製鉄 とNKKの 経 営統 合 、鉄鋼 分野 で の神 戸製 鋼所 と新 日本製 鐵

の提 携 、 シー ム レスパ イプ(継 目無 鋼 管)で の住 友金属 工業 と川 崎 製鉄 の技 術 提携 な

ど、業界 再編 が進 展 してい る。

製 品 ・ものづ く りの特 徴 と しては 、連 続 生産 型(processmanufacturing)の ものづ く

りで あ り、 早 くか ら製 造工程 の無 人化 、 シ ステ ム化 が取 り組 まれ て きた こ とが挙 げ ら

れ る。

(2)他 業界 との関係

鉄 鋼業 界 は、大 き くメー カー(高 炉,特 殊 鋼,電 炉,単 圧)、 商社(総 合商 社,問 屋)、

中間加 工流 通(コ イ ルセ ンター 、 シ ャー ・ス リ ッター 、サ ー ビスセ ンター 、倉 庫 、特

約 店)か ら構 成 され 、 国内 のほ とん ど全 て の産 業 の最 終需 要家 と取 引 を行 っ て い る。

流 通構 造 は 、大 口需 要家(自 動 車産 業等)と の長期 契約 に基づ く 「紐 付 き取 引」 と、

小 口需 要家 とのス ポ ッ ト取 引 の 「店 売 り取 引」に大別(紐 付 き取 引の割合 は 、全 体 の6
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～7割 程度)さ れる。また、流通機能に加 え加工機能 も併せ もつ、薄板を扱 うコイルセ

ンター、厚板 を扱 うシヤ リング業者 が介在する。 さらに、小 口ユーザーへのきめ細か

い対応等のため、多 くの特約店が存在(数1000事 業所)す る。

近時、有力

ECの1つ が

撤退

共 同EDI

センター

図2・19鉄 鋼業 と他業界 との関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平 成15年6月)

(3)経営課題'

世界の鉄鋼需要は拡大傾 向であるものの、市場の健全化 を図 るには生産設備能力の

削減 が不可欠 とされ ている。 このため、需要の減少 に見合 った生産体制の構築 ・選択

と集 中が求め られ ている。例えば、本邦企業は技術力を活か し高級鋼市場の拡大 を図

る一方、汎用鋼では韓国 ・中国等 と適切に分業 し、アジア全体 の生産体制 を構築する

こ とが必要である と指摘 されてい る。

また、需要の変化に柔軟に対応 できる生産 プロセス、鋼材 の高付加価値化等の技術

開発 が求め られてい るほか、廃棄物 リサイクル、発電等の鉄鋼 隣接技術による産業フ

ロンテ ィア拡大が期待 されている。

2.8.2情 報化の現状、将来展望と課題

(1)情報化に対す る全体的な動きと将来的 な発展の方向

①製 品サービス

製品そのものにITを 組 み込む ことは困難であるが、大手メーカーではユーザーのニ

ーズ等に応 じて
、ITを 活用 した解析 もふまえ、イ ンターネ ッ トを利用 してマテ リアル、

環境 リサイ クル技術等の情報 を総合的に提供する素材 ソ リューシ ョン事業を展開 して
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い る。

②業務プ ロセス

本社 ・工場間の財務状況の共有にっいては、月次ベースのシステムができていると

ころと未完成の ところがあ り、ば らつきが存在す る。

開発 ・設計 については、最終製品(自 動車等)の 構造や部材 の強度 をイ ンプ ッ トし

たシミュ レーシ ョンにより必要 な鋼材のスペ ックが割 り出 されている。 これに より、

開発設計期間が大幅に短縮 され るとい うよ り、高品質で技術的困難性が高い鋼材 の開

発 ・生産が可能 となっている。

調達については、海外資源会社 とEDI(ボ レロ)に よる電子情報交換が行われてお

り、生産計画原材料積み出 し状況、用船、バースの空き状況を踏まえた用船計画がIT

で構築 されている。 これ により、原料在庫は1.6か 月から12か 月に短縮 されたほか、

待船料が圧縮 された と指摘 されている。

製造部門の情報化については、高炉メーカーでは早 くか ら全ての工程 をコンピュー

タ制御 しつつ、相互にネ ソ トワーク化 し、大量かっ多種多様 な製品を管理す る体制が

構築 されてお り、その技術は世界的 にも トップ レベルにある。その理 由としては、①

コンピュータの発展後に建設 された新鋭製鉄所 が多いこと、②高度なコンピュータ制

御を必要 とする連続鋳造、LD転 炉が早 くか ら導入 され、高炉の大型化が進展 したこと

こと、③労資協調体制の下、省力化設備 の導入 がスムーズであった こと、が指摘 され

ている。 こ うした情報化の進展 により、鉄鋼 業では仕掛品 ・在庫の圧縮 と納期期限短

縮 を実現 されてお り、在庫量 も数十年前に比べ1/4程 度削減 と推測 されている。

鋼材の流通については、流通構造が多段階かつ広範にわたってお り、商取引情報の

データ交換 を各社がば らば らに個別のや り方で行 う場合 には、システム投資の重複投

資等の経済的無駄が発生す ることか ら、共通言語 として鉄鋼EDIが 平成6年 に構築 さ

れ、普及 している。また、紐付 き取引を中心に、メーカー ・流通 ・需要家が在庫 ・出

荷等の情報共有化 によるコス ト削減 を目指すSCMが 普及 してお り、投資額 が数10億

円に及ぶ事例 も見 られ る。SCM導 入によって、受注か ら納入までの リー ドタイムは1

～2か 月か ら約2週 間に短縮 され 、在庫量は約20%削 減 された と言われ る。

なお、近年鋼材 の電子商取引(EC)の 専業会社が相次いで設立 され たが、取扱量は

伸び悩んでいる状況にある。

(2)課題

鉄鋼業における情報化の課題 としては、まず、工場間でITシ ステムに違いがあ り、

情報の流通が阻害 されてい ることが挙げられる。また、欧州が新ITビ ジネスモデル を

ISO化 する動 きを見せてお り、我 が国の実態が反映 されなければ、今後のビジネスの

足枷になるおそれ も指摘 されてい る。 さらに、早 くか らIT投 資を進 めてきた結果、シ
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ステム全体が古 くなっている(レ ガシーシステムの問題)こ と、流通分野におけ る中

小企業のIT活 用の遅れが指摘 されている。

2.9石 油化学

2.9.1業 界の概況

(1)業界構造

石油化学工業は、石油や天然ガスを出発原料 として さま ざまな生産工程 を経 て、合

成樹脂 、合成繊維原料、合成 ゴムなど多種多様な化学製品を製造す る産業である。原

料 と製 品に着 目したサプライチ ェー ンは、一連の生産工程(プ ロセスプラン ト)か ら

構成 され、例 えば石油原料か ら合成樹脂製造については下図の ようなもの となる。

工蹴1
〈麟灘 鴬 ・惰笥ξ〉 工壌憤 エ塘難

く脅麟淋撫劇治〉 醐星・起工継

焼蛤葡瀞ら鏑 ξ生禽灘 沽震表

顯蟹田がら磯 麗⑳灘

物流最適化と生産最適化

図2・20プ ロセ ス プ ラン トにお けるサ プ ライ チ ェー ン

出所:中 村 実 ・正 田耕 一 「MES入 門」(工 業調査 会 、2000年)

プ ロセスプラン トは、組立 ・加 工を主体 とした機械系産業 と異な り、生産工程 は基

本的に流体を取 り扱 うプロセスである。原料か ら目的製品を得 るには、反応 ・分離な

どの各装置で、流体の物理 ・化学的な状態変化を利用す る。 このた め製造状況 は時間

的に変化す るプロセスの状態 を監視 ・制御す ることによ り管理 され る。プ ロセ スプラ

ン トの操業においては、所用の製品の量 と質に対 し、原料組成や環境変動な どの外的

要因 も考慮 し、いかに適切な制御 目標値 を設定 し、維持す るかが基本的な課題 となる。

こうした運転 ・管理 にっいては、種 々の ソフ トウェアやハー ドウェア ・システムが開

発 され 、すでに実用化 されてお り、プ ロセスプラン トの運転制御 系については、十分

な自動化 と情報収集ができる状況にある。

なお、我が国の石油化学業界は、機能性化学品に強 く、半導体封止材は世界シェア9

割、フォ トレジス トは同6割 、液晶偏光膜は同9割 、高吸水性樹脂 は約5割 を占めて

いる。その一方で、欧米企業等 と比較 して我が国の石油化学 メーカーは規模 が小 さく、
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研究開発でも凌駕 されていると指摘 されている。

産業規模 としては、プラスチ ック製造業や化学繊維、 ゴム製品な どを含 めた広義の

石油化学産業で見 ると出荷額は23兆3千 億円 と、鉄鋼業の11兆2千 億 円を大きく上

回っている。代表的な石油化学製品であるエチ レンの製造、輸出の推移を見 ると、生

産量は近年微減傾 向にある一方、輸出量は中国、東南アジア諸国等の経済成長 ととも

に年々増加傾向にある。

表2・8主 要産業の出荷額、従業者数 の比較

石油化学工業

出荷額(壬 億 円)従 業者数(千 人)

(広義 の石油化 学)

油化援 三[二業 _ ,

嚢難鷺翻聴
(塗料、石鹸 、洗剤 、、界面活性剤 、接着i剤)

コ[===図

鉄鋼業

(高炉による製鉄業)

12

⑤

1

3( 篇
石油製品.・石炭製品製造業 コ[コ
出所:経 済産業省 「平成13年 工業統計表 」(概 要版デー タ)

生産 ・内 需:千 トン

8ρOO

7,000

6,000

5ρ00

4,000

3,000

2,eOO

1,000

0

エチレン生 産・石化製 品内 需・ネット輸 出推移
ネット輸 出:千 トン

4,000

3,500

3,000

2,500

2ρ00

1,500

1ρ00

500

0

1992年1993年1994年1995年1996年1997年1998年1999年mOO年2001年2002年

出所:経 済産業省 「化学工業統計」

一50一



(2)他業界 との関係

石油化学製品は、 日常生活のあ らゆる分野に使われてお り、 とりわけ今 日、わが国

の産業が 自動車、 コン ピュー タ、電子 ・電気機器 など高度組立産業を中心に世界的に

高 く評価 されてい る背景には、す ぐれた品質 と機能を もった石油化学製品が重要 な役

割 を果た している。

流通構造は、汎用樹脂 取引においては大多数の場合 は商社を介 してお り、多段階の

構造 となっている。近年 では、既存の取引に とらわれずに安 い調達先 をグローバル に

模索する最適調達の動 きが急速 に進展 している。商慣行については、価格の事後値決

め、物流 コス トを度外視 した多頻度 ・小 口納入、長期の決済手形サイ ト等の問題点が

指摘 され ている。

唖

[樹脂製造工程〕

〔樹脂包装・充填〕

㊥

/[三 コ

闇
＼

石化企業と一次商社をつなぐEDIが 現行
石化協BP次 世代BPで は中堅・中小、他業

界とも接続予定

[〕

■

[⊃

各業界部品
組立メーカー

口

口

ロ

ロ

ロ

∠
ブ
く

i商 社は膨大な数に上る加工業者などの取引先に

i対 し与信、在庫管理、小口配送機能などを持つ;

図2・21石 油化学業界 と他業界 との関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平 成15年6月)

(3)経営課題

汎用分野では合併、事業統合 といった経営資源の選 択 と集 中に より、小規模 旧式設

備 のスクラ ップ&ビ ル ドを進め、コス ト競争力 を保ち、産業集積 を維持 してい くこと

が課題 となっている。機能性化学品分野においては、マテ リアル ・ソリュー ション(物

質 ・材料技術 をベースとした ソリュー ション)の 積極提案 と技術開発(次 世代モバイ

ル用表示材料等)が 課題 として指摘 されている。
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2.9.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対す る全体的な動きと将来的な発展の方向

①製品サー ビス

素材であるためITを 製品の組み込む ことは想定 されないが、サー ビス等 との融合に

ついては、従来無料で行 っていた化学品の使用方法等についての技術サー ビスについ

て、有料化を検討す る向きもあ り、ITの 活用により技術サー ビス提供の効率化を図っ

てい る例が見 られ る。

②業務プ ロセス

経営管理については、従来の積み上げで開発 して きた個別企業特有の基幹業務シス

テムが陳腐化 し、各事業部門か らの新たな要求に応 えられない(レ ガシーシステムの

問題)こ とが指摘 されてお り、企業環境変化 に対応可能なERPパ ッケー ジソフ トの導

入が加速(SAP社 のソフ トがデファク・ト)し ている。このERPパ ッケージソフ トの導

入効果 として、受注センターの人員削減、業務 のシンプル化('94→'00で65%削 減、

半数 が派遣社員になった)が 指摘 されてい る。

開発 ・設計 については、化学物質毒性DBな ど商用、公的データベースの活用、 ド

ラッグデザイ ン、構造解析 ソフ ト等の専用 ソフ トの活用が進展 してお り、新規の物性

推算においてデー タ検索が一元化 でき、開発効率が従来の約2倍 に向上 している例や、

プ ロセスシミュレータ活用によ り、プラン ト設計時のマテ リアルバ ランスのケースス

タデ ィが可能 にな り、試作品か ら失敗への繰 り返 しが大幅に削減 した との指摘が見 ら

れる。

調達については、資材調達、オフィス用品調達など多品種、不定期の調達 に対 して、

IT導 入によるコス ト削減、納期短縮、社内手続簡略化な どが実現 されている。 また、

オフィス用品等調達 において逆オークシ ョンを行い コス ト削減を実現 している例 も見

られる。原 材料 については長期安定的な供給 と質 ・量 ともに揃った供給 も要請 され る

ため、現在のところマーケッ トプ レイスの使用は限定的にならざるを得ないとい う。

製造 については、生産工程は基本的に流体を取 り扱 うプロセスであ り、製造状況は

時間的に変化す るプロセ スの状態を監視 ・制御す ることによ り管理 されている。1970

年代以降、装置の運転条件 をIT化 したDCS(DistributedControlSystem)が 普及 し

てお り、各社独 自に生産計画や品質管理、デー タ収集 を行 うMES(Manufacturing

ExecutionSystem)が 進展 されている。さらにDCSとMESが 連携、ERPやSCMな

どビジネス系 との情報連携 も進展 している。

流通については、化学企業 と一次商社向けの主要石化製品については、石油化学工

業協会 ビジネスプ ロ トコル を用いた取引のオンライ ン化 が進展 している。なお、海外

との比較 において製品グレー ドが桁違いに多いことか ら、電子商取引推進の観点か ら

もグ レー ド数の削減が不可欠である と指摘 されてお り、石化協内では新標準 も検討 さ

一52一



〔

れてい る。 なお、ホームペー ジを活用 した販売は、商社経 由が一般的な我が国ではご

く一部の企業のみで しか行われていない。

(2)課題

現行では調達 についてはEDI石 化協 ビジネスプロ トコル(石 化協BP)に 化学12社 ・

商社35社 が参加 してお り、取引の効率化に寄与 している。ただ し、導入費用が大きく、

中堅 ・中小への普及 が阻害 されている、国内取引のみで取引の国際化への対応ができ

ない顧客(電 子 ・電機業界)か らの接続要望 に対応す る必要がある、 といった問題点

が指摘 されている。

2.10電 子 デバイス

2.10.1業 界の概況

(1)業界構造

半導体 は、あらゆる電子機器 に使用 され、その性能 を左右す る決定的要素 となって

い る。 昨今では、情報通信関連機器 の応用分野は、従来のパ ソコンを中心 とした成長

か ら、モバイル機器、 ロボ ッ ト、 自動車などの分野にまで多様化 してい くこ とが予想

されてお り、今後も世界的な成長が期待 されている。

しか し、半導体産業では需要 と供給のバランスは安定せず、4年 から5年 を周期 とし

て好況 ・不況を繰 り返す 「シ リコンサイ クル」 とい う波が直撃す ることを避 けること

は難 しい。年 ごとの成長率 を見 ると、前年比50%の 成長を遂げる年 があるか と思 うと、

前年比・30%と 大 きくマイナスに振れる年 もある。 これ は顧客 システム(機 器)の ライ

フサイクルが短縮 し需要の変動が大きい こと、半導体設計技術 の高度化や製造工程 で

の歩留ま り変動 とい う宿命 を抱 えていることのためである。

また、技術革新 が激 しく、価格の値下が りも激 しい業界で もある。DRAMを 例 に見

ると、ほぼ3～4年 ごとに 目盛 りの容量は4倍 となる新製品が出てお り、また容量の増

加 と並行 して回路 の微細化 が進 み、単位 当た りの消費電力や容積 はますます小 さいも

の となってい る。1985年 に量産が開始 された1MDRAMは2年 後には価格は10分 の

1に 、 さらに3～4年 後にはその3分 の1か ら4分 の1に まで低落 してお り、結局、

30分 の1か ら40分 の1に まで低下 している。このよ うに技術革新が激 しく、かつ工場

や生産設備への投資額が莫大であるため、経営には大きな リスクが伴 う業界 である。

製造工程は、複雑であ り細かい工程まで含めると製品が出来上が るまでに100工 程

か ら500工 程 を要す る。また、製造 ・検査仕様の異なる多種多様な製品が、並行 して

工場内 を流れていることが多い。個別の高度 な生産技術は生産設備 自身に組み込まれ

てお り、量産工場では 自動化 ・コンピュータ化が進展 してい る。 このため、企業の立

場か らは工場を統合的な視点か ら見たプ ロセス設計、管理 ・改善 の技術が求められ る。

さて、我が国においては、半導体産業はGDPの 約1%を 占めてお り、生産額 は1970
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年 か ら1998年 まで の28年 間 にわた って 、平 均年 率約11%の 成長 を続 けて きた。電 子

工業 製 品に 占め る構成 比 は、1970年 の7%か ら1998年 には19%に 拡 大 してお り、半

導体産業は、今後 も引き続き我が国の基幹産業であるといえる。また半導体産業は、

知識集約型かつ装置集約型の産業であるため、研究開発投資については売上高比率で

約20%、 設備投資について も約20%と 高い水準 となってお り、我が国産業の研究開発 、

設備投資の牽引力の一つ ともなっている。 さらに、我が国の半導体産業は、全ての分

野で満遍 なく製 品を持ち、特にゲーム機や動画処理半導体に強いほか、微細化技術等、

米国 と対抗できる高度な技術力を有す る。

しか しなが ら、90年 代には、メモ リ分野での韓国企業の躍進、MPU分 野への戦略

的展開の遅れ、後述するファブ レス ・ファウン ドリモデルの展開などから急速に国際

競争力は低下 し、半導体出荷 シェアは米国に大 きく引き離 され、アジア諸国に追い上

げ られている状況にある。

一
一半導体トップ10企票の推移一 品メーカ漢籍別置灘半導体出荷シxア ー

})6

⌒ ← 葦間㎜r、

＼)ぐ
ン〉/～

ノぐ ベ ノ ざ

/』'輝 鎚一
塁鑓 鑓 鑓鑓 菖雛軽 軽鑓髄 竃顯

図2'22半 導体産業のシェア推移

出所:「 半導体産業戦略推進会議」報告書

(2)他業界 との関係

我が国では国内に安定的な市場を確保 されているが、総合エ レク トロニクスメーカ

ー として電子機器 の生産も行 っている企業が多 く、 自社の電子機器部門に半導体 を供

給す ると同時に、競合他社である電子機器メーカーにも供給 しているとい う例が多い。

しか し、市場規模 が拡大 し、多様化 している今 日では、一企業だけですべての リソ
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一スを負担す ることは困難なもの となっている
。半導体産業は、半導体製造装置 ・部

品材料 ガス ・環境設備等の幅広い関連産業に支えられているが、 こ うした材料 メーカ

ーや装置 メーカーを含 めた提携や
、ユーザー との提携 、半導体企業間の協業を進めな

が ら、効率的な研究開発 を進 めてい くことが求められている。

部材 サプライヤー

顧 客

(組立 メーカ)

〃〔[画
図2'23半 導体産業 と他業界 との関係

出所:経 済産業省 「製造業のIT活 用の課題 と対応」(平 成15年6月)

(3)経営課題

我が国半導体産業 は80年 代にDRAM分 野において世界の トップ となったものの、

前述 したよ うに90年 代以降は急速 に国際競争力は低下 している。

その背景 として、国際的に製品面及び事業面における特化傾向が見 られるよ うにな

ってきていることが挙 げられ る。製品面では、例えば韓国 メ・一ーーカ一一が メモ リ(DRAM)

を主軸 に発展 し、米国メーカーは、マイクロプロセ ッサ(MPU)、 デジタル ・シグナル ・

プロセ ッサ(DSP)な どのロジ ック系製 品、メモ リ系製品にそれぞれ に特化す ること

によ り発展 してきている。 また事業面では、①設計を専門と し、他 社に生産 を委託す

るファブ レスメーカー、②半導体IP(Intellectual?roperty:特 定の機能を持つ半導

体部品であり、単独で知的財産 となるため 「IP」と呼ばれる。)を 開発 し、それ らの設

計情報を販売する半導体IPプ ロバイダ、③他社からの生産受託を専業 とするファウン

ドリメーカーな どが台頭 し、業績 を伸ば している。
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囎設計

コア鰯発設計環境

生産:鍍 驚殺

生麓:撞 工程

図2・24変 化す る産業形態

出所:日 本電子機械工業会 「ICガイ ドブ ック」(2000年 版)

Ol籔 当 △:一 部醸造Xl獅 差麹

図2・25半 導体 メー カの 主な事 業形 態

出所:日 本電子 機械 工業 会 「ICガ イ ドブ ソク」(2000年 版)

多種多様な製品についてその開発か ら生産 ・販売まで手がける 「百貨店型 ・垂直統合

型」の ビジネスモデル と、国内同業他社 との横並び志向の経営戦略 を大きく変化 させ

ることな く継続 してきた我が国半導体産業は、外国企業に比 して利益率が低いな ど企

業における経営の構造的問題 もあ り、以上の ような半導体 ビジネスの変化 に対応 が遅

れて しまったのである。

このため、今後の我 が国半導体産業は、 コス ト削減による汎用品の競争力の強化、

世界のセ ッ トメーカとの連携、得意分野への集中、ファブ レス化、あ るいはファウン

ドリ化など、各社 の強みを生か した事業分野への絞 り込み を行 ってい くことが求 めら

れている。 さらに、こ うした 「選択 と集 中」の実施 に並行 して、①意思決定のス ピー

ド向上や資本市場を意識 した経営などを可能にす る経営改革 ・組織改革を進 めること、

②非競争領域の技術 の共通化、間接部門の効率化、ア ウ トソーシングな どによるコス
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ト削減を進めること、③世界的 な視野か ら事業提携、資金調達、通商措置の活用な ど

の戦略 を描 くことなどが求 められている。

また、前述の 「シ リコンサイ クル」の波に直面することを回避す ることは難 しく
、

このため、需要の変動 を含めた情報管理が重要な課題 となっている
。

2.10.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対する全体的な動きと将来的な発展の方向

ウェーバ の大 口径化 により人手にハン ドリングは極めて困難 とな り、 これまで以上

に自動化が重要な課題 となっている。同時に、多品種生産 に柔軟な対応 を行 うために

工場の運行 ・管理には従来以上に高度な情報化が必要 となっている
。

また、個々の製造装置 にお いて もライン全体 とのネ ッ トワーク化 、機器 自体の一層

インテ リジェン ト化が求め られてお り、自動搬送システム、マテ リアル ・ハン ドリン

グとCIM、 通信系 をネ ッ トワー クを利用 して有機的に結合 した工場 「インテ リジェン

トFab」 が望まれている。

さらに、半導体 ビジネ スでは需要予測 と供給計画の不一致が大 きな課題 であ り
、こ

の課題の解決策の1つ として、顧 客企業 との協力によるITの 活用が挙げられている
。

これ は、パー トナー企業 との協力 で、ITに よって最新の顧客情報を活用 し、生産計画

サイ クル を極 限まで短 くし、需要変動への対応 を図ろ うとい うものである
。近年、米

系パ ソコンメーカーが推進 してい る 「Demand&Pul1方 式」は、SCMに もとつ く最新

の発注形態であ り、在庫削減 とリー ドタイムの短縮 をね らい としている
。 また、台湾

のファン ドリメーカーが工程仕掛か り情報 をインターネ ッ トを通 じて開示す るサー ビ

スを顧客に提供 しているの もSCMの 一環 といえよう
。これ らは最新情報の共有化 によ

る取引や経営のオープン化 の動 きであ り、ネ ソ トワーク化 され たSCMに よる業務革新

への流れ として指摘 されている
。

(2)課題

製品や製造工程 が複雑 で管理が難 しく、設備稼働率や歩留ま り改善へ の要求が強い

半導体製造業 では、幅広い機 能 を備 えた統合 型のMES(ManufacturingExecution

System)が 不可欠な情報システム として位置付 けられている。MESはERPやSCMな

ど業務 ・計画 ソフ トの世界 と、生産の現場 との間を橋 渡 しす る情報 システムであ り
、

①生産資源 の配分 と監視、②作業のスケジュー リング、③差 し立て ・製造指示、④仕

様 ・文書管理、⑤データ収集、⑥作業者管理、⑦製品品質管理、⑧ プ ロセス管理、⑨

設備 の保守 ・保全管理、⑩製品の追跡 と製品体系の管理、⑪実績分析、の11の 機能 を

持つ。

日本の企業では、MESパ ッケー ジを使わずに、MESを 自社開発 してきた企業が少

な くない。 これ は、 日本国内では、大手総合電機 メーカーが半導体の生産を行 ってお
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り、自社で高い情報システム構築能力を備 えているためである。 しか し、MESシ ステ

ムに要求 される機能 の高度化 に伴い、作 り込みによる構築費用 は膨大 になってきてい

る。また、MESパ ッケージを活用 して、迅速に生産ラインを立ち上げて急伸 した台湾

企業の迅速な動 きを受けて、パ ッケージ活用の注 目度 が高まってきてい る。 ・

2.11電 力 ・

2.11.1業 界の概況

(1)業界構造

電力事業者には、一般電気事業者(い わゆる9電 力)、 卸発電事業者(IPP)、 特定電

気事業者、特定規模電気事業者(PPS)、 その他(ESP、 共同発電な ど)が ある。

1995年 の電気事業法の改正 によって、電力会社以外の事業者が一般電気会社に電力

を供給す る電気卸事業が可能 となった。発電部門における競争が導入 されIPPが 新設

された。また、送電に関 しては卸託送 に関す る制度整備が行われ ると共 に、特定電気

事業の親切、小売 り部門の制度変更が行われた。

さらに、2000年 の改正は高 コス ト構造の是正に向けた経済構造改革 を主要課題 に、

国際的な水準の電力価格 を 目指 したrそ の結果、特 定規模需要家(大 口需要家:総 電

力需要の27%)を 対象 とした小売 り部分の自由化が行われ、PPSが 新設 された。また、

小売託送に関する制度整備 も併せ て行われた。2004年 には自由化の範囲が高圧分野(高

圧B/500kw以 上)に まで、2005年 には高圧A(50kw以 上)に まで拡大 され る事が

決定 されている。2003年9月 に開催 された第15回 電気事業分科会では、電気事業制

度の詳細設計に関す る検討課題 が議論 され、低圧電力や電灯線 に関する電力 自由化 に

向けた検討が進 められている。一方で、電力事業者が電力事業以外への参入規制 も取

り払われる事か ら、新規事業への 自由度が大幅 に向上す ることとなった。
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(2)電力会社(一 般電気事業者)の 動向

電力 は社会経済における基幹産業 として極 めて重要なインフラであ り、制度的にも

総括原価主義や地域独 占などに裏打ちされ、電力9社(電 源開発 を含 め10社)は 安定

的な経営を続 けてきた。しか し、2000年3月 に始まった小売部分 自由化の進展によ り、

各社経営の前提であった これ ら制度的要素は変革期 にさしかかっている。

電気事業法の改正 を含む制度 改正案では、発送電分離 とい った電力体制の変革はな

されず、2004年 度以後の段階的な 自由化領域 の拡大や、振替料金制度の廃止、取引市

場の創設な どといった競争促進 策が盛 り込まれるに留まった。 また、 自由化範囲の拡

大については、低電圧、電灯線 まで含めた小売 り全面 自由化は2007年 度か ら検討が始

ま るとして、その道の りは険 しい状況 にある。従って、既存の電力各社 を取 り巻 く競

争環境が大 きく変化する可能性 を秘めてはい るものの、当面は大きな変化 として需要

争奪競争等が起こるとは考えにぐい。

一方
、ガス ・石油会社な ど新規参入者についても、 自前電源確保 によ り電気事業者

としての体制を整備 しつつあると共に、分散電源、コジェネな どの新技術 が台頭 して

お り、10電 力への圧力 となっている事は否めない。しか しなが ら、その規模 は小 さく、

系統電源 に頼 らない分散型電源 の普及 についても、その経済性評価 か ら熱利用に よる

エネルギー効率を上昇 させ ることが普及に至 る必須条件 となっている。従って、当面

は一部限定的な動きに留まる可能性が高い と考えられ る。

別途、通常業務での情報化へ の取組 としては、電気事業連合会が中心 とな り、効率

的 な業務運営、一層 のコス トダ ウンを目指 した企業間取引でのEDIの 導入、火力発電

プラン トにおける、電力会社 とメーカー との間での、シーケンス図を始め とする設備

図面のデータ交換 を促進す るための 「標準」お よび 「ガイ ドライン」策定を行 ってい

る。

(3)課 題

電力 自由化をに らみ、電力 自由化時代におけるエネルギー産業のサー ビス化が進み,

顧客指 向の事業に脱皮す ること、その為 には経営改革 に対す る戦略策定を初め とす る

種々の改革 が必須 である。ハー ド産業か らソフ ト産業への転換、あるいはエネル ギー

ユーティ リテ ィに くわえ情報やセキュリテ ィな どの生活ユーテ ィリテ ィの供給 まで視

野に入れた幅広い事業展開が望まれる。

2.11.2情 報化の現状、将来展望と課題

(1)情 報化に対す る全体的な動きと将来的な発展の方向

電力10社 においては、基幹系業務の情報化基盤 はすでに確立 してい る。今後 は基

幹系業務 の統合 による経営の合理化 ・効率化、及び顧客満足度 を向上 させ るための情
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報化 に係わ るソフ ト、サー ビスの開発への投資が拡大 してい くと考え られ る。 そのた

めの、業務改革を支えるIT活 用の考え方は以下のよ うにまとめられる。

① 戦略企画支援(全 社、部門、個人)

電力会社 としての付加価値 を高めるため,経 営企画部門だけでなく全社、部門、

個人の各々の レベルでの導入 が必要。

② 業務 自動化 ・効率化支援

業務 レベルでの 自動効率化 の支援。主たる目的は、効率化による業務生産性の向

上であ り、人的 リソースはよ り付加価値の高い戦略業務へ振 り向けることが可能

となる。

③ 情報共有(全 社、部門内/部 門間、個人間、取引先、顧客)

全社最適化を検討する際の必須条件である。情報共有は個人間、部門間な どの社

内はもとより、取 引先、顧客への情報提供 も含まれる。 ここで重要 とな るのは、

データの収集ではなく、デー タ活用が 目的であることを明確に示 し、運用 してい

かな くてはな らない。

現行の情報 システムモデル としては、光 ファイバーケーブル及びメタルケーブル と

マイ クロ波無線による、制御 指令情報 、オ ンライン情報、防災情報、ユーザー受電情

報等が流れ る。 さらに、他の電気事業社 とネ ッ トワークで結ばれている。 また、9電

力は自社内地域内の需給バランスを調整 しながら、 日本全体の電量需要を満た しなが

ら、安定的に電力 を供給す るための電力融通システムを構築 している。

ケーブル/マ イクロ波 ケーブル/マ イクロ波

無線 無線

マイクロ波無線

白
図2・27現 行 の情 報 シス テムモ デル

(2)自 由化 対応 シス テ ム

電力会 社 の業務 システム の基本 的 な構 成 は 、・発 電 、・変電 、・送電 、・通信 、・配電 、・

営 業、・資材 、・経 理 、・総務 、・人 事 であ る。 電 力取 引市場 に対応 した システ ム として

は、さ らに、① トレーデ ィン グシステ ム、② 取 引戦略策 定 、③ 取 引管理 が 必要 に なる。
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これ らのシステムはさらに細かく機能で以下のように分類 され る。

表2・9電 力取 引 システム

システム 機能 内容

トレーディング

システム

需要予測 需要家ごと・地域ごとの消費電力量の予測を行う。

価格予測 市場全体、地域、取引市場ごとの電力の落札価格の予測を行う。

ポートフォリオ管理 市場からの調達配分・供給価格の決定する。

受給調整 短期～長期の発電スケジューリングをおこなう。

入札 市場における取引を実行する。

決済 取引内容をもとに、市場ルールに基づいた決済を行う。

取引戦略策定

システム

リスク管理 トレーディング市場におけるリスク管理を行う。

市場分析 電力市場の中長期的動向に関して分析を行う。

取引管理

システム

経理 ・請求 決済情報をもとに、市場や相対取引相手との経理処理を行う。

財務・損益管理 市場取引における損益管理、財務管理を行う。

顧客管理 市場や相対取引相手の顧客管理をおこなう。.

当面重要になるのが、需要予測 、価格予測、ポー トフォ リオ管理、受給調整の4つ

の機能 である。 まず、市場での需要予測をお こない、次に市場での価格 を予測す る。

これ、ポー トフォ リを管理機能に入力する。 この結果 をもとに、受給調整機能で各発

電所 の発電量の調整 を行 う。特にポー トフォ リオ管理 と受給調整機能 は、一般電気事

業者やIPPに とって、取引の成否(収 益があがる取引が出来たか)に 直接関っでくる

ため重要な要素 となる。 ここでの戦略は、送電網(連 携線)の 最大容量 と密接 に関係

することか ら、送電網のデータの重要性が大 きな意味をもつ。 自由化市場で送電分離

が議論 され る所以である。受給調整機能か ら再びポー トフォ リを管理機能にデータが
リ

フィー ドバ ックされ各発電所の発電量 とそれに応 じた価格 体系 として、供給価格 曲線

/需 要価格 曲線 が決定 され る。 これ らを入札機能に受 け渡 し、市場取引を行い、約定

結果が決済機能に受 け渡され る。 ここで、決済が行われ結果 を取 引管理 システムに渡

し経理処理が行われ る。 この取引結果 をもとに取引戦略策定 システムでポー トフォ リ

を戦略 を策定 し トレーデ ィング機能の戦略 とする。以上が取引市場での トレーデ ィン

グシステムの基本的な動作 と機能 となる。
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図2・28日 本の送電網

(電気事業連合会資料)

(3)EDIの 取組
ビ

　 　

電力業界では、電力業界用の ビジネろプ ロ トコル として、 コー ド、アー タフォーマ

、 ッ ト等について・の情報表現規約を、数種類 の業務 に対 して策定 してい る。電力業界で

策定 されているビジネスプ ロ トコル を以下に示す。詳細は電気事業連合会 のWebペ ー

ジか らダウンロー ド可能なファイル を参照 されたい。
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表2-10電 力業 界 ビジネ スプ ロ トコル

業務 ビジネスプロ トコル詳細のダウンロー ド先URL

電力料金請求業務 http:〃wwwfbpc.oLjpZEDI!bp/seikyuu!menu.htm'

電力料金収納業務 http:〃www.fbpc.oLjpZEDI/bp/syunou/menu.htm

資材発注業務 http:〃wwwfbpc.oLjpZEDI/bp/sizaUsizai _2C.pdf

請負工事発注業務 http:〃wwwfbpc.o蛤jp/EDI/bp!ukeoUukeoi _2B.pdf

燃料油受発注業務 http://wwwfbpc.oLjpZEDI/bp/nenryoyu/illdex.html

委託発注業務 h七tp:〃www.fbpc.orjp!EDI/bp/itaku/itaku _2A.pdf

運送発注業務' http://wwwfbpc.orjp∫EDI/bp/unsou/unsou _2Apdf

(電 気事 業連合 会 資料)

また 、上記 プ ロ トコル に関す る運用 ガ イ ドライ ン、EDI導 入 マ ニ ュアル 、電 力 ビジ

ネ スプ ロ トコル運 営 要領 を、 以 下のWebサ イ トか ら参 照 可 とな ってい る。

・ 運 用 ガイ ドライ ン:htt'〃www .fec.or.iIEDI/b/ediss/menu.htm

・EDI導 入 マ ニ ュ アル:http://www
.fepc.or.jp/EDI/bp/edi _dou/menu.htm

・ プ ロ トコル 運 営 要 領:htt'〃www
.fec.or.i/EDI/b/denrb/menu.htm

(4)シーンスCADデ ータの標準化 とガイ ドライン

火力発電プラン トにおいて、電力会社 とメーカー との間で、シーケンス図を始めと

する設備図面のデー タ交換 を促進するため、下記の 「標準」お よび 「ガイ ドライン」

を策定 している。 また、安全 かつ信頼性の高い企業間電子デー タ交換の仕組 みを提供

す る 「セキュリティマネジメン トサー ビス通信規約」 をあわせて策定 している。

シーケンス図:『 電気設備の制御動作を構成要素の電気的接続に展開 して表す図面であ

り、他の設備図面に比べて改訂頻度が高 く、設備保全において参照頻度が高い重要な設備

情報のひとつである。(電気事業連合会による解説)

表2・11シ ー ケ ンスCADデ ー タへ の取組

種類 名称 内容及びダウンロー ド先

標準 シーケンスCADデ ー タ標準 シ ー ケ ン スCADデ ー タ(展 開 接 続 図)に 関 す る 図 面 ・属

性 情 報 を 標 準 化

http://www.fepc.or.jp/cals/cad/scad .pdf

単線結線図データ標準 単 線 結 線 図 デ ー タ の 図 面 ・属 性 情 報 を 標 準 化

http://www.fepc.or.jp/cals/cad/tanketsu .pdf

送付状データ標準 シ ー ケ ン ス 図 面 表 紙 お よ び 送 付 状 に あ た る 部 分 を 標 準 化

http://www.fepc.or.jp/cals/cad/sofujyo .pdf
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ガ イ ド

ライン

シーケ ンスCADデ ー タ運用

ガイ ドライ ン

シーケンスCAD標 準データの交換を実施するための運

用上の取り決め ●
http://www.fepc.or.jp/cals/cad/scad-gid,pdf

設備図書の電子データ交換

運用ガイ ドライン

'

送 付 状 データ標準 を利用 して設備 図書の電子デー タの交

換 を実施するための運用上の取 り決 め

http://wWw.fepc.or.jp/cals/cad/setubi-gid.pdf

サービ

ス規約

セキュリティマネジメント

サービス通信規約
セキ ュ リテ ィ ・マネージメン ト・サー ビス システム(イ ン

ター ネッ トにお ける電子デー タ交換において、暗号化 、内

容証 明・配達証明等のセキ ュ リテ ィ機能 を有する当プ ロジ

ェク トで開発 した シス テム)を 利用 して、送受信 する電子

データ交換 に係わ る一連の メッセー ジと形式を規 定

http://www.fepc.or.jp/cals/cad/kiyaku.pdf

(電気事業連合会資料)

(5)今 後の課題

企業間競争力強化に向けた事業戦略の方向性 と異分野参入の戦略 としての攻 めの情

報システムの活用がある一方で、近年 の環境意識 の高ま りの中、環境対策 として 〉「環

境俺ポー ト」の作成、「環境会計」への対応、 「排出権を含 めたエネルギーデ リバテ ィ

ブ」戦略の策定が重要な要素 となって くる。

また、特に昨今 の原子力発電所 の不祥事 か ら、原子力発電 に関す るPA(Public

Acceptance)に むけたシステム作 りが重要になる。例えば、原子力の専門家のみに理

解できるシ ミュレー ション結果 などを可視化する、或いはVR(VirtualRealty)等 の情報

技術 を用いた試みが必要 となる。

2.12$艮 そ〒

2.12.1業 界 の概況 、

(1)業 界構 造

2001年4月 の住 友銀 行 、 さ く ら銀 行 の合 併 を初 め として、金融 ピックバ ンの進 展 に

伴 い 日本 国 内の銀 行再 編 が大 き く進 ん できて い る。'三和 、東海 、東 洋信 託 のUFJグ ル

ー プ、富 士 、第一 勧 銀 、 日本 興 行銀 行 のみ ず ほ フ ィナ ンシ ャル グル ー プ と して 経営 統

合 を図 り、 国内 主要 都市 銀行 は4大 メガバ ンク と して再編 され てい る。 さ らに、 不 良

債権 処理 の過 程 で りそ な銀行 の よ うな例 も今 後増 え るこ とも考 え られ る。 更 に、 法規

制 が緩 和 され た こ とに よ り、流 通 業 で あるイ トー ヨー カ堂 が関連 して い るアイ ワイバ

ンク、 イ ンター ネ ッ ト専用銀 行 で あ るソニー銀 行 、 ネ ッ ト決 済銀 行 と して独 自のサ ー

ビス を提供 してい るのe・Bank銀 行 な ど、他業 界 か らの進 出、従 来型 の銀 行 業態 を と ら
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ない事業者が現れている。

銀行業界 の業種構 造は、中央銀行である日本銀行 を中心 に、普通銀行 として都市銀

と地銀が信託銀行、長期信用銀行 、外国為替銀行、お よび在 日外国銀行 に分類 される。

さらに、中小企業等金融業 として、信用金庫、信用組合、労働金庫 な どが、農林水産

金融業 として、農林 中央金庫 などが存在する。

全国 日本銀行協会の統計資料によれば、銀行業界(*1)の 平成14年 度決算をみ ると、

資金運用益で、9兆3,721億 円の減益(前 年度比4,919億 円、5.0%減)と な り、前年

度の増益(前年比3.3%増)か ら減益に転 じている(*2)。

内訳 は、資金調達費用で、2兆6,902億 円(同1兆8,601億 円、40.9%減)と 減少 し

たのの、資金運用収益で12兆623億 円(同2兆3,520億 円、16.3%減)と 大幅減少 と

なっている。 これ は、国内業務部門では流動性預金へのシフ トによる調達 コス トの低

下に加 え、国際業務部門での調達量の減少などにより預金利息が減少 した ことか ら費

用が大幅な減少 とな ったものの、貸出金利息および有価証券利息配 当金の減少な どに

よ り、収益の減少がそれを上回ったため減益に転 じている。

また、業務純益は、資金運用収益の大幅な減少があったものの国債等債券 関係損益

の収益超過額の増加 、経費の減少な どがあり、4兆6,711億 円(同2億 円、0 .0%増)

と前年度比横這いである(前 年度1.9%減)。

一方
、経常利益 は前年度 よ りも赤字幅が縮小 し4兆8,074億 円の赤字 となったが、(前

年度は5兆7,029億 円の赤字)と なってお り、当期利益は、4兆8,515億 円の赤字 とな

り、3年 連続の赤字 となっている(前 年度4兆1,989億 円の赤字)。 株式等売却損お よ

び株式等償却が増 えて株式等関係損益の損失超過額 が増加 した ものの、個別貸倒引当

金繰入額お よび貸 出金償却が減少 したことによるとしている。

銀行業界全体の業績 をみる と、証券業界の業績回復 と比べ冷え込み感 は払拭 できな

い。ただ し、平成15年 度 中間決算情報によれば、業務純益は前中間期の減益か ら増益

に転向、経常利益 も2,639億 円の黒字 となっている。

(*1)14年 度 決算における 「全国銀行」は、都市銀行7行(み ず ほ、東京三菱 、UFJ、 三 井住 友、 りそ

な、みずほ コーポ レー ト、埼玉 りそな)、 地方銀行64行 、地方銀行a(第 二地 方銀 行協会加盟の地方銀行)

53行 、 信託 銀行8行(三 菱信託 、みず ほ信託 、UFJ信 託 、中央三井信託 、住友信託 、野村信託 、三井 ア

セ ッ ト信託、 りそな信託)、 長期 信用 銀行2行 の134行 で あ る。当年度か ら、東京ス ター銀行、三井アセ ッ

ト信託銀行、新生銀行、あおそ ら銀行 を集計に加 え られて いる。

(*2)平 成14年 度 の前年度比、増減率 は134行 ベ ースに遡及調整 して算出 した ため 、平成13年 度 計数(133

行 ベ ース)と の比較 とは一致 しない。

営業経費については、前年度 に引き続き合理化 ・効率化 の促進 によ り人件費が減少
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し、前年 度比245億 円、0.3%減 、職 員数 ・店舗数 をみ る と、職 員 数 は前 年度 末比5.1%

減 、店舗数 も同4.3%減 とそれ ぞれ 減少 してい る。

表2・12職 員数 ・店舗 数

(単位:人 、店 、%)

、

平成15年3月 末

(134行 ベ ース)

前年度末比
…

増減率i
…

i平 成14年 ・月づ 増繍

、i(133行 ベース)1

匿
睡

321,186
∨'",'万 庁/'〃 〃 ∵.w馬A∵ …'7'''''".Y

△17,188

∧w〈ww〈wA',,,,,,,,,、 ザ"
1

き

△51i

____」 L_⊇r≡
14,415 △・441△ ・3、 14952「 ⊇

(注)平 成15年3月 末の前 年度末比、増減率 は、134行 ベー スに遡及調整 して算出 したた

め、平成14年3月 末計数(133行 ベー ス)と の比較 とは一致 しない。

(全 国銀 行 協 会 ホ ー ム ペ ー ジhttp://www.zenginkyo.or.jp)

(2)他 業界 との関係

銀行内及 び関連業界 とのシステム連携図 を以下に示す。 従来の銀行(ネ ッ ト銀行等

は除 く)は 行内ネ ットワーク として、大き く分 けて

・ 勘定系 システム

・ 情報系 システム

・ 営業店 システム

の3つ が稼動 してい る。各 々のシステムがユーザー向けサー ビス(デ ビッ トカー ド

決済、ATM/CD、 ネ ッ トバ ンキングな ど)シ ステム と連結 している。 また、 日本銀行

金融ネ ッ トワークシステム(い わゆる 日銀ネ ッ ト)を 介 して中央銀行 である 日本銀行

と結ばれてお り、その他金融機 関 とは他行、証券、 クレジ ッ ト等相手先別に各々のネ
t

ッ トワークを介 して情報交換 を行 えるシステムとなっている。
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図2・29銀 行業 界 の システム構 成

出所:(富 士 キメラ総研ITソ リュー シ ョン探索 ニー ズ探索調査資料)

例 えば、外為(外 国為替)市 場では株式市場 のような公的組織はな く、電話やその

他通信機器で参加者 がつながった概念的市場である。 ここでの直接 の参加者は 日本銀

行、銀行 ・証券会社 、仲介業者で、間接的に、輸出入企業、生損保 な どの機関投資家

これに くわわる。銀行は、邦銀は勿論、 日本国内に進 出 した外国銀行の東京支店 も含

まれ、その取引の相手先 と して、海外金融セ ンター所在の邦銀海外支店や外国銀行 も

入い る。 このような市場参加者 は、それぞれ異なるニーズ(売 りと買い、通貨、 レー

ト、金額、受渡時期 などの違い)が あ り、 これ ら多数の参加者が、仲介業者 を通 じ相

対す るニーズを持つ参加者 と取引を行っている。東京市場だけでな くロン ドン、ニュ

ー ヨーク市場 などそれぞれの市場での取引が通常24時 間行われ てお り、 「東京、 ロン

ドン、ニュー ヨーク外為市場の終値」な どの形成にはその市場の参加者 だけでなく、

他市場の参加者の取引も深 く関わっている。通常は、朝7時 頃か らウエ リン トン ・シ

ドニー と一 日の取引が始ま り、またほぼ東京 と同時間に香港 ・シンガポール も参加。

午後3時 半頃か らはロン ドンや他 のヨー ロッパのセンターが参加す る。米国経済指標

発表 時には、深夜の東京か ら早朝 のニュー ヨークまでの世界中の参加者 が同時に取引

を行 う事になる。 このような外為市場であるが、IT機 器の進展 を背景 に、外為市場

の業者間取引においては電子取引システムを利用 した取引が9割 程度 と圧倒的なシェ

アを有 してい る。一方、同 じ外為市場で も対顧客取引では、電子取引システムの利用

は進んでお らず、国債市場においても同様に進んでいないのが現状である。

(3)経 営課題

金融機関は、長期化す る資本市場の低迷 と不良債権処理の逆風 を受けて、吸収合併 ・

統 合 とい っ た業 界 全体 を巻 き込 む 地殻 変 動 の 中、BIS(BankofInternational
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Settlement)規 制★1(い わゆるバーセル合意)に 代表 されるグローバルスタンダー ド

に対応 した経営の効率化および リスク管理体制の確立、顧客要求へ の迅速な対応等の

課題が重要課題 となっている。 特に合従連合 が進み、厳 しい経営環境 にある銀行に と

って、顧客価値の さらなる向上は必須 の要件 であ り、 リテールチャネルの革新 による

新たな ビジネ スモデルの展開、 より～層効率的なオペ レーションの実現が必須要件で

ある。 さらに、経営管理機能 の強化、ITの 戦略的な運営 といった様々な経営課題が存

在 している。

(★1)BIS規 制:銀 行の 自己資本 比率についての国際基準で あ り、銀行が負担す る リス クとそれ を

支える銀行 の体力 との関係についての規制であ る。

2.12.2情 報化の現状 、将来展望と課題

(1)情 報化に対する全体的な動き と将来的な発展の方向

銀行業務(機 能)の 主なもの として としては、①金融仲介業務(預 金、貸出による

資金仲介機能)、 ②決済業務(現 金、預金 、電子マネー等 による決済機能)、 ③金融商

品の提供(資 産変換機能、 リスク配分機能)、 ④金融情報の収集 ・提供サー ビス(市 場

情報、与信審査、 リスク管理な どの情報生産処理機能)が あげ られ る。その他 「信用

創造機能」が限定的ではあるが存在 している。.

また、銀行業界ひいては金融 システム全体 としての大きな流れ として、「日本版金融

ピックバ ン」 と呼ばれる規制緩 和 と 「金融のIT化 と情報技術革新」 である。 規制緩

和の基本理念は、「自由競争(フ リー)」 「公正な競争(フ ェア)」「世界標準での競争(グ

ローバル)」 である。 これにより、金融システムの基本的な性格は 「情報化 された市場

型金融 システム」へ と移 ってい く。 このよ うな背景の元、現在IT化 は金融のあ らゆ

る部分に広がってお り、銀行業務 において も、新 たな銀行システムの開発 、イ ンター

ネ ッ トバ ンキング、インターネ ッ ト・トレーデ ィング、金融商品の開発、電子決済、

電子マネー、 リスク管理、顧客情報の収集 とこれに基づ くマーケテ ィングな ど、銀行

業務 としての金融サー ビスはIT化 な くして語れない状況 となっている。

・ 銀行 システム

情報化によ り、実体経済のIT化 、金融取引のIT化 が促進 され るに従って、銀行

システムに も変化 が現れてきている。 その変化は、①機能分化、②機能集中化、③異

業種からの参入である。

① 機能分化

IT化 により組織の機能分化が進展す る。これ は、製造業でい うところの機能 のモ

ジュール化 と対 を成す現象で ある と考 えられ る。銀行では、「決済」「仲介」 「資

金変化」「リスク配分」「情報生産」な どの機能 に特化 した専門銀行が現れている。

「決済機能」のみ をもついe-Bank銀 行などが例 としてあげ られ る。
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② 機能集 中化

機能の分化 と一見矛盾するが、機能分化により各機能に特化 した機 関は、各機関

がその機能の特性 を夫々が発揮できる環境で集合 し、従来型の総合的 な銀行サー

ビスを顧客に対 して提供す ることになる。

③ 異業種か らの参入

情報技術の革新 とは別の動 きではあるが、特定の技術の優位性や得意分野 を持

っている企業が、情報技術 の助 けを借 りて金融分野への参入 を図っている。例

えば、IYバ ンクや ソニー銀行などが例 としてあげられ る。

・ 業務プロセス

金融業界の再編に伴 う、合併、'事業統合 ・提携などが活発化す るなか で、複数企業

の基幹 システムを中心 とする各種情報システムの統合が進行 している。 しか しなが ら、

みずほ銀行のシステム トラブルの原 因の一つ としてあげ られているよ うに、合併企業

が既存 のシステムを維持 したまま共有化を図 るといった ように、 レガ シーシステ ムを

維持 したシステム構築が多く見 られ る。

一方、みず ほ トラブル を受 け、合併等 によるシステム トラブル発生の リスクを最小

限に押 さえるため、 どちらかのシステムに基幹システムを統合 し、 ソフ トウェアの再

構築 な ど運用効率の向上、操作性の統一 を図 り、機関システムを含 めたネ ッ トワーク

の統合や統一化を推進する傾 向にある。また、統合に際 してシステムのス リム化が進

展 してお らず、システム コス トがそのまま12倍 、3倍 となってい る場合 もあ り、今後

一層のス リム化が要求 され ている
。

システ ム運用に関 しては殆 ど全ての大手行は情報子会社に委託 してお り、そのメ リ

ッ ト、デ メ リッ トについては様々な議論 がな されているのが現状で ある。なかでも、

システ ム構築 に先立つEAの 策定、あるいは運用 レベルSLAに 関す る明確 な取 り決

め等、経営 とシステムの統合がここへきてやっ と着 目されてきている。

・ サー ビス

既存店舗 での窓 口業務やATM/CDな どの端末を利用 したサー ビスに加え、インター

ネ ッ トを利用 したネ ッ トバ ンキング、携帯電話か ら振込みや残高照会 が可能なモバイ

ルバ ンキングなどのサー ビスを提供す る銀行が増加 してい る。また、キャッシュカー

ドを利用 して直接決済が行えるデ ビソ ドカー ドサー ビス も徐々に浸透 してきてお り、

電子決済、キャッシュレスサー ビスの普及が進んでいる。 いわゆるデ リバ リーチャネ

ルの多様化 ・高度化である。特に、銀行 の情報化が一般 の顧客に とって 目に付きやす

い部分である。この流れは、数70年 代後半から、従来の支店 の窓 口業務がCD・ATM
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に置き換わって頃か ら始まっている。 さらに、テ レフォンバ ンキングへ と展開 され、

これに、近年の情報技術の進歩によ り、ネ ッ トバンキング、モバイルバ ンキングが加

わっていった。 これ らの変化 に伴い、各営業店 に分散 していた顧客情報 を一元管理、

共有することで顧客にあったサー ビスを提供す るCRM戦 略、あるいは会員制度な ど

による差別化を図ることによ り、CSの 向上 を目指 してい る。

また、近年 の大きな変化 としては、従来のブランチ銀行(店 舗 を持つ銀行)に 加 え、

ノンブランチ銀行(店 舗 を持 たない銀行)の 出現である。 この利点 としては、安価な

手数料、預金 ・貸出 し金利の優遇、原則24時 間365日 取引が可能、窓 口に出向かなく

て良い、PC・ 携帯電話な どか ら処理が可能、 グローバル取引に対応な どの利点が上げ

られている。

2003年7月 現在営業を行 っている、 日本におけるネ ッ ト銀行を以下にに示す。

表2・13日 本 にお け る主 なネ ッ ト銀行 一覧
謬1蓑 診_熔.辮 ■..;二,,.,㌘,七㌶ 聯'浩

銀行名/支 店名,・
,,漁 彩 協 フi線形.;,,溺 滋'蔑 撚iiiミz鱒 フ㌘ 漁'.^;.治 購 襟 二'二'

サー ビス名
占'、

_z'_.'…"'メ 溺 π

li七 ば プ 七ヴ.一 ぶ,冷 、力

滋灘z葦.燃 溺

七w"ぐ''"-擁

七 一〉..>

ii、 三イ竺 バ ンク銀 行"・'

埼玉 りそな銀行 、
フ"ラ,二蒸.'.七

汲㊧㌘_街 燈灘総㌘,

りそなダイ レク ト<typered>

哀 シ 午 バ ン ▽ エ ヌ '・'工

詫■

七二 ξ・.'・ 一'ケ

裟"・Y"○

'

'シ テ ィバンク オ ンライ ン

タ淋'

ベ

ー・.撲 簿灘 欝 一 。.ぶ
A77'

新 生パワー ダイ レク ト
葺捲

スルが銀行/ソ フ トバンク支店 ξ

多野"欄 ツ ン 鱗'㌘
∨^z'"'… …

〔z

MONEYKit
フ7フフフ77w7・,,

‖≒ ≡ 練 京三麺 騰 灘"・ 一 ・東京三菱ダイ レク ト

1篤 ぽ 　鎧 み…牒i凝滞 ぷ 総 総

「",可ーき"∨''"'Aw"

みず ほダイ レク ト イ ンター ネッ トバ ンキング

ジベ みずほ銀行/矛 ンタ≡ネヅ'ト支店ぶ

☆ww%協/分 粒 ぶ,効,▽o.・ ・ク〃 冗 ヴヴ"rソ'戸,,,,～ ρ 仲'〔 ・,声 い 吼σ 〃^力 〆▽'㌢ ンー ・・w・r・

みず ほダイ レク ト イ ンタ7ネ ッ トバ ンキ ング
二ゑ づ二,葺

三 井住友銀行1㍊

一 〆'… 踊脳
,ち,㌘二二拓"ぴ 鋤 塀 祈 必 ち,… 躍_戊

・ ..'one'Sダ イ レ ク ト

・UFJ銀 行 ピ

㌘辮㌶

UFJ',一/,ン ≒ ネ ・"㌧ト

'鮮
Jダ イ レク ト イ ンター ネッ トバ ジギ ング"…

i㌘ 鰯㌘_.____一.___一 ー －

UFJダ イ レク ト イ ンターネ ッ トバ ンキング
''"ぐ 〉・z'"吊 ノ 、♂

灘 務溺'
.・'

・ 三型 壁 ,'!
当郵貯 イ ンター ネ ッ トホームサー ビス
》

・㌘ ㌘燃 鰯滋賜溺滋 .〃 〃.〃 ♂.♂才 ひ 岬Ww庁 岬rrラ'"・ ・'

りそなダイ レク ト〈typered>(旧 あさひ) |

護
りそな銀行

弔

彩%匂蹴 る

'w拮 万,シ 「,完'酊 〉一

な ダ レク ト<teblue>(旧 大 和)
.8　欝斑 綾 溺

叛凝 鮒線 イ㌶'繍 斑 一…'双 ㌶ 溶z㌘ 冊='∨..舗 博

・商品

金融商品の多様化、高度化 にもIT化 は多大 なる影響 を及ぼ している。従来の 「間

接金融」「直接金融」の くくりとは異なる、いわゆる 「市場型間接金融」商品の一般化

である。従来銀行 が負担 していた市場 リスクを一般投資家 に移転するこれ ら商品の開
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発、販売、プ ライ シングは、金融工学 と情報技術 を駆使す ることな くしては不可能で

あったといえる。 これ ら金融商品は先の銀行機能の うち 「情報生産処理機能」 「資産変

換機能」に関連 してい る。 「市場型間接金融」の定義は まだ定着 していないものの、銀

行貸 出とその証券化 が最 も典型的な例 としてあげられ る。 間接金融 の部分が、銀行に

よる貸出 しであ り、市場型の部分が証券化の部分である。不動産担保証券な どは例 と

して引き合いに出 され ることが多い。間接金融では、銀行業務は貸 し出 しであ り、市

場の リスクは銀行が負担 していた。 この貸出 しを証券化 し一般投資家に売 り出す こと

によ り、この証券取引は市場型であ り取引条件 は規格化 され リスクは一般投資家が負

担す ることになる。

(2)課 題

IT化 の課題 としては、業界再編が進む中で、みず ほの例 をみるまで もな く、 シス

テム統合を含めたシステム トラブルを防止 し、安定運用 を行 う事が最 大の課題 となっ

てい る。 また、ある銀行では、統合後の状況にっいて、統合前の各種 システムやデー

タが混在 している状況であ り、システムを統合する方 向で検討 しているが進んでいな

い と云った声 も聞かれ る。

また、競争力強化のためフロン トエ ン ドのサー ビスメニ ューの向上を行ったが、バ

ックヤー ドの既存システムが旧来のもめのままであるため、業務 ・サー ビスとシステ

ムがフィッ トしてお らず人手に頼 る部分が多いなど、新たな ビジネ スモデル構 築やサ

ー ビスへの対応に障害が生 じてい る
。今後、新 たなビジネスモデルやサー ビスに対応

できる独立性の高いアプ リケー シ ョン開発 が可能にな るよ うに、共通機能 と個別機能

を分散化 したシステムを構築が望まれる。

一方
、IT化 が進む中で様 々問題が起 きてきている。情報操作による市場の混乱、

短期的 ・投機的な金融取引の問題 、サー ビスのセルフ化 による人間性の阻害 とこれ ら

要因による顧客の離反現象 な どである。インターネ ッ トバ ンキングの採算性や安全性

の確 保については、まだその結論 は出てお らず長期的 な動向 を見据え る必要 がある。

また、情報化革新が情報の伝播を加速するために、与信や リスクに関る噂ひ とつが市

場に大きく影響 を及ぼ し、時には金融不安の引き金 とな る可能性 も否定できない。

これ らをま とめると、金融市場のIT化 による影響 と課題 としては以下の項 目が挙

げ られ る。'

① 金融 の再編 として、1)シ ステム統合、2)商 品開発 コス トの削減、3)「 範

囲の経済性」か ら 「ネ ッ トワークの経済性」へ の移行 が起 こる。 これ らIT化

への過剰期待か ら過剰投資が起 こる。

② 経済の市場化 ・グローバル化が進む中で、金融 システムの不安定性は増大 し政

策効果が読みに くくなる。これは、1)経 済取 引に伴 うリスク、不確実性を増

大 させ る。2)情 報 の非対称性が解消 され る一方で、ネ ソ トワー ク(コ ミュニ
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テ ィ間)で の情報の非対称化が進む。3)他 国の金融政策や、経済動向が速い

スピー ドで 自国の金利、為替、株価 に影響す る事による。

③ 金融の技術革新 によ り、各種資産間の区別や貨幣定義 さえもあいまいにな り、

経済変数間の因果関係や金融指標 の操作変数、 目標の設定が複雑化す る。

④ システム と人間性への影響 として、間接金融重視のシステムであった我が国が、

個人の株式保有を促進 させ る制度改革 をすすめている。これは、個人への リス

ク転換であ り、個人の リスク負担 の増加 は、情報弱者や社会的弱者に対 して企

業、社会が犠牲を強いる可能性が増す、すなわち付け入 りや くす くなる事を意

味す る。

⑤ITに よる技術革新は、人間の視野を短期的、短絡的に し、短期効果 を求めそ

の行動を短期効果に求めやす くなる。実体経済よ りも金融面に関心が集 まる傾

向が助長 され、小手先の改革を行い長期的 に見て状況を悪化 させ る可能性があ

る。

金融サービスのITに よる多様化 ・高度化は、究極的には利用者 の利便性向上に結び

つ く。 しか しなが ら、上記の ような新たな問題 を認識 し常に意識 していな くてはならな

い 。

)

2.12.3先 進 企業 に見 る産 業情 報 化の事 例

(1)メ ガバ ンク最 新情報 化動 向 一勘 定 系の刷新 と、法 人向 けイ ンターネ ッ ト利 用一

四台 メガバ ンク(東 京 三菱 、 三井 住友 、UFJ、 みず ほ)の うち早期 合併 、 システ ム

統合 が完 了 した、東京 三菱 銀行(1997年5月 システ ム統合)、UFJ銀 行(2002

年1月 システ ム統合)で は、次 世代 のシ ステ ム作 りに向 けた シ ステ ム再構 築 にむ けた取

組 が は じまってい る。この二行 の基 幹系 シ ステム の基本設 計 は1980年 代 の設計 とな って

お り、基本 設計 か ら20年 以上 経過 してお り新 規 ビジネ スへ の柔 軟 な対 応 が不可 能 で あ

る。

この第 三次 オ ンライ ン システ ム と呼ばれ るシ ステ ムは 、 アプ リケー シ ョン ・モ ジ ュー

ル 同士 が分離 しお らず 複雑 に影 響 しあ うた め、 あ るモ ジ ュール の改 変 が他 のモ ジュール

へ大 き く影 響 す る可能 性 が あ るた め、改 変 に非 常に コス トが かか り、 大規模 な修 正 は困

難 であ る とされ てい る。'

そ こで、上記 二行 で は2003年3月 にポ ス ト第3次 オ ン ライ ンシステ ムの構 築 向 けプ ロ

ジ ェク トを開始 して い る。 特 に、東 京 三菱 で は、行 内 の基 本 アー キテ クチ ャを定 め、以

後 の シス テム開発 は この東 京三 菱版EAガ イ ドライ ン に従 って構 築 され な くて は な らな

い と定 めた。また 、UFJ銀 行 で は、Linuxを 搭載 したIA・64サ ー バ をベ ー スにITコ

ス トの低減 をはか り、JAVAコ ンポー ネ ン トを利 用 した柔 軟性 の高 いア プ リケー シ ョ

ン構築 を 目指 して い る。

両行 とも、 オー プ ン系 サーバ を適材 適所 で の利 用 を前提 と してお り、 メイ ン フ レー ム
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に実装 され て いた機 能 を分 化 し、各 々 をUNIX系 マ シ ン等 で稼 動 させ る計画 で あ り、

TCOの 削減 を 目指 して い る。 従 って、以 前 の よ うに一 気 に情報 システ ム の入 替 え を行

うので はな く、5年 程度 か けて 、徐 々に新 システ ムへ移行 してい く計画 であ る。

他方 、三 井住 友銀行(2002年7.月 システ ム統合)は 、 システ ム統合 時 に1994年 リリ

ー ス され た 旧住友 銀 行 の基 幹 シス テ ムをベ ース に システ ム統合 を行 った た め
、比 較 的新

しいシ ステ ムアー キテ クチ ャ を採 用 してい るた め、現 時 点で の見 直 しは必 要 な い との見

解 で ある。残 る、みず ほ銀 行(2005年10月 シ ステム統合 予 定)は まだ シ ステ ム統合

が完 了 してお らず 、副 頭取 を リー ダ と した システ ム統合 チ ー ム を編成 し、遅 滞 無 き統 合

に向 け鋭意 努力 してい る。

基 幹 系新 シス テ ムの設 計 と並 行 して、各行 とも新 サー ビス ・新 商 品 を支 え るシ ステ ム

構 築(情 報 系 シス テム)を 行 って い る。 これ らは、 イ ンター ネ ッ トを利 用 した 法人 向 け

サー ビス が中心 で あ り、 三井住 友銀 行が2002年11月 よ りサー ビスを開始 した法人 向 け

外 為先物 取 引サ ー ビス 「1・Deal」、東京 三菱 が同10月 よ りサー ビスイ ン した残 高照 会 、

振 込み 、融 資 をイ ンター ネ ッ ト経 由で行 う 「BizSTATION」 な どがそ の典型 例 とな って

い る。

「i-Dea1」サー ビスは、法人 顧 客が顧 客のPCか らWebブ ラウザ をイ ン タ フェー ス と

して、イ ンター ネ ッ ト経 由で 三井住 友銀 行 の システ ム にア クセ ス し、外 為 の先物 取 引を

行 える システ ムで ある。2003年6月 現在 で米 ドル 、ユ ー ロな ど主要6種 類 の通 貨 を取 引

で きる。 「1-Deal」 では 、取引履 歴 、現在 の為 替相場 の閲 覧機 能 な どを備 えてお り、そ の

利 用顧 客数 は3000社 に達 してい る。 同行 の外 為予 約の4～5割 が 「1・Deal」経 由 の取 引

とな って い る。 この先 物取 引の よ うな高信 頼性 、即 時性(リ アル タイ ム性)を 求 めちれ

るシ ステ ムに対 して、 イ ン ターネ ッ トを利 用 したWebサ ー ビス を基 盤 にサー ビス を提

供 す る とい うのは 、現 時点 で は非 常 に珍 しい とい え る。 そ の安全 性 、耐 久性 に ど うして

も不安感 が払拭 で き ない。 しか しなが ら、 「1・deal」では、個 人 向 けネ ッ トバ ンキ ングサ

ー ビスの技 術 を法 人 向 けに ブ ラ ッシ ュア ンプ して サー ビスの提 供 を行 ってい る
。 セ キュ

リテ ィには128bit長 のSSLを 用 い、本人認 証 は従来型 のパ ス ワー ド、電子 認 証基 盤 、

ICカ ー ドの三種類 か らユー ザ の好み で選択 で き る仕組 み とな ってい る。

また、三井住 友銀 行 で は、この 「1・deal」システ ム を社 内 で も利 用 してお り、社 内向 け、

社 外 向 けの シ ステ ムに 同 じもの を利 用す る こ とで、 開発 コス トを削減 す る と共 に、お 客

様 の利 用 を前 提 と した シス テ ムで あ るため 、そ の三 一ザ ビ リテ ィに は一 定 の評価 が あ る

と してい る。

ノ

(2)八 千代 銀行 一勘 定系 の脱 メイ ン フ レーム システ ムー

メガバ ン ク以外 では、昨年5月 、東 京 ・神 奈川 が地盤 の 第二 地銀 であ る八 千代銀 行 は、

地銀 クラス では初 めて メイ ン フ レー ムを1台 も利 用 しな い勘 定系 システ ム を稼 動 させ た。

この システ ムは、NECの 勘 定 系パ ッケー ジBankingWeb21を ベー ス に開発 され 、メ ン
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テナ ンス性 を重視 し、システムの長寿命化 を目標にシステム構築が行われている。基本

合意か ら3年11ヶ 月で リリース、本格稼動が実現 し、構築 費用は約18億 円である。

メンテナンス性 を重視 したため、オブジェク トのパーツは5万 個以上に分かれている

が、その分、細かい機能 のア ップグレー ドや変更に対 して柔軟 に対応可能 なシズテム と

なっている。

勘定系システム 預金、為替、融資などの銀行業務全般 を支援

開発 ベー ス BankingWeb21(NEC)

ハ ー ドウエア UNIXサ ー バ(NECNX7000)18台

ハ ー ドデ ィ ス ク(EMCSy㎜etrix)

ソフ トウェア BankingWeb21(NEC:勘 定 系 パ ッケ ー ジ)

HP-UX10(HP:OS)

MC/ServiceGuard(HP:ク ラ ス タ制 御)

BEATuxedo(BEA:ト ラ ン ザ ク シ ョン 処 理)

OpenDiosa/APBASE(NEC:業 務 シ ス テ ム 基 盤)

OracleFailSage(Oracle:DBの 可 用 性)

Oracle8i(Oracle:RDB)

TPBASE(NEC:情 報 系 との 連 携)

OpenBiosa/OPBASE(NEC:運 用 監 視)

ー

～

～
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213証 券

2.13.1業 界の概況

(1)業 界構造

我が国の証券業界は証券業 ・商品先物取引業に分類 され る業種であ り、以下の業種か

ら構成 されている。

・ 証券業:証 券業/証 券投資信託委託業/補 助的証券業

・ 証券類似業:抵 当証券業/証 券投資顧問業/そ の他

・ 商品先物取引業、商品投資業

・ 取引所:証 券取引所/商 品取引所/そ の他

わが国の証券会社のH15年 度第1四 半期決算においては、上場19社 のすべ てが経常

黒字 とな り、業績が急改善 をみせ た。 これは、H15年6月 以降の株価持ち直 しを背景に

した ものであ り、連結ベースの営業利益は大手 ・準大手9社 すべてで黒字 となった。ま

た、H14年 度第4四 半期に比べ、9社 合計で純営業収益が18%増 となったことに加 え、

効率化による販管費が8%減 少 したこともあり、営業利益は167億 円か ら1,166億 円へ と

7倍 にもなった。この、収益増の主たる要因は株式市況の持ち直 しに伴 う株券委託手数料

収入の増加である。東証平均株価TOPIXはH15年3月11目 にバブル後の最安値を更新

した後、4月 、5月 も低位で推移 したが、6月 に入 って上昇基調に転 じ、 さらに売買 も活

況に転 じた。東証(一部 ・二部 ・マザーズ)の1日 平均売買代金は02年 度第4四 半期 には

6,577億 円であったのが、03年 度第1四 半期には7,938億 円にまで回復 した。 これ は、

外国人投資家の買いや個人投資家の中低位株の物色な どが背景 としてある。

図il純 営業収益増減(対前期)
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(2)他 業界 との関係

証券業界は各企業が会員 となっている証券取引所(東 京、大阪、名 古屋、福岡、札幌)
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とオ ンライ ンで結 ばれ てお り、約 定 、決済 等 を 日々お こな ってい る。

(3)今後 の動向

1)株 券のペーパ レス化対応

この3月 には、株券ペーパ レス化の法案が国会に提出 された。順調 に成立すれ ば2009

年 には上場 ・公開企業が一斉に、紙の株券を発行 しな くてもよい新制度に移行す る見込

みである(現 状は株主などの要求があれば、紙の株券を発行する義務がある)。 また昨年

2003年1月 の社債等振替法な どの施行によ り、2008年1月 までに、社債や投信 などの

取引をペーパ レス対応の新制度に完全移行す ることが必須 となった。株式、国債、社債、

投信など有価証券の取引をIT利 用で効率化す るSTP処 理(注1)や 、迅速化するT+1

決済(注2)、 倒産な どで取引が履行 されない リス クを削減す るDVP決 済(注3)の 実現

を目指す 「証券決済制度改革」。 ここ2年 でそのタイム ・スケジュールが次々 と固まって

きた。

新制度では、商品 ごとにばらばらだった決済制度が整理 される(注4)。 「注文 ・約定」

業務は個々の市場参加者 に委ね られ るが、取引内容 を確認す る 「照合」業務 と、決済業

務の うち証券の引き渡 しにあたる 「証券振替」業務 を証券保管振替機構(ほ ふ り)が 担

当(国 債の 「証券振替」だけは 日本銀行が担当)。 資金(代 金)の 決済(振 替)業 務は 日

銀ネ ッ トのインフラに一本化 され る。

これ らの新制度の検討 ・推進役 となっている 日本証券業協会の証券決済制度改革推進

会議のメンバーか らは、新制度への期待 として①商業銀行 と しては、口座管理機関(証

券会社、銀行 、信託銀行 など)の 階層構造化が可能 にな り、証券市場 に参加す る投資家

のすそ野が拡大す ること、②STP化 に取 り組んでいるが、すでに非居住者(外 国人投資

家)の 取引では、DVPの 実現や"ほふ り"での照合機能が業務の標準化に役立ち、内部業

務の大幅な効率化 とい うメ リッ トを実感 している、な どが挙げ られている。

一方で
、課題 としてあがってい るのは、①精算業務(注5)が 株式 と国債だけで少な く

とも3つ の組織に分かれていて、効率上疑問、②国内の投資家 との取引では、メ リッ ト

よ りもコス ト増がまだ大 きい。参加者の少ない非居住者 は標準化 して事務の例外処理 を

減 らす合意を形成できたが、国内の相手は数が多いこともあ り合意がとれない、③国債

の精算機関の利用料金がまだ提示 されていないが、収支計画か ら推定す ると手数料の レ

ベル が信託銀行に とっては高す ぎる見込みで利用できない、な どコス ト面の問題が指摘

されている。

また、新 しい決済制度 とそのインフラの利用者 がまだ限 られているとい う問題点が挙

げられた。 さらに、他 の証券商品 と違 って、投信は市場で売買 され ることが少ない、1件

あた り100万 円台といった小額の商品がある、特殊な事務処理が多いなどの事情がある。

他の商品 と共通の仕組みを使 う方式は、コス ト高で見合わない ことがはっきりしてな ど、

投資信託の新取引制度がまだ大枠 が決まっていないまま、2008年IEと い うペーパ レス
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化の期限に向かっている点が指摘 されている。
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注1STP:StraightThroughProcessing。 統 一 したデー タ形式 の利用 によ り、約 定か ら決済までの一連

の業務 を、人手での再入力な しに電 子的に処理す る こと

注2DVP:DeliveryVersusPayment=資 金 証券同時決済=証 券の引き渡 しと代金の支払い を相互に条件

付 けて行 う仕組み。 日本では国債が94年 、社債が98年 、取 引所での株 式が2001年 にDVP決 済 を実

現ずみ。2004年5月 の ゴールデ ンウィー ク明けには取引所 以外 での株取 引もDVP決 済 が実現 され る

予定で、証券保管振替機構での システムの最 終テス トが行われている

注3T+1:TradeDate+1。 取 引 日の翌営業 日の決済。 日本の現状の決済サイ クル は株式、国債 、社債 と

もT+3で あ る

注4証 券決済制度の将来のイ ンフラ像 については以下の4ペ ー ジ 目な どを参照 されたい

htt:〃www.kessaicenter.com/kisha!hokoku125.df

注5「 精算(clearing)」 とは、引き渡す証 券 と支払い代金 の額 を、引 き渡 し/受 け払 いの決

済(settlement)の 前 に計算 して、確 定 させ ること

2.13.2情 報化の現状、将来展望と課題

(1)情 報 システムの現状

証券会社 の情報システム業務は相場で動 くので、毎 日の9時 、11時 、13時 、15時 に

処理が集 中す るとい う宿命 を背負ってい る。また、特異 日である、第2金 曜 日等 も処理

がタイ トになる。また、投資信託業務では、20日 と月末月初の夜間のバ ッチ作業におけ

る再投資処理が非常に重いもの となってい る。多 くの企業は、バ ッチ処理中心 で深夜 に

バッチ処理 のピー クを迎 えることになる。オンライン化 により、昼夜間の処理 が一定程

度平準化が進み、夜間は、それほ ど急 がない ものを処理す るよ うな体制 が望ま しい。

情報化投資については、注文量の急増 には対応 可能なシステムがもとめられ てお り、

ダ ウンサイジングが当た り前の よ うに言 われてい るが、ハー ドの価格が大幅に低下 し続

けていることを考 えると敢えて ダウンサイ ジングを推進す るメリソ トは感 じられ ない と

する企業もある。

また、金融 システムではデー タの整合性が最 も問われ るオ ンライン トランザクシ ョン

処理(OLTP)が 多 く、メイ ンフ レームの信頼性、拡張性 は非常に優位性が高い。一

方、オープ ン系では筐体が分かれて しま うとOLTPの 信頼性が極端 に薄れて しま うの

で、 どうして もサーバ単位 に処理を分割 しなければな らなくなる。結果、業務の処理 を

行 うためには、ハイエ ン ドサーバーが必要 とな り.、メインフレームを利用するの とシス

テム形態は変わ らな くなって しま う。現在、ハー ドの価格低 下が著 しく、高い人件費や

リアル タイム性 を保持 しな くてはな らない リス クを考 える と、完全オープン化 はまだ先

であると予想 され る。

現状の課題は、ソ7ト ウェア費用の増加であ り、CPUの 価格はこの数年で1/5程

度になってお り、昔はシステムコス ト全体の40%を 占めていたコンピュータ費用 も、今

や10%程 度 にまで下落 してい る。 ところが、システムコス ト全体は、そ こまで低下 して
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はいない。 ソフ トウェア費用比率が非常に高 くこれらソフ トの多 くがハ ー ド単位(CP

U単 位)の 課金体系を取っているためであると考 えられている。

また、システ ムの再構築等 にあたっては、 ビジネスや業務 フローを整理 して、その整

理 した形のままの ものをシステム化するとい う方向性が定着 しつつ ある といえる。

(2)情報化による電子取引システムの拡大

(日本銀行金融市場局 マーケッ トレビュー2001年1月 より)

1)電 子取引システムと取引所に関 して'ノ

電子取引システ ムの中には、多数の参加者か ら売買注文を集 めて取引 を成立 させ るな

ど、既存の取引所 に極 めて類似 した機能を提供す るものが少 な くない。 これ ら電子取引

システムは、既存の取引所 との競争を促進 し、市場参加者によ り効率的な取引仲介の場

を提供す ることが期待 され る。一方、投資家保護 ・公正な取 引の確保 といった観点か ら

取引所に課 されている様々な規制 と電子取 引システムに課 され る規制の整合性 をいかに

とるべ きかとい う問題 も発生 している。日本においては、98年12月 に取 引所集中義務が

撤 廃 され取引所外取引が認め られるよ うになった。同時に、取引所類似 の機能 を有す る

電子取引システムの うち、①市場価格売買方式(注1)、 ②顧客間交渉方式、③その他総

理府令で定める方式、のいずれか又はこれに類似する方式 を用 いるものを私設取引シス

テム(ProprietaryTradingSystem、PTS)と して 「証券業」の一種 と位置付 け(証 券取

引法第2条 第8項)、 監督当局による認可の対象 とする(同 第29条)こ ととなった。 こ

れ を受 けて、PTSは 、免許業務 とされた証券取引所とは異 な り、参加者 に対す る自主規
く

制機能の具備 といった規制を免除 され ることとなった(注2)。 もっとも、その後の2年

間でPTS認 可取得は、わずか2件(注3)に 止まっていた。金融庁では、より多様な取

引形態を持 った電子取引システムの登場 を想定 し、PTS認 可基準の見直 しを含めた証券

取引法の関係政令等の改正 を行 った(2000年12月 施行)。 見直 し後の基準では、①PTS

の対象 とな る価格決定方式 として顧客注文対当方式(注4) 、売買気配提示方式(注5)

の2つ を追加 した。また、公正な取引を確保す る観点か ら、②株式 ・転換社債な どを取

扱 うPTSに は価格情報の外部公表 を義務づけたほか、③PTSの 取引高が一定規模以上に

拡大 した場合には、公益又は投資家保護の観点から、一定の措置を講ず ることを義務づ

ける(注6)な どの手当てが為 された。今回の見直しを受けて、今後 はよ り多数 のPTS

が登場 し、本邦国債市場の電子化を促進すると予想 され る(注7)。

注1:① 証券取引所に上場 されている有価証券について、当該証券取引所で成立 した売買

価格を用いる方法、または②店頭市場で取引されている有価証券について、当該店頭

市場を開設する証券業協会が公表する売買価格を用いる方法を指す。

注2:PTSに ついて、97年5月 の証券取引審議会総合部会市場ワーキング ・パーティーの報

告書は、 「(私設取引システムが)取 引所と同程度の高い価格形成機能を有 したものと
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なれ ば、(中 略)当 然、取引所 としての規 制 を受ける必要があ ろう。 しか しなが ら、当

面、このよ うな システム では、基本 的に取 引所の価格形成機能 を活用 し、取 引所 と同程

度の高 い価格形成機能は有 しない と考え られ る」 としている。

注3:日 本相互証券のBB株 式SuperTradeと 、国債 以外の債券 を対象 とす るイー ・ボン ド

証券(ソ フ トバ ンク ・ファイナ ンス と リーマ ン ・ブラザーズ証券の合弁会社)が 、い

ずれ も2000年6月 にPTS認 可を取得。

注4:顧 客の提示 した指値 が、他 の顧 客の提示 した指値 と一致す る場合 に、当該顧客 の提示

した指値を用 いる方法。なお、この方法は、顧客の指値 を付け合わ せる点において一定

の価格 形成機能 を有す るが、成行注文や板寄せ とい う手法が行われ ない とい う点におい

て、取引所ほ どには高度な価格形成機能 を有 しないもの と位置付 け られ ている。

注5:証 券会社が 、同一の銘柄に対 し自己又 は他の証券会社等の複 数の売付け及び買付けの

気配 を提示 し、当該複数の売付 け及 び買付 けの気配 に基づ く価格 を用いる方法。なお、

この方法は、マーケ ッ トメイカーが 自らの提示気配 に基 づき売買 を行 う点において一定
べ

の価格形成機能 を有するが店頭市場ほどには高度な価格形成機能 を有 しないものと位

置付けられている。

注6:証 券取引所に上場されている、あるいは店頭市場に登録されている株式または転換社

債を取扱 うPTSに ついては、東京証券取引所や大阪証券取引所等の売買代金合計額に対す

る比率が、個別銘柄いずれかについて100/o以上、且つ全銘柄について50/・以上となった場

合には、売買管理や審査を行 う組織 ・人員の拡充 ・整備、決済履行の確実性を確保するた

めの準備金制度の整備、システムの安全性 ・確実性を確保するための定期的なチェックが

義務づけられた。同様に、個別銘柄のシェアが20%以 上且つ全銘柄のシェアが10%以 上

となった場合には、証券取引所と同様に有価証券市場開設の免許取得が義務づけられた。

なお、その他の債券を取扱うPTSに ついては、 「取引量の拡大等に対応 して、公益又は投

資者保護のため必要があるときは、その限度において、新たな基準を設けることがある」

とされている。

注71米 国では、99年4月(一 部2000年4月)以 降、代替的取引システム(AlternativeTrading

System、ATS)を 取引所の定義の中に取 り込んだ上で、当該システムの運営者が参加者に対

する自主規制機能 を有する場合には証券取引所とし、こうした自主規制機能を具備せずに

全米証券業協会の監督に服する場合には証券会社 として取扱うこととしている(ATSの 側

で選択が可能)。 但し、取引量が一定規模以上のATSは 証券取引所としての登録を義務づ

けられている。

2)金 融市場構造に及ぼす影響

(業務効率性の向上)

電子取引システム導入による効率化効果 としては、① コンピュータの利用に よる人件

費の削減や 、イ ンターネ ッ ト技術 な どの利用による出店費用の節約 を背景に、取引手数

料が低 下す ること、②約定を行 う段階で取引内容 を電子化 し、その後の処理 、すなわち
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約定の内容や決済方法の確認事務やポ ジシ ョンの管理、決済の実行な ど、フロン ト事務

からバ ック事務まで含 めた一連の業務のSTP化(StraightThroughProcessing)3に 繋

が り得 ることが指摘できる。ただ し、② を実現す るためには、約定後の照合 ・決済 ・記

録 といった各種業務 の標準化な ども併せて進捗 してい ることが必要 とな り、この点が電

子取引システム導入 によるメ リッ トを享受す るための前提 となる。一方、顧客の注文発

注業務に関 しても、希望 した時点で最 も有利な価格 を探すための情報収集 コス トの削減

効果が期待できる。

(単純なブローキング業務の代替)

電子取引システムは、情報の伝達 ・処理効率を大幅に改善す るため、 とくに顧客の取

引注文 を他の取引相手や取引所に繋 ぐだけの単純なブローキング業務は代替 され易い。

一方
、マーケ ッ トメイク業務では、業者が 自らの相場観 に基づき、 自己ポジシ ョンで顧

客の注文を受 け、市場 に流動性 を提供す るかたちで相場形成 に関与する。 こ うした業務

については、在庫や市場動向を勘案 して業者が リスクを とる部分 も存在す るため、流動

性や即時性の供給 といった付加価値部分は電子取引システムでは代替 され難い4。 もっと

も、クォー ト提示におけるプライシング・エ ンジンの活用な ど、技術進歩によ りマーケソ

トメイク業務 の一部が代替 され る動 きは既 に現れてきている。 ブ ローキ ング業務 同様 、

マーケ ッ トメイク業務 に関 して も、電子取引システム導入 に伴 う競争激化 を受けた収益

性低 下の傾 向が指摘 されている。ブ ローカ業界は既に構造変化 に晒 され てい るが、ディ

ー ラ業についてもマーケ ッ トメイ ク業務の収益性低下が顕現化すれば
、構造変化 に晒 さ

れ る可能性 も否定できない。

(業者間市場 と対顧客市場 の区別の曖昧化)

電子取引システムの広範化 により、顧客が直接 アクセス可能な市場が増加す るため、

業者 間市場 との区別が曖昧 となる。顧客が直接業者間市場に参加 できない場合で も、業

者間市場にお ける価格 の透 明性 向上や、同価格 と密接に リンク して対顧客市場価格 を提

供す る電子取引システ ムの登場によ り、対顧客市場の価格透明性が高まった り、業者 間

市場価格 に近い価格 を享受できるよ うになってきている。

(取引の集 中傾)

電子取引システムには、取扱量が増加 して も追加的な費用は殆 ど増 えない とい う特徴

(平均費用の逓減性)や 、一旦注文が集 ま り始 めると流動性が高い市場だ とい う定評が

立ち、 さらに取引が集 まる特徴(ネ ソ トワークの外部性)が あ ることか ら、一つのシス

テムに取 引が集中する傾 向がある。

3)市 場の効率性 ・安定性に及ぼす影響

電子取引の拡大は、情報の透明性 ・情報伝達速度 ・取引執行速度 の向上や、取引の活

発化を通 じて、価格形成の効率性を向上 させ る可能性がある。市場 の安定性(ス トレス

耐性)に 及 ぼす影響については、電子取引の普及初期 には、 ス トレス発生時に電話等伝
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統的取引への回帰が報告 されるケースもあったものの、近年電子取引システムが支配的

にな り、高い流動性 を確保 してい る市場では、こ うした傾向は窺われない。 これ は、ス

トレス時には流動1生が高い市場 に取引が一層集 中する傾 向があるためと考 えられ る。 ま

た、電子取引システムを通 じてよ り多様な市場参加者 の参入が可能 とな る結果 として、

市場の安定性 が向上す るとい う影響 も考え られ る。 もっとも、電子取引が普及 して 日が

浅い市場では、深刻 な市場環境 に晒 された経験がなく、取引相手方の信用 リス クが高ま

るよ うなス トレス下でも機能が維持 され るか どうかについては、注意深 く見守 る必要が

ある。 ここ数年、株式のインターネ ッ トトレー ドは順調 な顧客数の伸び を示 している。

インターネ ッ トトレー ド市場に不可欠な要素は、株式売買委託手数料の自由化であった。

我が国では、1999年10月 か ら自由化 され、それが追い風 となっている。

イ ンターネ ッ トバ ンキングの普及速度 に比べ、インターネ ッ トトレー ド普及速度が速

いことの背景 として、①ネ ッ トトレー ドの利用者は、収益 目的である場合がおお く、 リ

スクをtakeし て自己責任のもと トレーデ ィングを行 ってい る点、②銀行は金融 のライ フ

ライン的なサー ビスを提供 しているため、ネ ッ ト取引を嫌 う顧 客層が多い点、③株式取

引は形態が単純 で、ネ ッ ト取引に適 している点、④設 立は届 け出制であ り、規制が少な

い点、⑤小資本で参入可能である点な どが挙げ られている。

一方で
、手数料の料金体系か ら、短期取引が何度 も可能 とな り、デイ トレー ダの出現

によ り、投機的な取引に巻 き困れ る可能性 もま してきている。

(3)課題

電子取引システムは、金融市場における取引量の一段の拡大が見込まれ るなかにあっ

て、欠かせないイ ンフラの1つ といえる。多様 な参加者が大量な取引を高速で行 う傾向

は、今後一層強まると考え られ るため、対象 を取引システムそのものに限 らず、関連す

る約定確認お よび決済 システムや リスク管理 システムを含めて、総合的な情報化 を進 め

ることが不可欠 となる。

情報化の進展は、基本的にはこうした市場ニーズに促 されて進むものと考 えられ るが、

その実現のためには、幾つかの満 たすべき条件があることも認識する必要があ る。例え

ば、我 が国の国債市場においては、現物市場 の流動性向上、取引か ら決済 までの統合的

システム対応 に向けた業務の標準化、取引のパ フォーマ ンスに関す るアカ ウンタビリテ

ィの向上が情報化の一層の進展 を実現するための前提条件にな る。 さらに、取引所 を中

心とす る伝統的な市場構造 に対 し、新たに生まれた電子取引システムが、その位置付 け

をどのように確立 してい くのか、 とい う点について、既存のマーケッ トデザインに縛 ら

れることなく、競争条件が確保 され るよ う必要 な環境整備 を行ってい く必要があろ う。

また、対顧客市場 と業者間市場の壁 の低下、業者間市場の流動性の低下が、市場機能、

すなわち効率的な価格形成や ス トレス耐性に及ぼす影響について理解 を深 めることは、

今後の検討課題 といえる。
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2.14物 流

2.14.1業 界の概況

トラ ック業界の特徴的な傾向は、輸送が小 口化する傾 向が続いてい ること、輸送重量

と運賃が ともに低下傾 向にあることである。 こうした状況 を踏まえ、採算の良い小 口貨

物の取 り扱 いや、物流 の一括受託 を増やす ことが重要である。ただ、小 口貨物輸送が大

切 とは言っても、輸送体制の効率化 とともに自社の輸送能力 とのバ ランスに注意す るこ

とが必要で、場合 によっては同業他社 との提携 も視野に入れ なが ら企業戦略を建て るこ

とが必要である。また、競争激化 の中で、価格以外の差別化を図ることが求められ る。

一方で
、増収策 として固定客を増やす ことも重要な戦略であ り、あるレポー トによれ

ば、その方策 として物流業務の一括受託 を推奨 している。また、 これに配送センター業

務 も加われ ば、収益性 が高 くな る上、情報システムを提供 していることもあ り、他社 に

荷物を奪われ る可能性 も低 下す る。 さらに、厳 しい事業環境 の下で、コス ト削減 の余地

や取組姿勢が企業戦略策定の一つの注 目ポイン トになるとして、□人件費□傭軍費の両面

についての とりくみが重要であ ると強調 している。また、効率的な 自社輸送体制 の構築

が急がれ、それが輸送の繁忙期な どに他の トラ ック会社に輸送 を外注 してい る傭軍費の

抑制 にもつながるとしている。

物流の情報化

メール メール
発 着I

nternet

図2・32物 流の情報化 と業務の流れ
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2.14.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情報化に対す る全体的な動き と将来的な発展 の方向

サプライチェーンにおいて物流 は重要な位置を占めている。最新の情報通信技術 を活

用 した情報化 を進 め業務の効率化、顧客サービスの高度化を図っている。社)日 本物流

団体連合会 物流EDIセ ンター 推進部会 事務局の資料によれば、物流の情報化基盤 を支

える重要 な情報 通信技術 と しては、①標準物 流EDI、 ②標準物 流 ラベル 、③AIDC

(AutomticIdenti丘cationandDataCapture)メ デ ィアが挙げ られている。 これ ら技術

を用いて、必要な ときに必要な貨物が効率良く届 けられ る環境 を実現 していく必要があ

る。

D物 流EDI

物流EDIは 物流情報の伝達 とい う役割 を担 う。標準物流EDIで ある物流EDI標 準

「JTRN」 の開発お よび普及推進は、物流EDI推 進委員会が各関係団体 と協力 して行っ

ている。物流EDI推 進委員会の事務局は、(社)日 本物流団体連合会 と(社)日 本 ロジス

ティクスシステム協会(JILS)が 共同で担当 している。

2001年9月 にJTRNは2D版 にバージ ョンア ップ されて、標準 メッセージは34メ ッ

セージとなった。JTRNの 適用範 囲は、国内の運送業務(通 運業務 を含む)及 び倉庫業

務であるが、現在、JILSが 推進 しているプロジェク トにおいて国際海上物流に係わるメ

ッセー ジを開発中である。

物流EDI推 進委員会が2001年2月 に実施 した調査による と、物流EDIを 導入 してい

る企業は中小企業を含めた全体の5割 近 くとなっている。物流EDI導 入企業の中で標準

物流EDIを 導入 してい る企業は4割 に達 している。 しか しなが ら、8割 の企業 はいまだ

に非標準物流EDIを 使用 している状況である。今後の物流EDI導 入にあたっては、7割

、以上の企業が標準物流EDIを 導入すると回答 してお り、標準物流EDIの 導入が一層促進

することを期待 している。

(物流EDI汎 用 トラ ンス レー タ 「XTRAN」)

中小企 業へ の物流EDI導 入促 進 を 目的 と して 、廉価 で簡 単 に使 用 で きる物 流EDI汎 用

トランス レー タ 「XTRAN」 をJILSが 開発 し、2002年1月 か ら出荷 を開始 した。XTRAN

は、CII、EDIFACT、XMLの3つ の トラ ンス レー タ機 能 を併 せ持 った もので 、 しか も全

銀TCP/IPとE・mailの 通信 機 能 を内蔵 して い る。EXCELを 使 用 した入 出力 ア プ リケー

シ ョン も付録 で付 いて お り、これ を使 用す れ ば、ほか に何 も準備 す る こ とな くE・mailを

使用 して標準 物流EDIを 実現 で き る。

XTRANは 、標準 価格5万 円(税 別)で 販 売 してお り、下記 のURLで 申込 み を受 け付

けてい る。

物 流 は 、情報 と貨 物 が常 に連 動 して遂行 され る必要 があ る。 物 流 ラベ ル は、 貨物 の知
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能化 を図 る と ともに、 この惜物 一致 を実現 す る重要 なツール で もあ る。

荷 主 の 出荷 ・荷 受業 務 、運 送事 業者 の輸送 業務 に共通 に使 用 で き る標 準 物 流 ラベル の

枠組 み に関す る一 連 の規格 が 、ISO規 格 と して1999年 か ら2000年 に か けて制 定 され た。

これ らのISO規 格 を受 け 、国内 では、JILSがSTARラ ベル(出 荷 ・輸送 ・荷受一 貫

ラベル)を 開発 し、(社)全 日本 トラ ック協 会 が共用輸送 荷札 を開発 した。 いず れ も、1

次元 シンボル(従 来 のバー コー ド)と2次 元 シンボル を活 用 で ぎる もの とな ってい る。

(今後の取組)

標準物流EDIと 標準物流 ラベル の普及には、大手荷主 と大手物流事業者が先導的な役

割 を果た さなければならない。既存取引先 との個別EDIは 、当面はそのままでよいが、

新規の取引先あるいは非EDIの 取引先には、積極的に標準物流EDIと 標準物流 ラベル を

導入 してい くことが望まれ る

2)業 際 輸送 荷札

(社)全 日本 トラ ック協会(JTA)で は、 「共 用輸送荷 札」 をベ ー ス と し、業種横 断

的 に共 通使 用 が 可能 な 「業 際 輸送荷 札 」 の開発 を各荷主 業界 及 び(社)電 子情 報 技術 産

業 協会(JEITA)と 連携 し進 めてい る。JTAとJEITAは2000年2月 よ り業 界標 準荷 札

につい て合 同検討 を開始 し、JEITAの 「EIAJ-EDI標 準 」及びJTAの 「共 用送 り状 ・

共 用輸送 荷札 ガ イ ドライ ン」 の双 方 をベ ー スに、ISO規 格(ISO15394等)も 視 野 に入

れ た、『JEITA/JTA業 際輸送 荷札設 計 ガイ ドライ ンVerl:O』 を2002年3月 に ま

とめた。 更 に、 この実用 化 に向 けて2002年8月 ～9月 、4グ ル ー プ14社(重 複 除 く)

に よる実 証実 験 を実施 し、業 際輸送 荷札 の有効 性 について 検証 を行 っ た。

その後 、実証 実験 の結 果 を反 映 し設計 ガイ ドライ ンに一 部修正 を加 えた 『JEIA/JTA業

際輸送 荷 札設 計 ガイ ドライ ンVer1.1』2002年10月 に発 表 した。

また 、「JEITA/JTA業 際輸送 荷札 」の愛称 を 「Jラ ベル 」 と定 め、順 次 実用 化 を開始 し

た。JEITAとJTAは 、輸 送 業務 にお いて密接 な 関係 が あ り、業界 間 で共 通 に利用 で き る

業際輸 送 荷 札 の実 現 は、 お互 い に利 益 を享 受 す るもの と して 、 また他 業 界 へ の展 開の き

っか け と して期 待 され て い る。

3)AIDC(AutomticIdentificationandDataCapture)メ デ ィア

AutomaticIdentificationandDataCapture(AIDC)自 動認 識 とは 、RFID,バ ー コ

ー ド
,磁 気 ス トライ プ カー ド,光 学 的文 字/記 号認 識 な どの総称 であ り。 情 報 の流 れ とモ ノ

の動 きを,で きるだ け一 致 させ る こ とを 目指 した もので あ る。 現 在 、流 通業 界 ではバ ー コ

ー ドが主 流 であ るが 、今 後 電子 タグの活用 が期 待 され てい る。

電 子 タ グ とは、 そ の名 の通 り、 タ グ(荷 札)と して個 々 の物 に取 り付 け られ 、電子 タ グ

内 の メモ リには個 々 の物 を識 別 す るIDや 、そ の物 に関す る情 報等 を保 持す る こ とが で きる。

電子 タグには 、RFID(RadioFrequencyIdentification)、 無線ICタ グ、無線 タ グ、ICタ
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グ等いろいろな呼び名 があるが、それ らはほぼ同義語 である。

電子 タグは、非接触で情報 を読み取 ることが可能であるとい う特性 から、例 えば、ベル

トコンベア上の製品情報を読 み込む ことが可能であ り、離れた場所か ら複数の情報 を一度

に読み取ることができる点が特長 といえる、よごれ ・振動 ・衝撃に強い、ICチ ップへの書

き換えが可能であるといった特徴が挙 げられ る。

物流分野での応用 は、現在 のバー コー ドの代替手段 として、生産か ら消費までの物 と情

報の流れ をインターネ ットと融合 させ ることによ り、SCM(サ プライ ・チェーン・マネジメ

ン ト)の高度化を図る手段 として、あるいは、BSEな どの問題 が起きた場合 の流通の流れ、

生産地等を特定す るための履歴管理 、いわゆる トレーサ ビリテ ィへの適用な どが期待 され

ている。すでに導入 に向けた実証実験が行われてお り、家電業界では、2002年 度に(財)

家電製品協会が中心 とな り、量販店 ・物流会社 と共同で電子 タグを家電製品に取 り付け、

物流倉庫 にお ける電子タグ導入 の実用性評価 を行な う実証実験が行われている。

他には、新東京国際空港公 団は、航空 ・運輸各会社 と共同で、旅行者が 自宅で宅配会社

に荷物 を預 け、空港まで運ぶ荷物に電子 タグを取 り付け、渡航先空港のターンテーブル で

手荷物を受け取ることを可能 とす るサー ビス(呼 称 「手ぶ ら旅行」)の 実証実験を03年12

月から開始 した。

あわせ て、 日本航空(株)は 日本ユニ シス(株)と 共同で、国際航空貨物 に電子 タグを

付 けて、貨物 ロケーシ ョン管理、貨物搭載用具管理、フォーク リフ トの動態管理を行な う

国内初めての実証実験を予定 している。

また、 日本貨物鉄道(JR貨 物)は 、貨物駅構 内のコンテナの動 きを、電子 タグをつけた

コンテナや貨物駅までに運ぶ トラ ックにも取 り付 け、駅にあるフォー クリフ トに読取 り装

置を設置す ることで、電子 タグとGPS(全 地球測位 システム)で 管理するシステムの導入

を予定 してお り、2004年1月 に全 国140カ 所の全貨物駅導入 を目指 している。この ような

活用は世界でも類を見ない。

(2)課題

1)全 般的な課題

物流業で扱 っている商品は常に顧 客が所有す るものであ り、顧客の荷物パ商品)を 預か

りある地点からある地点へ輸送す るとい う、ある意味では役務 を提供す る業務 である。そ

のため、顧客の商慣行に併せ る事が前提 となるのである。

従って、B2Bの 商品を扱 う場合、SCMの 流れの中で、ある業界ではAと い うシステム、

別 の業界ではBと い うシステムを利用 していた場合、その双方のシステムに対応可能なシ

ステムを用意 してお く必要がある。 また、別途、小 ロー般貨物(B2Cの 領域)を 含 め運送

会社独 自の配送管理システムが必要 となる。

物流業のシステム化に とって各種業界の商慣行 を横断 して共通化可能な課題 としては、

①個々の商慣行に特有の課題 ②商品の生産か ら販売までの流れの中で、物流機能の分
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担関係の変化が生 じている。

2)電 子タグ普及に関す る課題

電子タグに対す る期待は今後 さらに高まってい くと予想 され るが、実証実験等が進む に

つれていくつかの課題 が出てきている。 富士総合研究所資料ReportNo .7に 寄れ ば、普及

に際 しては以下の問題点が挙げられている。

コー ド体系の標準化

電子タグの本格 的な普及のカギを握 っているのは、電子 タグがもつ 「物」を識別す るた

めのコー ド体系等の規格を統一す ることであるが、現在、経済産業省、2つ のユーザ団体

が標準化を進 めている。

経済産業省では、食品、自動車、家電など関係業界や農林水産省、国土関係省庁 で構成

す る 「トレーサ ビリテ ィ研究会」において、電子タグで使 うコー ド体系の規格統一 を進め

てお り03年 度中の実用化 を目指 している。03年 春、経済産業省がISOに 提案 した コー ド

体系が標準規格 として採用 され、04年3月 に公表 される見通 しである。

また、小売世界最大手の 「ウォルマー ト」などが参加す るユーザー団体の 「Auto・IDセ ン

ター」では、EPC(ElectronicProductCode)と 呼ばれ る64/96ビ ッ トの コー ド体系等

の規格標準化を行 っている。

一方
、東京大学の坂村健教授が立 ち上げた 「ユ ビキタスIDセ ンター」がuID(ユ ビキタ

スID)と 呼ばれ る128ビ ッ トを基本 としたコー ド体系等の規格標準化 を行 っている。

ISOで コー ド体系の国際規格が決まってはいるが、米国においては 「Auto・IDセ ンター」

がデファク トスタンダー ド的存在である。一方、 日本では総務省がユ ビキタスIDセ ンター

をかな りバ ックア ップ してい る。 このよ うな状況をみ ると国、業界、 メーカーの垣根を越

えて、共通に使 えるコー ド体系の標準化 は、まだまだ時間がかかるのではないか と考え ら

れ る

規制緩和

RFIDは 電波を使用す ることか ら、国内では電波法に準拠 したシステム化が必須である。

欧米 におけるRFIDの 無線周波数 の標準は860-930MHz帯(UHF)で あるが、現状、 日

本では当該周波数帯を利用できない。本問題 については、総務省が03年6月20日 、電子

タグ向けに950MHz帯 を割 り当てることを発表 し、今年度UHF帯 を使った実証実験が行

なわれる予定であることから早い時期 に解決 できると考えられ る。

コス ト
へ
＼

コス トの問題である。製品によって大きく異なるが、現在のタグは一般的な単価 が50～

100円 以上であることが多い。一部の高額商品での利用は進む と思われ るが、実用化す るた

めには単価1～10円 ぐらいの価格 になることが望ま しい。また、RFIDが 共通基盤 となっ

た場合,物 流センター等 においても新規システムの導入が必要 となることか ら、企業 さい

どでも大規模投資が必要になる。
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プライバシー

消費者側 の立場で見ると、個人のプライバ シーの問題が生 じる。 自分が持ってい る製品

の電子 タグの情報 を無断で読み取 られ ることも可能であることか ら、個人の消費スタイル

を第三者が容易に把握することが可能 となる。 イタ リアの 「ベネ トン」や米 「ウォルマー

ト」な ど消費者団体の抗議を受けて電子タグ導入の実験を中止 している。

2.14.3先 進企業に見 る産業情報化の事例

(1)ICタ グ(RFID)の 実証実験(富 士総合研究所ReportNo.72003.9)

1)実 証実験の概要

ICタ グに関す る議論 は、技術や システムの提供者側か らのニュースが多いのが現状であ

る。 しか しながら、実際にICタ グを使 う立場 にあるユーザーが一番知 りたいのは、 「ユー

ザーメ リッ ト」であ り、今現在、実際の現場でICタ グを使 った ら、その実力 はバー コー ド

と比べて どうなのか、 どのような課題 が内在 しているのか とい う事である。

ここでは、2002年 度に財団法人家電製品協会が、経済産業省 から支援 を受けて行なった

家電製品の動脈物流における実証実験(当 社はその事務局を担当)の 概要 を紹介す る。

家電製 品の物流の基本的な流れ として、 メーカーの工場か ら倉庫、物流事業者の倉庫、

量販店の配送センターから店舗 といったイメージを下図に示す。

で

』 → 購
工 溺織

→ ⑳→ 副 → 懇
惑憶
淫次愈爾 配 送 セ ン 奏 ～・ 小i筋銭

図2・33家 電物流の流れ

実証実験では、家電メーカーか ら物流事業者 、小売業者 までの物流 ・流通ネ ッ トワー ク

において、ICタ グ導入による期待効果、運用上の課題 を調査 し、またバー コー ドを前提 と

した現状 の物流運用モデルの比較検討 を通 じてICタ グ運用モデルをあらたに構築す るとと

もに、実証実験によりICタ グ導入 の実用性評価 、効果測定 を行った。

また、 この実証実験は、電製品の製造か らリサイクルまでのいわゆるライフサイクル に

おけるユニークコー ドによる個品管理 をICタ グを用いて行 う 「商品情報ICタ グプ ロジェ

ク ト」 を見据 えたものである。
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図2・341Cタ グ を導入 した事業イ メー ジ

図2'35実 証実験風景

2)実 証実験 の結果

実証実験の結果をもとに、流現場への ヒア リングをもとに、配送セ ンターにおける作業

工数比率か らICタ グを導入 した場合の効果 を試算 した結果を以下に示す
。
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図2・36物 流拠点における工数削減の期待

平成14年 度 「商品情報無線タグによる物流率化に関する調査」(財)家電製品協会)

現在のDC型 の配送センターでは、検品作業が全体工数に占める割合は約40%、Td型

の配送センターでは、検品作業が全体工数 に占める割合は約50%と なっているが、検品作

業の内、実際 に検品す る主体作業にかかる時間はわずかで、商品の移動、伝票準備 ・確認、

データインプ ッ ト等の付帯作業に多 くの時間を割いている。

ICタ グの導入 により、この付帯作業について商品の移動に関わる作業以外は、伝票 レス

化およびデー タイ ンプ ッ トレス化(自 動読込 ・自動処理)に より大幅な削減が可能である。

また、もっ とも時間がかかってい る店舗別仕分作業についても、送 り先情報 を事前 に書き

込む ことができれ ば削減が期待で きる。仮 に、店舗別仕分作業について4割 程度 に削減す

ると想定 した場合、DC型 の配送センターでは、作業工数は半分程度 に、TC型 の配送セ ン

ターでは、作業工数は4分 の1程 度まで削減 され ることとなる。特に、TC型 においては、

入荷 、店舗別仕分け、出荷までの一連の流れ を短 くし、クロス ドッキングとして機能する

ことが可能 となる。 ここでは、工程間の手待 ちをなくす ことが条件 ではあるが、在庫 ・ロ

ケーシ ョン管理の精度向上が期待できるこ とを含めると、全体 リー ドタイムの大幅短縮が

図 られ る。

3)ICタ グの導入に向けて

ICタ グの導入を、盗難防止や在庫確認 といった局地的なステージならともかく、SCM全

体で進 めるのであれば、技術先行ではな く、実際に活用す るユーザの視点を踏まえた議論
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を行い、タグベンダ側 が解決すべき点、ユーザー側 が合わせ る点を明 らかにすることが必

要である。

また、ICタ グの本格的な普及は早 くて数年、遅ければ10年 以上はかかると思われ る。普

及 当初は局地的な使われかたが多いだろ うが、将来的には生産か ら物流 、販売、消費者の

利用、 リユース/リ サイ クル など、製品のライフサイクル にお けるさま ざまなシー ンで活

用 され ることになると予想 され るため、今か ら技術的動向、利用形態等継続的に ウォ ッチ

してお くことが必要である。

(2)貨物追跡 システム(TTT)

通常、「貨物追跡依頼」には、顧客か ら発送 を委託 された会社が窓口とな り対応を してい

るが、貨物の輸送過程において送 り先によっては他の会社 を経 由す ることもあることか ら、

貨物追跡情報が途絶えがちにな り、貨物の現況 を知るには非常に手間 と時間がかか ってき

た。 これ らの問題 を解消す るため、平成12年 に 日本路線 トラック協会では、会員各社が互

いに協力 して、会員相互間での迅速な貨物追跡 を目指 して設立 されたのが 「貨物追跡 シス

テム」=TTT(TransportationTruckingTrace)で あ り、平成13年3月 より稼動 を開始

している。 このシステムは共用サーバ を設置 して、TTT会 員各社のコンピュータに接続す

ることによ り、委託 された貨物がど うい う輸送経路 をたどったのかとい う経歴情報 を リア

ルタイムに得 ることができるよ うにな り、顧客への迅速な対応 が可能 となった。

提携会社摘の貨物追跡システム ー 一輪 宣笥纏 れ

一兵一合 菖噸
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出所:(日 本路 線 トラ ック協会)
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2.15流 通

2.15.1業 界の概況

(1)業界構造

1)全 体動向

小売業の業態 としては主に、百貨店、スーパー、コンビニエ ンスス トア及び一般 の商店

によ り構成 されている。長引 く不況 の影響で流通業界はなが らくその売上高はマイナスで

推移 していたが、2003年10月 に百貨店業界お よびスーパー業界では、一年以上継続 した

同月前年比マイナス売上高が微小ながらプラスに転向した。百貨店では2003年9月 の売上

高が、前年同月比▲5.2%だ ったのに対 し、10月 は+0.2%、 スーパーでは同年9月 ▲4.6%に

対 し、10月 期には+0.6%と 微小なが らも増加に転 じている。 コンビニエンスス トアでは、

逆に、▲1.6%と 前月期 に比 して1.0ポ イン ト売上を落 とす結果 となってお り、依然流通業

,界は厳 しい経営環境にある。

(社)日 本経営協会 によれ ば、消費者動向は、低価格志向 とブラン ド志 向に二極化が進

む としている、 ここでは、長 引 く不況、高い失業率、デフ レ経済 を反映 して小売業界は総

デ ィスカウン ト化の状況を呈 している としておいる。特に、100円 シ ョップ等の社会進

出による価格破壊で流通業は初期 目標利益を維持す ることが困難な環境にある。一方、ヨ

ー ロッパで 日本人観光客によるブラン ド品の買い占めが規制 され るな ど、我が国の消費者

のブラン ド志向は依然強いものがあるとしてい る。 これは、現代の ものあま りの状況で、

消費者は単なるモノの購入 には購買意欲 を示 さないことの表れであるとしてお り、現代 に

おいて消費者 が求めているものはモ ノによって得 られる満足感を購入す るのであって、物

そのものではない とい うことである。

消費者 はものに付随す るサー ビスを購入 し、 さらにはサー ビスその もの を求 めている。

このよ うな時代 にあっては、モ ノそのものを売 るとい う発想 ではなく、モ ノにいかに付加

価値=サ ー ビスをつけて販売す るかが今後の流通業界にとって肝 となる。

2)ECの 進展

従 来 か ら、小売 業 は立地 産 業 であ る とい われ てお り、 コン ビニエ ンスス トア、 コー ヒ

ーチ ェー ン店等 にお い ては今 で もそ うで あ る とい え る。 一 方 では 、無 店舗 型 の販 売業 が ふ

えて い る。 い わ ゆる、通信 販 売 、訪 問販 売 、 カ タ ログ販 売 、ベ ンダー(自 動販 売機)な ど

で あるが 、現在 、急 激 な成 長 を遂 げて い るの が、 イ ン ター ネ ッ トシ ョップで あ る。ITへ

の対応 はすべ て の流 通業 に とって今 後 の もっ と も大 きな課題 の一 つ とな る。電子 商取 引(e

－コマー ス)の 利用 状 況 として 、平 成12年 にお い て6,223億 円。 前 年 比78.8%

増 このま ま行 く と、平成17年 に は8兆 円ま で拡 大す る と予測 され る。 ま た、 モバ イル コ

マー ス市場 は、541億 円で前年(平 成11年)の10倍 を上回 って い る。ECの 利 用 で各

年代、 男女 とも最 も多 いのが 、 「ホテル等 」 の予約 の割 合 であ り、20歳 代 男性 を除い て6

0%を 越 えて い る。 次 いで男 性 で は、 「コ ンサ ー ト等 の予約 」、 体 ・雑 誌(の 購 入)」 が こ
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れ に続 くが いず れ も50%未 満 であ る。 女性 で は、 「コンサー ト等 」 の予約 が全 世代 で50%

を越 え、50%未 満 であ るが 「本 ・雑 誌 」、また30歳 以上の 女性 にお い て は 「食 料 品 ・酒類 」

が これ に続 くいて い る。

(2)他業界 との関係

流通業界、特に小売業界はサプライチェー ンの消費者側の終端 に位 置 してお り、物流は

もとよりメーカー、生産者及び卸売業界 と密接な関係 にある。例 えば、小売業の代表的業

態である百貨店 においては、上流は従来通 り商社 を通 じて商品を仕入れ る他 、メーカーや

生産者か ら直接取 り引きにより商品仕入れを行 う割合が高まってきている。特 に、農産物

などの一次産品にっいてはいわゆる 「産直品」を扱 い、その新鮮 さや食の安全性 をアピー

ルすることで、差別化 をはかるケースが出て きている。 また、物流改革の一環 として自社

で物流センターを設置 または、窓 口問屋制 を採用 し在庫管理 、物流 コス トを抑 え、迅速な

商品補充 を行 うとい う動きがある。

一方
、下流側ではサイバーモール としてWeb店 舗の開設 とリアルモール である店舗販売

の2つ のチャネルを販売経路 としてい る。また、Webマ ーケテ ィングなど情報 システムを

活用 した顧客情報の獲得 とCRM戦 略への利用が今後益々重要 となって くると考え られ る。

ネットワーク

1 (公 衆網二〕)
メー カー

1 業界VAN
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QR

CPR等

Internet

(
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L3-VPN

小売業

店舗
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図2・37小 売業 界の情 報 システ ムモデ ル
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図2・38卸 売 りにおける典型的な情報システム

(3)経営課題

個人消費の伸 び悩みが、大型小売各社の業績に影を落 としている。 昨今の経済状況を反

映 し、企業収益悪化による収入源、公的負担 の増加、将来不安な どにより消費者は財布 の

紐 を固 くしている。消費は当面厳 しい環境が続 くことが予想 され るが、情報革新の取組 ・

海外企業 との提携 を通 じ、流通革新の推進 と消費者ニーズの的確な把握によるマーチャン

ダイジング(商 品政策)の 策定をお こない、顧客ニーズに合 う品ぞろえが生 き残 り戦略の

中心 となる。 ここでは、プ ライベー トブラン ド商品など、差別化戦略商品の開発な どによ

り、生き残 りを図ることが課題 となってい る。

特に、百貨店 ・スーパー業界の地域 に密着 したマーケティングの徹底があげられ る。都

市圏の郊外ではベ ッ ドタウンが広が り、様 々な世代の消費者があ り、 さらにその嗜好や商

品選好の移 り変わ りが激 しい もの となっている。そのニーズに対 して、いかに的確 な対応

ができるかが、今後の経営 に重要な要素 となってきている。 こ うした課題に対応す るため

の方策 として、POSシ ステムの導入な どを通 じた情報化 による経営の合理化が進 められて

いるが、中間流通にまで踏み込んだ体質改善が問われている。

さらに、ニュータウンに代表 され る新興住宅街では、郊外のシ ョッピングモールを中心

とした コミュニティの形成 とい う期待 ももたれ ている。 ここでは、魅力あるエ リアの形成

が百貨店 、スーパーへの集 客力へ とつなが り、街の活性化 と共に、売上向上への布石 とな

ると考えられ る。
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2.15.2情 報 化 の現 状 、将来展 望 と課題

(1)情 報化 に対 す る全体 的 な動 き と将 来的 な発 展 の方向

1)POSデ ー タの利用 状 況

2003年3月 に発 表 された(財)流 通 シス テム開発 セ ンター の 「流 通 情報 システ ム化実 体

調 査」に よれ ば、小 売業 のPOSデ ー タ導 入状況 は84%の 企業 です で に導入 済み で あ る。業

態別 には 、殆 どの業 態 で80%を 越 え てい る もの の、 ホームセ ン タ(62。7%)、 専 門店(72.5%)

は80%を 下 回 ってい る。 と りわけ、 ホー ムセ ンタ は商品数 が多 い こ ともあ るが、JANコ ー

ドの ソー スマー キ ングが徹 底 しに くい 商品 も扱 ってい る事 に よ る もの と分析 され てい る。

ま た、POSレ ジの導 入時期 につい ては80年 代 後 半か ら90年 に掛 けて導入 した とす る企

業 が最 も多 くなっ てお り(30.9%)、 この背景 には 、1989年 に導入 され た 消費税 に対応 す るた

めに システ ムの 更新 を行 った と分析 され てい る。 さらに、POSデ ー タの利 用状 況 に関 して

は、 「品揃 えの 見直 し」 に関 す る ものが55.5%と 最 も高 く、 「売 価 の 見直 し」、 「在 庫管 理」、

「販 促効 果 の測定 」 が40%を 越 え る項 目とな ってい る。POSデ ー タ をマー チ ャ ンダイ ジ ン

グに利用 し業 務 の効率 化 を図 ってい るこ とが うかが え る。

POSデ ー タの 取 引先 へ の提供 に 関 してデー タ提供 をお こな って い る場合 は 、そ の理 由 と

してPOSデ ー タの販 売 を挙 げた企 業 が24.8%と な ってお り、 「販 促 提案 を して も らって い

る」 「継 続 的補 充発 注 システ ム を実施 」 「納 品の効 率化や 物 流 に利 用 してい る」 な どが続 い

て い る。

カー ドサー ビスの取 り扱 い に関 して は、 自社 の ポイ ン トカー ド(67.2%)、 他 社発 行 の ク レ

ジ ッ トカLド(48。4%)、 自社 発 行 の ク レジ ッ トカ ー ド(28.5%)と 続 き、 デ ビ ッ トカ ー ドも

22.1%の 企 業 で採用 してい る。ポイ ン トカー ドは今 度 の導入 予 定 まで含 め る と79.5%と な り、

顧 客 の固 定化(い わ ゆ る リピー タの確保)に 力 を入れ てい る こ とが うかが え る。

2)企 業 間のデ ー タ交換 の状況

発注 方 法 に関 して は、79。7%の 企業 が オ ンライ ン発 注 を行 って い る一 方 で、88.6%の 企業

が依然 と してFAXに よ る発 注 を行 ってい る。電話 注文 も利 用 率 は高 い(64.4%)。 注文書 郵送

に よ る発 注 は全 体 の率 は低 い もの の百 貨店 の利 用 が突 出 してい る。 多 くの小 売 業 が商 品や

取 引先 に応 じて何種類 かの発 注 を行 ってい る こ とが わか る。

オ ン ライ ン の発 注 に 占め る割 合 で は 、 ドラ ッ グス トア83.1%、 コン ビニエ ンス ス トア

82.1%、 家電 量販 店76.8%、 生 協店舗67.6%、 ホー ムセ ンタ63.5%と な って い る。

オ ン ライ ンの発 注 フォー マ ッ トで は 、 自社 または取 引指定 の フォー マ ッ トが65,4%と 多

く、業 界標 準 を利 用 してい る割 合 は23.3%、 国際 標準 であ るJEDICOSに 至 っては4.8%し

か利 用 され てい な い。 しか しなが ら、 百貨店 業界 で はJEDICOSが24.2%の 利用 率 であ り

二位 の ドラ ッグス トアの9.5%を 圧 倒 して い る。

受発 注以外 の オ ン ライ ン利 用 デー タ と しては、POSデ ー タの提 供(110社)、 商 品マ ス ター

デー タの交換(86社)、 請 求デー タ(78社)、 商品受領 デー タ(76社)、 商 品入庫 予 定デ ー タ(65
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社)の 順 で多 くな ってい る。

3)そ の他 の情報 化デ ー タの利用

その他 の情 報利 用 に 関 しては 、商 品 コー ド、取 引先 コー ドの利 用 につ い てで あ るが、 商

品 コー ドの利 用 実体 と して は、JANコ ー ドを利 用 して い る企 業 が65,1%、 自社 コー ドで

37.0%と なって い る。JANコ ー ドの利 用 は コン ビニエ ンスス トアで80%以 上 で あるの に対

して、百貨 店 では84.7%が 自社 コー ドを利 用 してい る。、

また、取 引先 コー ドに関 しては 自社 専 用 コー ド69.4%、 共 通取 引先 コー ド25.1%と なっ
へ

ている。また、業界専用 コー ド(2.9%)の利用者 もわずかではあるが存在 している。商品 コー

ドでは 自社 コー ド利用率が高かった百貨店業界は、取引先 コー ドに関 しては86.4%の 企業

が共通取引先 コー ドを利用 している。

JANコ ー ドの利用状況 に関 しては、POSレ ジの集計、オンライン発注、売価変更な ど様々

な種類に利用 され てお り、その有効性 が示 されてい る。

新規システム としての新たな情報技術の利用実態は、導入済みが8.6%、 予定があるとし

ている企業は9.3%と 比較的低い値 となっている。導入済み、導入予定の新技術の項 目とし

ては、携帯情報端末が最も多 く、インターネ ッ ト利 用のデータ交換、電子棚ラベル な どが

続 き、無線 タグや電子マネーを導入 している企業 も数社ではあるが存在 している。今後、

業界 としての情報化 にむけた指針 としてモバイル機器 の導入 とインターネ ッ ト利用が大き

く伸びる可能性 を秘めている。

■導入窪粟麩 ■導入予定⑳童蒙敵
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★1)「 流 通情報 システム化実体調 査」は
、2003年1月 ～2月 にかけ小売業3657社 を対象 と して、流通情

報 システ ム化の状況 をア ンケー ト調査 によ り行 い、有効回答581社 の結果についてま とめた ものであ

る。

(2)経 済産業省による流通SCM構 築 に向けた取組

経済産業省では、情報共有化の取組を促進す るため、平成15年 度か ら3ヵ 年計画で、「流
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通SCM」 の構築事業 に取 り組んでいる。以下にその概要を述べ る。

その背景 しては、昨今の経済情勢を背景 として流通業界 として も合理化等によるコス ト

削減要請はっ よく、そ の中で顧客満足度 を高めていっている。一方、特に食品分野でみ ら

れえるよ うな、安全 ・安心の観点か らの トレーサ ビリティや環境対応 に関す る社会的なニ

ーズが高まっている
。 このような状況下で、最 も効率的なSCMを 実現 していくためには、

業界全体 としての取組が不可欠 となってきている。即ち、一単独企業だけの効率化は限界

にきてお り、企業間での協働によ り業界全体 としての効率化が必要で あるとい うことがあ

げ られ る。実際の事業 は、全体最適サプライチェーン構築事業 として、①共通プラッ トホ

ーム構築事業、②標準XML-EDIag備 事業にわかれている。

共通プラ ッ トホーム構築 に関 しては、消費者基点での流通 システムの全体最適化を図 る

観 点か ら、製造→配送→販売の各部門で 「商流」 「物流」 「情報流」ス ムーズな流れを形作

ることによ り、効率的かつオープンな共通情報基盤 を約3年 掛けて構築す ることを目指 し

ている。

基本的なコンセプ トは、各 レイヤ(製 造/配 送/販 売)で 希望すれば個人情報 を除き自

由に必要 な情報 にアクセスでき、活用できるプラッ トホー ムである。 この共通プラッ トホ

ームは
、商品マスタ情報 の同期化機能、受発注機能、入庫予定機能や受領承認機能な どの

在庫管理支援機能などを有す る。その他の情報共有 としては、POS売 上機能を検討 してい

るが、各社のマーチャンタイル戦略策定の基盤 となる情報 ゆえ公開 に際 して、参加者間で

一定の合意 を得てお く必要がある
。共通プラッ トホームで用いるコー ド体系は、商品コー

ドについては共通 コー ドであるJAN及 びITE、 企業/事 業所 コー ドについてはGLN、EDI

についてはXML(JEDICOS・XML)、 商品でターベ スはJICFS/IF・DB準 拠等の流通業界標

準の利用を検討 している。H16年 度予算要求 として35億 円の内3億 円

H15年 度の具体的な進め方 としては、

1.基 本構想の策定:各 業界の代表者、業界団体、学識経験者等 で構成する

委員会を設置、流通SCMの 基本構想 を策定す る。

2.標 準プロセ スモデルの作成:消 費財流通にお ける小売業、卸売業 、製造

業の取引の現行業務処理 フロー を調査 ・分析 し、共通項 目の抽 出等を行 う。

これ をもとに、GCI等 との整合性を考慮 しっっ、流通SCMの 全体最適 となる

雛型モデル を作成 し、 システム要件をUMLに て記述する。

3.マ スタデータ同期化 の基本仕様の開発:EDIの 基盤である商品マスターデータ

の同期化モデルを作成 し、これを構成す る商品情報DBとDB検 索のための

レジス トリの基本仕様を開発す る。

4.JEDICOS-XML標 準メッセージの開発:標 準プ ロセスモデルの作成、商品

情報DB機 能の基本仕様等 の検討を通 じ、XML標 準 メッセージの策定を行 う。

5.シ ステムの概念設計:上 記1～4の 成果 を踏 まえ、概念設計を行 う。

次年度以降は、システ ムの詳細設計 をは じめとし、システム開発 を行い共通プ ラッ トホ
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一ムを構築 し実用化テス ト等 を実施 し
、共通プラ ッ トホームの機能 を実証、広 く産業界 に

周知する。

(3)課題

流通業界では、各社 の基幹部分での、情報 システムの再編 は一通 り終了 した感 があるが、

その成果が業績に反映 されていない。 これは、基幹部分の情報化は、 もはや競争力の源泉

ではなく、サー ビスモデルの構築 とそれに伴 うIT化 が重要になってきていると考え られ る。

特に、優 良顧客のマイニング、市場情報の経営への活用な ど情報の有効利用 に関す る戦略

的な情報化の必要性が挙げ られている。.

一方で、顧客 ごとのCRM戦 略を実施 した としても、顧客ニーズの移 り変わ りに どのよう

に対応 してい くか、市場情報 から今後の売れ筋商品をどのよ うに予測す るかな ど、情報シ

ステムだけでは解決できない問題 もある。

合理化面で言 えば、一社での努力の限界 と業界 としての最適化 とい う視点も視野に入れ

つつ今後の情報 システムの改善を図ってい く必要があると考えられる。

2.15.3先 進企業に見る産業情報化の事例

企業経営にとって、コンピュー タシステムの導入が即業績向上につなが らないことは周

知の事実であ り、他方情報化の推進に伴いそれ を扱 う人間系の重要性が増 してい くとの指

摘がある田。情報システムか ら得 られる情報か ら価値 を創造するには、①情報の収集 ・編

集 ・蓄積、②情報か らの意味の引き出 し、③引き出 した意味を理解 しアクションを起 こす、

の三段階があるとする。すなわち①の情報 を取得す る部分の発達はより人間に近い②③ の

部分の重要性が増す とい うこ とである。 これは、情報システムに より、情報 はだれ でも手

に入れることが出来るよ うにな るため、他社 との差別化 は情報 を以下に使 うかの人間系の

部分に現れ ることになるとい うものである。

ここでは、上記視 点か ら、小売業にお ける情報化の成功事例 として取 り上げ られること

の多いイ トー ヨーカ堂について、その情報化の軌跡 を踏 まえ経営 と情報システ ムの融合に

ついて分析を行 う。尚、本項 は中央大学総合政策研究科総合政策専攻の陳海権 の論文 「流

通企業における情報化 と自己革新のダイナ ミズム」を参考 にイ トー ヨーカ堂の情報化の軌

跡 を示す。

第一次情報化

イ トーヨーカ堂では1968年 にコンピュ・一一タの導入が始 ま り、1984年 までを第一次情報

システムの時代 としている。 この時代、財務、経理処理の機械化 とい う観点での業務の効

率化を皮切 りにPOSシ ステムの試験的な導入 と在庫管理 システムの導入が行われてい る。

初期の情報化 は事務作業の機械化によって合理化 ・効率化 を図 るものであった。1980年

代後半になると通信分野の規制緩和により企業 間での独 自ネ ッ トワークが 自由化 された。
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これを契機 に大手流通業では、企業間のオンライ ン自動受発注 システムの構築が始まった。

IYで は、1982年 業界に先駆 けEOSを 導入、これ に先立っこと4年 、1978年 にはPOSシ

ステムの実験的導入 を開始 している。 このPOSシ ステムは1983年 には全店舗にバ ッグル

ームPOSの 導入が全店舗 に展開 された。 さらに、1984年 には物流セ ンターの在庫管理シ

ステムが構築 されている。

この情報化 により業務 の省力化、迅速化、正確性 の向上などに より改善 は大 きかった も

のの、情報は当事者間で交換 され るに留まってお り、これを利用 し、マーケティングやマ

ーチャンダイジングに活用す るとい う段階には至 っていなかった。 この年代は、POSシ ス

テムの全店導入 と情報活用 を行 う前の模索期、情報収集の段階に手が届 きそ うになった段

階であるといえる。

第二次情報化

1980年 代 に入 ると、スーパー業界冬の時代が到来 した。顧客層ニーズの多様化 とものあ

ま りの時代への移 ろいである。 ここで、IYで は各店舗の商品動向 を以下に正確につかむか

が重要であることに気が付 き、そのための情報の重 さに直面 した。それ とともに、社 内で

の情報の流れ について調査を行ったけっか上位下達 の情報が全体 の8割 以上を占めている

こ とがわかった。商品動 向を掴むためには、現場の情報を重視 し、現場 か ら本部への情報

の流れがあるべ きであるのに実際はその逆であった。 ここで、rYで は情報 システム云々の

まえに、現場の状況を把握 させ る戦略 をとった。現場での死に筋商品の把握 、売れ筋商品

の在庫管理状況の把握 をお こなった。 この結果 をもとに、まず、業務改革 として在庫管理

の徹底 と問屋 との関係 の見直 しを行い、納期遅延等が大幅に改善 され た。この間1981年 ～

1985年 、当初1983年 に予定 されていたPOSシ ステムの全店導入を遅 らせてまで業務改善

を先行 させた。そ して、1985年 にPOSシ ステムを全店に導入 し、この聞手作業で行って

いた死に筋商品の把握 にかかるコス トが激減 し、EOSと の連携に よりさらに精度 の高い発

注が行えるようになった。

ここでは、情報化 を先行 させず に、業務改善 として行 うべき点 を明確 に した上で情報シ

ステムの導入を行 うこ とによ り、業務をサポー トす る道具 と しての情報化 とい う位置付け

がよ り明確 になることによ り、その導入効果をあげたものである。

第 三次 情報化

そ の後1991年 まで 一人勝 ちの時代 が進 ん だわ けで あるが、90年 代 に入 りバ ブル期 の終

焉 が 近づ く と共 に業 績 が悪化 して きた。 そ こで、POSシ ステ ムは店頭 商 品 の状況 を リアル

タイ ムで検 証 で きる シス テ ムで あ るが 、それ は店 頭 に並べ られ た商 品 に対す る反応 を見 て

い るだ け であ り、市 場 で のニ ー ズ をすべ て反 映 して い るわ け で はな い、 とい う議論 か ら、

顧 客 ニー ズ を把握 す るた めの戦略 に転 換 をは かっ た。IYで は 、1991年 にISI(Integrated

StoreInfbrmation)と 呼 ばれ る システ ム を導入 し、店舗 レベ ル でPOSデ ー タ を処 理 す る こ
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とにより、より詳細に顧客動 向を把握できるように した。 これによりPOSシ ステムは、従

来の死に筋商品を把握す る武器か ら、売れ筋商品の動向か らニーズ動向の仮説 を組立、発

注までを決定する支援 ツール とい う位置付 けに変化 した。

第四次情報化

このよ うにIYは 早 くから情報システム と経営戦略をマ ッチ させ、マーチャンダイジング

などか らくる要請 に応 じて情報システムを利活用 してきた。 しか しなが ら、バブル崩壊後

の業績悪化 とともにあ らたなる効率化への要請が高ま り、第三次情報化 までの問題点 を克

服すべ く1999年4.月 か ら第四次情報 システムが稼動 を始めている。1

これ は、以前の情報 システムでは、 システム間の情報連携 に問題があ り、システ ムをま

たいで、必要 とす る情報を得るためには膨大な情報の山か ら探 し出 さな くてな らない点や、

場合によっては一度ペーパーベースに落 とさなくてはな らないな どの問題が生 じていた。

そこで、第四次情報システムでは、情報共有 と伝達手段 を見直す と共に、ニーズの高い情

報分析 の切 り口については、定型分析手法 を用意す る とともに専用 コンピュータを導入 し

必要に応 じて分析が可能な環境 を構築 した。また、POSレ ジの無線LAN化 を行い、これ

により季節 ごとの売 り場 レイアウ ト変更に関 して、柔軟に対応が出来 るようにしている。

しか しなが ら、昨今 の経済情勢は厳 しく、情報システムの改善は必ず しも経営の好転 に

はつながっていないのが現状である。経営戦略 の見直 しを含みつつ、一社での努力の限界

と業界 としての最適化 とい う視点 も視野に入れっっ今後の情報システムの改善を図ってい

く必要があると考えられ る。

2.16eコ マー ス

2.16.1業 界の概 況

e・Marketplaceは 米 国 で生 まれ 、1999年 のガ ー トナー によ る調査 で は、2002年 に は米 国

内 に7,500～10,000のe・Marketplaceが 運 営 を 開始す る と予 測 して お り、実 際、 多数 の

e・Marketplaceが 設 立 され た。しか し、2000年 、ネ ッ トバ ブル が崩壊 す る とe・Marketplace

も相次い で閉鎖 され て い る。 しか しなが ら、e・ビジネ ス その もの が縮 退 して い るわ けでは な

い。Amazonも 、2001年 第4四 半期 には じめて の単期 黒字500万 ドル を計上 、2002年 赤

字 をは さんで 、2002年 第4四 半期 ふ た たび単期 黒字260万 ドル を達成 してい る。 しか も、

2003年 に経 常べ・・一白ス で通年 純利 益3,500万 ドル を達成 してい る。これ は、売上高 前年 比34%

増 に起因 す る もの で リス トラな どに よる もで はない。 またAmazonは 、扱 い品 目を書籍 、

CD、DVDと い うメデ ィア 商 品か ら家庭用 品一 般(家 電 、衣 料、食 品 、ス ポー ツ用 品な ど)

に拡大 したな かで の売 上 高増 で あ る。 また 、米 国 にお け るイ ンターネ ッ トの会 員 数 は い ま

だ に伸び てお り、2004年 には 、全 世 帯数 の2/3に あ た る7,000万 世帯 に達す る と予想 され

てい る。'
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ひ るが え って 、我 が国 で は、電 子 商取 引推進 協議 会 よる と、 米 国 には及 ば な い ものの 、

2000年 には前年 比80%増 、2006年 には10倍 にな る との 予測 が あ る。 これ は 、B2Bマ ー

ケ ソ トは合 理化 投 資 で あ るた め 、 も とも と不景 気 の ときの ほ うが伸 び 率 が高 い との指 摘 が

本 間千葉 大教授 に よ りな され て い る。

日本におけるECの 特性

電子商取引推進セ ンターが実施 したe・マーケ ッ トプ レイスに関す る調査(H15年3月)

によれば、B2BのECに は、経営の効率化 と取引機会の拡大の2つ の観点が存在するとし

てい る。経営の効率化 は、企業内の効率化を 目標 と してい るが、 これ を更に進展 させ る と

企業間の関係 に発展す る。 また、取引機会の拡大では、新 たな付加価値をもつ取引先 の獲

得や、地域や国を越 えた取引が可能 とな り、取引のグローバル化へ進む ことになる。

電子商取引推進センターによる調査 による と、我が国におけるEC利 用事例を挙げた業種

は、製造業、卸 ・小売 ・飲食業、サー ビス業が三つの大きな柱 となってお り、中で も、製

造業がその大半を占めいる。また、利用事例業務であるが、販売 、購買が多数 を占めてい

る。販売 ・購 買は一連の商行為の立場の違いを表 したに過 ぎないため、同一 とあっかって

も良い と考えれば、販売 ・購 買、在庫管理、生産管理が上位 を占めている。 生産管理 の利

用 が多い点は製造業の利用の多 さを裏付 けるものであると考 えられ る。 また、キー ワー ド

に よ る分 類 で は、EDI、SCMが 多 くな ってお り、次 い でイ ンタ ーネ ソ トで あ る。

E・marketplace(26件)は 前々年の127件 、前年の78件 に比 して1/3程 度に落ち込んでい

る。

図2・39利 用事 例業種

一101一



80

60

無40

20

0

締撃艦齢ぴ

一

一

ー

一

`1 `` 鳳__1 阻

図2-40利 用事例業務

図2・41キ ー ワー ドに よる分 類

e・Marketplaoe利 用

B2B電 子 商取 引の根本 は、取 引 を電子化 し、電子 デー タを利 用 して業 務 を行 うこ とで 、

効率化 を図 る ことで あ る。それ に対 し、e・Marketplaceに つい ては 、運 営者 、利 用者 ともに 、

利用 の メ リ ッ トと して、 「取 引先 の拡 大」 を指摘 してい る。

同調 査 に よれ ば、近年 のe・marketplaceの 新 規登録 数 は、2000年 を ピー クに減 少傾 向・に

ある。 この傾 向は米 国で も同様 で あ るが、韓 国 では増加傾 向に あ る としてい る。
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回協 会 の昨年 度 の調 査 に よれ ば、e・Marketplaceで 取引 が行 われ てい る品 目は

・ 標 準部 品 ・材 料(47件)

(電子 部 品、 自動車 部 品、鉄 、化学 、石 油、木材)

・MRO、 小 売用 品(23件)

(日用 品、 工具 、加 工食 品、事務 用品 、 ソフ トウェア)

・ 余剰 在庫 品(2件)

(各種)

・ 生鮮 品(8件)

一(野 菜 、花卉 、魚 、す り身)・

・ 中古 品 ・リサ イ クル 品(6件)

(建設 危機 、 自動 車 、 自動車 部 品、船 、医療機 器 、プ ラス チ ック)

・ 情報 ・サ ー ビス(29件)

(知 的 資産、 専 門家情 報 、不 動産 情報 、企業 ・技術 情報 、製 品情 報 、船舶 チ ャー タ

ー情報
、情 報 、空 車情報)

とな って い る。海 外 で は、e・Marketplace上 で取 引 す るもの は 「もの」であ る場合 が圧倒

的 に多 い が、 日本 の場 合 は 、企業 情報 や技術 情 報 といった 「情 報」 を商品 と して取 引 を行

うもの が多い こ とが特徴 であ る。

Amazonの 例 に もあ るが、e-marketplaceで は、順調 な伸 び を示 して い る もの も存在 して

い る。ECOMの 本年 度 の レポー トに よれ ば、 この原 因 と して、

,・ITリ テ ラシーの 向上

・ADSL等 のブ ロー ドバ ン ド回線 の低価 格 化

・ 事 業者 の努 力

の3点 が挙 げ られ て い る。

一 方
、不 振 の理 由 と して は、
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●

●

●

●

e・Marketplaceに お け る参加 者(売 り手 、 買い手)、 運 営者 の位 置付 け

カ タ ログモデル の不振

利便 性不 足

システ ム投 資 コス トの負担 とメ ンテナ ンス費用 が上 げ られ て い る。

特 に 、e・Marketplaceに お け る参 加 者(売 り手 、 買 い手)、 運 営 者 の位 置 付 け で は 、

e・marketplaceで は 、売 り手 と買い 手の 立場 が対等 で あ るこ とが取 引成 立 の第一 条件 とな る

が、運 営者 は この関係 を保 証 しな い限 り即 ちプ レイヤ ー3者 がす べてWinに な らない限 り

運営 は立 ち行 か な くなる。 不振 なe・marketplaceは 販 売側 あ るいは購 買側 の取 引形 態 に偏

ってい る場合 が多 く見 られ る と してい る。

中小企 業 とEC

これ までe・Marketplaceに お け る中小企 業 の展開 は、 国内外 を問 わず 、見 られ ない とさ

れてい た が、ECOMの 調査 で は多 くの 中小企 業がe・Marketplaceを 利 用 して い る実態 が明

らか にな った。 具体的 には 、中小企 業 は以 下 の よ うなe・Marketplaceに 参加 して い る。

■

●

●

●

●

●

NC加 工業者 を対象 としたもの

食料品 を扱 うもの

MRO(消 耗品 ・補修用品等、企業内で 日常的に使用 されるサプライ用品)を 扱 うrもの

鉄のコイルセ ンター、問屋 ・ 、

中小企業の企業情報、製品情報、技術情報 を流通させ、商談の機会を作 り出す もの

(これは、上記のNC加 工業者 も同様のモデルである。ただ、これ はかな り広い業種

を対象 としている。)

農家 と中小のスーパーマーケ ッ トとの直接の取引機会 をプロデ ュースす るもの

e・Marketplaceは インターネ ッ トの特徴である 「時差 ・距離 の超越、同時性 ・瞬時牲 、双

方向性 」を最大限に活用するもので あ り、ホー ムページで 自社製品の情報 を公 開すること

で、欧米から発注がきた とい う中小企業の実例があることを考 えれ ば、e・Marketplaceへ の

参加は、中小企業に とって、実力 さえあれば、販路 を拡大 し、受注額 を増加できる踏み台

とな りうる。

しか しながら、多 くの中小企業 にとっても、いまやB2Bの 導入は珍 しい ものではないが、

大企業の傘下でSCMやEDIを 用いた受発注などに取 り込まれ る形で導入 している場合が

多い。今後、中小企業が主体 となってB2Bを ビジネスに取 り入れてい くことは、口初期投

資額の大きさ、口投資対効果が見えに くい、口取引先にEDI導 入 を迫ることができないため、

を理 由に、ECを 導入開始 してはいるものの、その実施率は非常に低い。

EC導 入ニーズは高いものの、推進す るための体制を充分 に確保 できていない と考えら得

る。中小企業 に対 してのEC導 入 を推進す るには、中小企業の情報化推進体制でもECを 導

入できるよ うは、電子商取引に関す る標準化、及び安価かつ簡便 なパ ッケージ ソフ トウェ

ア ・ASPサ ー ビスの提供である。
ノ
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しか し、中小企 業 で あって も比較的 参加 が容易 とい うこ とか ら、e・Marketplaceは 、中小

企 業 が積 極 的 に参 入 で き る 「入 り口」 として注 目を浴 び てい る。

2.16.2情 報化 の現 状 、将来展 望 と課題

(1)情 報化 に対す る全 体的 な動 き と将来 的 な発 展 の方 向

e・marketplaceの 変革

・ ビジネ スモ デル の変 化

〉 ツール 、 シ ーズ ・オ リエ ンテ ッ ドなサ ー ビスか らニー ズ ・オ リエ ンテ ッ ドな サ

ー ビスへ

〉 オー プ ンマ ー ケ ッ トで だ けでな くク ロー ズ ドマ ーケ ッ トへ も対応

ジ オ フ ライ ンの積 極 的利 用

・ 物 の売 買か らサー ビス ・技術 の売 買へ

〉

〉

〉

〉

〉

ジ

〉

〉

〉

コス ト削減へのコンサルティングサー ビス

調達業務のアウ トソーシングサー ビス

与信/決 済/リ スクヘ ッジ/フ ァイナ ンス

商社機能のe化 、サービス化

見積/受 注業務の'ASPサ ー ビス

電子契約支援サービス

参加各社 のシステム連携に よる効率化

利便性(M2Mへ のポータルサービス)

情報提供サー ビス(マ ッチングビジネス)

(2)課 題

E・コマースはク ロスボーダの商取引が増加 し、B2Bの のみな らず、B2C,C2Cの

市場 も形成 されている。国際的な取引も市民 レベル で行われ始めている。そ して、その決

済には、イ ンターネ ッ トの利用が進 んでいる。 このよ うな状況では、ネ ットの広域化 とセ

キュ リテ ィの向上、ネ ッ ト取引の世界標準化等早急 なる検討が必要になって くる。

ECOMの 調査 で具体的な項 目としてあがっている課題は、

・ 商習慣

・ 決済サー ビス

・ 技術 ・製品の品質な ど、電子情報で説明 ・確認が困難 なものの表現法

・ITリ テラシーの向上不足

・ マーケッ トプ レイの知名度

・ 収益構造

であ るとされてい る。

電子取引システムは、業務執行や価格形成 における効率性の向上をもた らすが、今後、
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こうした利点を享受 し活用 してい くためには、十分 な市場流動性の確保や市場参加者にお

けるシステム対応、電子取引システ ム間の競争条件 の確保 といった環境 の整備が必要 とな

っている。

2.47出 版 ・印刷

2.17.1業 界の概況

(1)業 界構造

印刷業界は、情報 を文字や画像 に表現 し世に送 り出す 「情報産業」的 な部分 と、印刷 に

関る包装、`エレク トロにクス、建装材な ど 「製造業」分野に関する産業でもあることか ら、

情報産業的性格 と製造業的性格の両面を併せ持つ特徴 ある産業群である。

印刷産業の市場は、バブル崩壊後GDPの 伸び率を下回ってお り、経済の成長が印刷業界

の成長 につながってお らず、成熟化の兆 しが見 えている。 また、印刷産業の事業所数が製

造業全体に占める割合は6.8%で あ り、出荷額(同2.8%)、 従業員数(同4.5%)に 比べてその

割合が高 く、中小 ・零細事業所が多い産業であるといえる。

(2)他 業 界 との関係

印刷 の フルデ ジ タル化 、IT化 に伴 うPrint&Deliveryか らDelivery&Printへ の変化 、

B2Bマ ーケ ッ トプ レイ スに よ る取 引、WebEDIの 利 用 、BtoCビ ジネ スへ の展 開 が図 られ て

い る。

(3)経 営課題

(社)日本印刷産業連合会が実施 したアンケー トによると、直近の経営課題 として以下の指

摘がなされている。

・ マーケティングカの向上が最優先 、IT対 応は次善の策である。

・ 価格競争への対応 と用紙の安定供給

・ 設備投資は印刷機器 よりもデジタル化対応を優先

・ 中小規模の事業者 は異業種 とのコラボ レーシ ョンを期待

印刷産業の持つ 「情報サービス産業」 と 「製造業」の二面性 を踏 まえ、従来型 の印刷市

場の成熟化 を背景に、電子 メデ ィアを取 り込み活用 し高付加価値 を付けることが求 められ

ている。

また、中小事業者 と大手企業の事業領域格差の拡大に対応 した企業規模毎の事業領域、

事業戦略 を明確化す ることが重要 となっている。.

2.17.2情 報化の現状、将来展望 と課題

(1)情 報化に対する全体的な動 きと将来的な発展の方向

情報化の進展にともない、印刷物の位置付 け、印刷物 に期待する機 能が変化 して くる。
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ビジネ ス プ ロセ ス にお い て も、デ ジ タル化 の進 展 、ネ ッ トワー クの構 築 、 自動 化 ・省 力化

が進 展 し、 大幅 な合 理化 が進展 す る と考 え られ る。 この よ うな背 景 の も と、情報 化 に向 け

た対応 と して、 「情報 産 業 」 「製 造業 」 の二 面性 を生 か した 「情 報価 値創 造産 業」 へ の転 換

を図 る こ とが重 要 であ る と してい る。 その方 向性 は以下 の よ うにま とめ られ る。

・ 電子 メデ ィア と印刷 メデ ィアの融 合

ジ 印刷 メ デ ィア と電 子 メデ ィ ア のお 互 い の性 質 を補 完 す る使 い 方 、情 報 を

様 々な メデ ィアで表 現す る 「onesource,multiuse」 を支 援す る こ とが必

要 となる 。

・ 印刷 工程 ・取 引のネ ッ トワー ク化

ジ 取引 手段 、生産 手段 と して 情報 化 を活用 した、販 路 の拡 大 、 取引 コス トの

削減 、工程 の短縮 化 、効 率化 を 目指 したEC、SCMシ ステ ムの構 築 が も とめ

られ る。

・ 独 自のグ ラ ン ドデザ イ ン

〉 情報 化 に よ りコス ト削減 、 シ ステ ム投資へ の圧 力 等 の 中、 中小 企 業 が どの

よ うなポ ジシ ョン を得 てい くか は、 得意分 野 を生 か した 新 た な グ ラ ン ドデ

ザイ ンが必要 とな る。

・ 中小 事業者 のパ ー トナ ー化

〉 中小 企 業 で は コア コ ン ピュ タ ンスの 明確 化 に よ り選 択 と集 中進 み 、 単一企

業間 の競 争 か ら得 意分 野 を生 か した緩や か パ ー トナー 企 業 間の 競争 へ と移

行 す る と考 え られ る。

・ パ ー ソナル 化

〉 ネ ッ トワー ク社 会 に よ り、 パ ー ソナル なニ ー ズへ対 応 可能 な情報 環 境 が整

い、一 般 顧 客 を含 め た 「OnetoOne」 の コ ミ1ユニ ケー シ ョン対応 が求 め ら

れ るよ うにな る。 ,

(2)課 題

イ ンターネ ッ トの普及 によるデ ジタル ワー クフローによる標準化の推進、製紙 メーカ等

のSCMシ ステム構築による効率化 による競争優位性の確保 が進む一方で、顧客ニーズに迅

速 に対応す る 「トー タル ソリュー ション」 としてのサー ビス提供 、受発注 を中心 とするイ

ンターネ ッ トの活用や マーケ ッ トセグメン トを絞 り込んで、その中で他社 との差別化を図

ることが課題 であるとされ ている。 また、IT化 への対応課題 としてデジタルメデ ィアと印

刷メデ ィアの融合が大き く取 り上げ られていお り、大手企業 を中心にク ロスメデ ィア展開

(BSデ ジタル放送、双方向広告な どへの支援)やECへ の対応 も急がれ ている。印刷 メデ

ィア と電子 メデ ィアの融合 を進める上で、従来の製造業 としてプロダク トア ウ トを目指す

ビジネスプロセスとは全 く異なったソフ ト化、サー ビス化の要素が必要 になって くる。 さ

らに、中小企業への情報化支援が重要 となる。
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具体的には、以下の ような問題がある。

・ コンテンツマネージメン トの導入

コンテ ンツがデ ジタル化 してい く中で、大量なデ ジタルコンテンツか ら必要 と

する部分を選択、加工 し、様々なメディア/形態へ と再利用可能なデジタル コンテ

ンツの資産管理が重要 となる。

・ デジタル ワークフローの確立

印刷業界のデ ジタル化 は、印刷工程の フルデジタル化 に留まらず、受注か ら納

品、決済処理にいたる業務プロセス全体 を対象 としたデ ジタル ワー クフロー構築

の方向へ向かっている。 さらに、特定顧客や協力会社、系列会社 に閉 じた系では

な く、競合会社、一般消費者を含めたオープ ンな系となることが期待 されている。

・ 標準化の推進

印刷 工程の フルデジタル化は、業界標準のフォーマ ッ ト定義が実現 したことで

飛躍的に進 んだ とされている。 ここで、デ ジタル ワークフローの構築のためには

文字 ・画像データの他、生産実績デー タ、受発注データ等の標準デー タフォーマ

ッ トのほか、色基準の標準化が必要 となって くる。印刷業界 を対象 とした電子商

取引におけるデータ交換仕様の検討が進んではいるものの、印刷業界のみで進め

るには問題があ り、顧客先、関連業界 を巻き込んだ広範囲なアプローチが必要 と

なる。 、

・ 経験 と勘に頼 らない、色管理できる印刷技術

印刷 の標準化では、色基準の設定が最 も困難かつ重要な課題 である。個 々の印

刷機についてその個体差 を分析 し、出力カーブやICCプ ロファイル等で補正でき

る仕組みや 、品質変動 を自動的にチェック しキャリブ レー トできる仕組みが必要

となる。

・ 情報セキュリティ/個人情報管理の意識 向上

業務のデジタル化、ネ ッ トワー ク化が進展する中で、情報セキュ リティをどの

ように管理運用 してい くかが最 も重要な課題 となる。外部か らの侵入に ととまら

ず、個人情報、営業情報 など機密性の高い情報管理 の方法についての業界 として

のルール作 り、監査体制の確立が必要 とな る。

・ 人材育成

情報化 を進 めてい く上で、最も大きな課題は人材育成である。機器 の操作もさ

ることなが ら、セキュリテ ィ意識の向上、情報化の意味の理解が業務 フローを情

報化す る上で不可欠なもの となる。遮那教育やそのためのインフラ整備 、経験者

の中途採用 さらには他社 との業務提携やア ウ トソーシング化 も検討 に値す る。
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第3章 産業情報化のマクロ トレン ド(整 理)

第2章 では、個別産業 ごとに業界 としての取引構造や 国際競争力 といった業界固有の特

徴や課題 をまず整理 し、業界 としての情報化関連整備や業際連携や国際連携 といった将来

的 な発展の方向を見てきた。 ここでは、これまでの産業 の大きな流れ と産業情報化の概況

を整理 した後、第2章 の調査結果をもとに産業情報化の方向性 をマクロ トレン ドとして傭

敵す ることとする。

3.1こ れまでの日本 的経営の特徴 と情報化

戦後の我が国の社会経済システムは、固定的な労働市場、間接金融主体の金融 市場、メ

イ ンバンクシステム、企業系列 といった4つ の側面の特質が指摘 されてお り、 こ うしたシ

ステムは、特定メンバーの間で継続的な取引関係 を構築す る方 向に作用 してきた
。 こ うし

て築かれた長期的な関係の もとで、 メンバー企業間の緊密なネ ッ トワークが組 まれ、分権

的に情報が共有 され、 グループ外 との競争 を刺激 として、徹底 した生産現場 レベルでの効

率化が達成 された1。 しかも、企業組織の内部における情報共有、例 えば、経営 と現場、製

造部門 と開発部門、職 場 と職場の緻密な情報交換 と活動のコーディネーシ ョンが競争力の

主要な源泉 といわれ、企業組織 の形態 としては、経営資源 を内部で抱えることが志向 され2、

現場単位 での部分最適解の総和が全体の最適解 とされた。

なお、上記の 日本的経営の強みは特に製造業において発揮 され、世界的にも高い効率性

を示 した ものの、金融、エネル ギー、通信 などネ ッ トワーク型の非製造業分野は、規制 の

存在 により非効率性が 目立っ もの となった。 しか しなが ら、経済成長期 においては、成長

の果実が参入規制 とこれによって もたらされた内外価格差や財政移転 とい うルー トで再分

配 され ることにより、社会的な安定が保たれた。また、70年 代か ら80年 代にかけての石油

危機 と円高シ ョックとい う大 きな危機 に対 して も、我が国製造業 は上記の 日本的経営 シス

テ ムを大き く変えることな く、エネル ギー価格や輸出価格の高騰に対応 して徹底 した効率

化 と高度化を実現 した3。

こうした社会経済 システムに支 えられた我が国産業は、 当初は情報化への流れ に必ず し

も遅れた ものではなかった。70年 代以降、国鉄や銀行な どのオンライ ン情報処理の構築か

ら我が国の コンピュータのネ ッ トワー ク化が本格化 した。 その後多 くの企業 でコンピュー

タを自社 内の専用線でっなぐLANが 構築 され、さらに異なる企業間で専用線 を活用 してコ

ンピュータ同士が接続 されていった。 中には鉄鋼業のように、世界に先駆けて大規模な工

1経済産業省産業構造審議会情報経済分科会 第三次提言 「ネ ッ トワー クの創造的再構築 」

(2002年3月)
2青 木昌彦 ・安藤晴彦 「モジュール化」(東 洋経済新報社

、2002年)
3産 業構造審議会、前出
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場 のネ ッ トワー ク化 が 実現 した産業 も少 な くない。 しか しなが ら、 これ らのネ ッ トワー ク

は 、メイ ンフ レー ムに よ るローカル な もので あった。

3.290年 代以降の経済環境の変化と産業情報化のマクロ トレン ド

90年 代以降、産業界には大きなイ ンパ ク トが訪れている。1つ は金融、エネルギー、通

信な どにおける規制改革であ り、1つ はイ ンターネ ッ トをは じめ とす る情報技術 の飛躍的

な発展である。 こうした環境変化 に対 し、産業界ではどのよ うな方 向性 で情報化を進めて

いこうとしてい るのか、業種別の情報化 のマクロ トレン ドを最後にま とめているので、適

宜参照いただきたい。

3.2.1金 融、エネルギー、通信などにおける規制改革 と産業情報化

金融、エネル ギー 、通信な どのネ ッ トワーク型非製造業について、独 占に対す る規制 か

ら競争 による規律に移行す る改革 は、我 が国では欧米に比べ数年から10年 程度遅れて実施

されたが、 この結果、例 えば金融では、銀行 ・証券 ・保険業間の相互参入や株式売買手数

料の 自由化な どによ り、異業種か らの新規参入が始まるな ど、業界再編が促進 され ること

となった。

、 こうしたネ ッ トワー ク型非製造業をめぐる環境変化、 とりわけ通信業界の規制緩和によ

り、も う1つ の産業界へのイ ンパク トであるIT革 命 のための基盤(低 コス トによる高速デ

ータ通信の環境)整 備が進展 したことが、産業界全体での情報化を一層高度 なもの とした

ことは言 うまでもない。また、ネ ッ トワー ク型非製造業での競争 が激 しくなった ことか ら、

これ らの産業 内では、電力産業での卸電力市場の開設、金融業界での新たな金融商品の開

発、 といった新商品、新サー ビスの開発 、運営 のためのシステム開発が活発に行われ てい

るところである(業 種別 トレン ド④、⑤参照)。

3.2.2情 報技術の飛躍的な発展 と産業情報化

(1)インパク ト1企 業組織や企業連携の再編,.

IT革 命 とも表現され る、インターネ ッ トをは じめとす る情報技術の飛躍的な発展 は、劇

的な情報処理 コス トの低下 と情報 の流通速度の向上をもた らし、あ らゆる産業に大 きなイ

ンパク トを与えている。産業構造審議会報告書では、「従来、組織 内で しか共有できなかっ

た情報 を外部で調達す るこ とを可能 とし、全ての産業 において、企業組織や企業連携の再

編 を促す こととなった。我が国の代表的な多 くの企業において、高度成長期に形成 された

日本的経 営システムそ のものを解 体 し再 生す る動 きが顕在化 してい る。」 と指摘す る。
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第三次提言 「ネ ットワークの創造的再構築」(2002年3月)

主要業種の情報化の トレン ドを見 ると、企業組織については、 自動 車、情報通信機器、

電力、流通 といった業種 において、従来事業部 ごと、工場 ごとに最適化 されていた社 内管

理システムの見直 しと統合化が志向 されている(業 種別 トレン ド①、④、⑥参照)。 また、

組 立加工型産業における3次 元CADの 活用は、設計、解析、試作 と流れ る開発サイ クル を

同時並行な流れ に転換す る働 きがあるが、 こうした コンカ レン ト ・エンジニア リングの推

進 は、組織間の情報共有化 を促進 させ、従来型 の部門ごとに縦割 りされたネ ッ トワークの

構造を変革 させ る方 向に作用 しているもの と考え られる(業 種別 トレン ド①、②参照)。

企業連携 の再編 に対応 した情報化 の方向性にっいては、情報通信機器産業の生産工程の

EMSへ の移管が挙 げられ る(業 種別 トレン ド②参照)。EMSと 情報通信機器産業は、受発

注情報の交換、仕様等の情報交換にインターネ ッ トを積極的に活用 しているが、EMS自 体

がイ ンターネ ッ トを活用 して世界中の工場 をあたか も1つ の工場のよ うに管理す るSCM

機能を備 えてお り、産業情報化の先進的な事例 と して注 目され る。 このほか、鉄鋼 、石油

化学のようにeマ ーケ ッ トプ レイスが運営 されている例 も見られ るものの(業 種別 トレン

ド③参照)、 長期安 定的な供給 と質 ・量 ともに揃った供給が要請 され ることか ら、利用 は限

定的なものに とどまっている。

(2)インパク ト2売 り手 と買い手の関係 の変化

従来型 のビジネスモデルは、売 り手が買い手 よりも多 くの情報 を持ってい ることを前提
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としていた。従来のマスメデ ィア も情報提供機 能に優れてはいたが、イ ンターネ ッ トの普

及により、買い手は各人のニーズに合 わせて検索、加工 した情報 を入手す るこ とが可能な

ものとなっている。 こうした量的な増大 に加 えて、誰 もが情報発信することが容易 になっ

た ことか ら、積極的に 自分の意見を多数の人間に伝達す ることが可能 となっている。 これ

に よって購 買者 は、商品の売 り手が提供す る情報だけでな く、他のユーザーや第三者 が流

している情報 も大量に得 られ るよ うになっている。 、

この結果、買い手のニーズは一層変化が激 しい もの となってお り、いかに早いタイ ミン

グで製品を市場 に供給できるかが産業競争力のバ ロメー タとな りつっある。 また、買い手

が売 り手 よりも豊富な情報が得 られ るよ うになっている今 日では、企業側 も彼 らが発信す

る情報を組みこむ ビジネスモデルを構築す ることが求められている4。

こうした ビジネスモデルが強 く要請 されてい るのは、消費財メーカーであ り、 とりわけ

商品が消費者に とって非常に身近な 日用雑 貨では、消費者 との接点 を強化 し、消費者情報

を社内で共有化す ることによって商品開発に活用す るなど、消費者情報 の取 り込みに向け

た情報化に力が入れ られてい る。また、 自動車では、生産の平準化 を極力図るために、顧

客 とのイ ンタラクテ ィブな関係の構築 が 目指 されてお り、その手段 と してメーカー とデ ィ

ーラーー一一・間の情報共有が強化 されているほか
、補修部品等のB2Cビ ジネスなどに力が入れ ら

れ ている(業 種別 トレン ド①参照)。

(3)インパ ク ト3世 界最適生産 ・調達の進展

中国をは じめ とするアジア諸国でのモ ノづ くりが急速 に進展 してお り、中には技術 レベ

ル が我が国にキャ ッチアップ してい る製品分野 も見 られ る。 その背景 として、情報技術革

新 が急速に世界規模で広がったため、モ ノづ くりの標準化が容易 となったことが挙げ られ

る。ITそ のものは何 もモノを生産す るものではないが、製造技術のツール として コンピュ

ータ機能 を内蔵 した部品や装置 として組み込まれたため
、故障の少 ない優れた製造装置が

実現 され た。3次 元CAD/CAMな どのシステムも、従来は熟練技能で しか対応できなか

ったモ ノづくりに対応できる水準 に到達 しつつある。さらにPDMやERPな ど、人、モノ、

カネ、時間、情報な どを効率的に管理 して企業全体の経営 を効率化す るパ ッケージ ・ソフ

トの普及が、先進工業 国と後発国 との経営効率 を均一化す る方向に向かわせている。 こ う

したことか ら、基本的には どこで何 を作 って もほぼ同 じ品質を確保 でき、 しか も同様 の生

産性が実現できるよ うにな りつつある5。

また、複数の部品を組み立てた 「モジュール」 とい う大 きな機 能単位 を生産 ライ ンでま

とめて取 り付 ける生産方式の普及 によ り、企業 は製品を生産す るために工程 を1カ 所に集

中 させる必要性が薄れ 、分割 した工程そのものを外部化 した方が効率的 となった。 さらに

イ ンターネ ッ トを始め とするネ ッ トワークインフラの整備 は、広 く世界 中か ら低 コス トの

4国 領 二郎 「オ ープ ン ・アー キテ クチ ャ戦 略 」(ダ イ ヤモ ン ド社 、1999年)
5馬 場練 成 「大 丈夫 か 日本 の産業 競争 力 」(プ レジデ ン ト社 、2003年)
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部品等をモジュール単位 で調達す ることを容易なものとしている。

以上のよ うな背景か ら、我が国製造業は生産拠点を操業 コス トの安い中国な どに移管 さ

せつつあ り、調達先についても進出先の国 ・地域で求める動 きが進展 してお り、いわゆる

「世界最適生産 ・調達」の動きが加速化 している。 また、従来の 「いいものを、安 く、大

量に供給」する とい う、 日本製造業の競争力の三大要因は当た り前の もの とな り、競争力

を生み出す源泉 は、高度な性能や付加価値、市場の需要 に敏感に対応す るス ピー ドとい う

要因になつている。 こ うした背景か ら、組立加 工型産業においては3次 元CAD/CAMの

導入が急がれるとともに、顧客 とのイ ンタラクテ ィブな関係の構築が模索 され てい るとい

える。 さらに、半導体製造装置や工作機械では、機器をネ ッ トワー クに対応 させて、顧客

に遠隔メンテナ ンスサー ビスを提供す るなど、情報化によって製 品にサー ビスを付加す る

動きが進展 してい る(業 種別 トレン ド②参照)。 こ うした我が国の組立加工型産業の取 り組

みは、IT産 業革命 とい う技術革新による2次 産業のサー ビス業化の進展のあ らわれ ともい

えよ う。
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業種別産業情報化トレンド①消費財

業種と特徴 バックヤード フロントエンド

管理 開発 ・生産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

自動車 ・ 部分最適から全体最適 ・3次 元CADに よる「デジ ・ 業界標 準ネットワークの ・ メーカとディーラー 間で

・ 組立加工型産業 へ(グ ル ープ 間、工 場 間 タルモデル」による開発 JNXの 普及 の情報共有
・ 部品点数多

でのシステムの統合) ・ITを 活 用 した フレキシ ←年傍を通じた生産の平準化
・ 多面的かっ重層的なサブラ ←開発投資「や仕事の.無駄や重 ブル生産、熟練技能の

・ オ ー クションによる調 達 が繊 に
イヤーシステム

・ 製品ごとに部品設計の相互

調整 、最適化 が必要 なイン

テグラル型アーキテクチャ

・ 商品サイクル 大(2年 間)

複あ減らナ必要性 IT化
←繍 醗 ツー人タイムの嚇
←醗 車種の撒

は不調
・ アフター サ ービス部 門

のB2Cビ ジネス展 開

・ 製 品 自体のIT化(ITS

など)
←顧客どのインタラクティブ冷間

孫礫 の必要控'

情報通信機器 ・ 部分最適から全体最適 ・3次 元CADに よる開発 ・VANか らロゼッタネ ット ・ 保 守 ・顧 客 サ ー ビスの

・ 組立加工型産業 へ ←醐 サイ勿レの醐1z への移行 ネット化促進
・ 部品点数小 ・EMSへ の生 産委 託 ←ネソ♪ク一側 幽 居の増加
・ システムLSIと 汎 用部品の ←垂直畜●型から水平磯 へ

組み合わせによるものづくり

が可能なモジュール型アー

キテクチャ

・ 商品サイクル小(3ヶ 月 ～)

日用雑貨 ・ メインフレーム主 体 ・ 消費者情報 の共有化 、 ・ メインフレーム主体 ・ メインフレーム主体

・ 連続生産型産業の性格が ←安定性の重視 商品開発への活用 ・ 業界VAN会 社 「プラネッ ・ 業界VAN会 社 「プラネ

濃厚 ←力(資系どの競争激z ト」を通 じた発 注予定デ ット」を通じた受発注
・ 商 品サイクル小(1年 間 で3 一夕の資材メーカとの共 ←卸 、,4・競 まのコラポレーショ

割が入れ替わる)
有 ン強Z

・ 流通が重要な経営課題(背

景としての低い商品単価、
'

←欠品ど週扉繊 の防 ε、ノード

タイムの繍

・ 消費者情報の共有化 、

商品開発への活用
多いアイテム数、多い取り

扱い店舗数)

←瀞 者との接点強化



/

ご

♂

業種別産業情報化トレンド② 資本財※

業種と特徴 バックヤード フロントエ ンド

管理 開発 ・生産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

航 空宇 宙
・ 組立加工型産業

・ 部品点数多

・ 商品サイクル大 ・

・ 高い官公需、欧米航空メー
カ需要、限定された顧客

・ 早くからSTEP形 式で製

品データ管理
・ 技術 ・工作 ・資材各部 門

がデ ータを共有す るデ

ジタルエンジニアリング
←難 業て『最多の部品殼、高い
安全燈への要求

・ 防衛CALSの 整 備 進

展、16年 度から調 達電

子化 開始

・ 保 守 部 品 供 給 へ の

SCM導 入

半導体 製造 装置
・ 組立加工型産業

・ 製品ごとに部品設計の相互

・ シリコンサイクル影響大

・ 限定された顧客

・ERP導 入 による一気通

貫体制 の構築
・ ナ レッジマネジメントの

推進
・ オンラインマニュアル等

の整備

・3次 元CAD 、シミコ.レー

シ ョン ツー ル の 活 用 、

PDMの 拡張
←開醐 留の嚇

・ ネット見積もりの導入 ・ 機器のネットワーク対応

による遠隔診断等

工作機械
・ 組立加工型産業

・ 中小企業性高

・ 限定された顧客

・ 業 務支 援 ソフトの活 用

←販売やメンテナンスと生、産現

場の情報共有z

・3次 元CAD 、シミュレー

ションツール の活用
←部品の癬準z

←醗 鯛 の嚇

・ バーコードリーダーを用

いた在庫 管 理システム

等

r生 産『計画⑳嚇 箏

・ 機器のネットワーク対応

による遠隔診断等
←ユーザへのきめ級かな端

金型

・ 組立加工型産業

・ 中小企業性高

・ 限定された顧客

・ 比較的規模の大きい企

業 においてもIT導 入は

進展せず

・CAD/CAMが 普及

←～物 では生産 できなレ、醐rな

製品に停佑

・ 外部 とのCADデ ータの

やりとりなどが普及

・ 比較的規模の大きい企

業においてもIT導 入は

進展せず
'

※すべて顧客は限定されており、製品のアーキテクチャは製品ごとに部品設計の相互調整、最適化が必要なインテグラル型である。



二

〇

業種別産業情報化トレンド③素材

業種と特徴 バ ックヤー ド フロントエンド

管理 開発 ・生産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

鉄鋼 ・ 自社または情報子会社 ・ 世 界 トップ レベ ル の コン ・ 鋼材ECは 伸び悩み ・ 鉄鋼EDI普 及

・ 連続生産型産業 によるシステム開発 ピュー タ制御 、ネットワー ・ ひも付 き取 引 中 心 に

・ 商品アイテム数大 ←斑 ρパックージZカクスタマイズ ク化 SCM普 及
・ 多段階の流通構造 が不礎 ←早ぐから製造工程の無スZ、 ←多段階かつ雄 な樋 髄

～ シヌテム化力∫雄

石油化学 ・ 企業独 自の基幹業務シ ・ プラントの運転制御 系に ・ マ ーケットプ レイスの使 ・ 一次商社 向けの主要石

・ 連続生産型産業 ステムからERPパ ッケ・一 つ いては早 くか ら情 報 用は限定的 化製品については業界
・ 商品アイテム数大 ジソフトの導入が加速 化 標準プロトコル による取
・ 多段階の流通構造 ・ 公 的 デ ー タベ ー ス、専 引のオンライン化進展

用ソフトの活用進展

電子デバイス ・ 自社 開発 したMES ・ 従来以上の高度な情報 ・ パ ー トナ ー 企 業 との 需

・ 連続生産型産業 ←β社に高い情報システム繰 化、ライン全体のネットワ 要動向に係る情報共有
・ 避けがたいシリコンサイクル 能力を持つメ=手結'●糎 メー 一ク化、機器 自体のイン

←/シツコンナイ助力 の波への対

の波

・ 激しい技術革新のスピード

カが半導雄 産のφ・己・
テリジェント化 が必 要
←こノzまで以上の日動z、 多占

応倥 産計画ナイクルを繊 ま
て短 ぐし、需要変動へ端

・ ビジネスモデル の変 化(垂 盤 産への柔靭な嚇 が鞭
直統合型→水平分業型) な縮



ご

べ

業種別産業情報化トレンド④エネルギー(電 力)

業種と特徴 バ ックヤー ド フロントエンド

管理 開発 ・生産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

電力 ・ 電 力 マ ー ケ ット対 応 の ・ 安定供 給の為の綜合 配 ・ 設 備 メー カ等 とのEDI ・ 自由化 を睨 ん だ 、サ ー
・ 公共性が強く

、規制産業 システム構築 電システムの構築(GIS、 を通じた連携強化 ビスメニューの提供
・ 自由化/卸 電力市場など

制度的な変化
・ 規制緩和により新規ビジネ

ス領域への進出

・ 環境問題への対応

←卸富力1方場の聯 に伴'、、な

いこれ に対応 しノをシステムが

必要

・ .災 害 、テ ロ対 策 な ど に

系統 運用 システム等 の

連携)
←電力の安定供給ば全産業・国

見生活にどっτ不可次

←メンテナンヌコスみの●理Z

・ 工務データの標準化

・ 電力市場 との連携シス

テムの構築

・ 電 力 料 金 メニュー の 拡

大

← 宜苗化によクユーゲ意識が変

z

対応するための情報シ ・ 排 出権 を含 めエネルギ ← 発露ポー♪乃 μオの必要性 ・ 自由化 に 対応 した 、送
ステム構 築 一デリバティブへの対応

電分離、買電等に対応
←電力の安定貨給ぽ全麟'国

民生活にとっで不可欠
← 環境鰭 を含めた発 露ナイク

ルのボー♪フオグオ
可能なシステム

統合DBの 設計
←企業内堤通zに よる業務の動

率z

・ 環境会計等 に対応 した

システム設計
←外罐 営環境の変1乞

・ 電力線を活用 した他産

業 への展 開(TTNET、

関電の地域セキュリティ

システムなど)

←規臓 物による地業衝への展

開



業種別産業情報化トレンド⑤金融(銀 行 ・証券)

ご

c。

業種と特徴 バックヤ ード フロントエンド

管理 開発 ・生 産 調達等 販売 ・ユーザ対応

銀行 ・証券
・ 金融再編への取組

・ 規制緩和によるビジネスモ

デルの変化
・ 顧客サービスによる差別化

・ 不良債権等経営状況による

合理化への圧力
・ 金融工学の進展による様々

な商品開発

・ 窓 口業務の効 率化 ・セ

ルフサー ビス化 による

経費節減

・ システム統合とレガシー

問題
← π0の 菖繊 誇

・ 新 商 品 、新 サ ー ビス の

開発

・ サ ー ビス提 供 手 法 の 多

様 化(イ ンター ネットバ ン

キング、モバ イルバ ンキ

ングなど)

← 惇殻zに よる擁 ナーどヌ〆こ

応 じたシヌテム開発

・ 電子 マネーへ の対応

・ 機能分化と機能特化銀

行の出現
・ 規制緩 和による異業種

からの参入
←競争の激zと 馴z

・ 外為 ・株式・国債市場と

の連携 と電子取 引シス

テムの導入
←富子坂ダ/による省ジクZ

・ 証券のペーパレス化 に

対応するシステム化
←蕨俊r改革ざの赫

・ 顧 客 の取り込み 戦略 とし

てのIT利 用(メ ンバー制

度 、OneStopサ ービス

等)

・CRM戦 略 の強化(顧 客

の階層化 、 優 良客 への

OnetoOneサ ー ビスの

実施)



一
お

へ

業種別産業情報化トレンド⑥流通 ・物流

業種と特徴 バ ックヤード フロントエ ンド

管理 開 発 ・生産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

物流 ・ システ ム新 規 サ ー ビス ・ 受 荷のトラッキングシス ・WebEDIシ ステムと社 内 ・ 歴史的な商慣行と情報

・ 製造 、流通 の間を取 り持 つ への柔軟な対応 テムの共通化 システムの接続 化の調整
中間産業 ←05の ためのシヌテム醗

'
← 坂 ヲ/の多 撲倥 〆ごよるシステム

・ 中小企業も多数存在
・ モバイル 端末 の普 及と ・ 産 業界 全体 としてのコ 醐(処 理

'顧 客 のSCMシ ステムの一部

として機能
WBCシ ステムへ の移 行
←顧客'ドライバ'在 との連携強

・ICタ グ等の新規情報技

術 を用 いたサー ビスの

スト削減のためのSCM

システムの共通化
・'多 頻度 小 口取 引へ の対

z 構築 ← 顧 の理解 ・導スコスんをのバ 応
←辮 どジネスモデンレの繰 ランス ・ 対顧客新サービスの提

・ データ量の増加 とデー
供

タ管理・有効利用

・ インター ネ ットを利 用 し

・ 顧 客 ごとの情 報 システ
た新サービスの展開

ムに対応 した 内部シス ← ナーどヌ チヤネ/レの拡フeと新

テムの構築 規どジネスへの嚇
←産i難界全体での50Mシ ステ

ム櫟 への夢



－
N
O

業種と特徴 バ ックヤー ド フロントエンド

管理 開発 ・生 産 調達等 販 売 ・ユーザ対応

流通 ・ 顧 客情報 、消費動向デ ・ メンバ ー カ ー ド、ポ イン ト
・ 問屋機能 の変化(窓 口 ・ 顧 客 ニ ー ズの多 様 化 、

・ 長い不況による消費 の落 ち 一夕の経営戦略へ のフ カードによる顧客サービ 問屋性の普及) ライフサイクルの短期化
込みと業績悪化 イー ドバツク スの充実 に迅速に対応するシス

・ ユーザニーズの多様 化

・ 商品のLifeCycleの 短 期化

・ 物流との連携が不可避

←借殻の翻 砺 ヲ

・ 情報システムのアウトソ

・ 情 報提 供 サー ビスのIT

化(Web、e-mail)

・ 物流 の合理化(配 送車

の削減、配送の階層化

など)

テ ム

・(メ ン バ ー 制 度
、One

Stopサ ー ビス等)

一シング化 ←露助 強zの ための惇殻化

← τ00の 亭槻 ・ 業界共通基盤整備の ・CRM戦 略の強化(顧客

・ 中間業者 を巻 き込んだ 促進(共 同配送システ の階層化、優 良客への
・ 部門 間のシステム統合 SCMの システム ムなど) OnetoOneサ ー ビスの

と共通DBの 構築 ← メー.カ、」卸、物流と協働 した● ←業界全体】をレでの●理化 実施)
理z

・ 通信 コストの 削減 とイン ・ 効 率 一 辺 倒 のマ ー チャ

ターネットの利用
・RFIDな ど最新情報技術 ンダイジング戦 略の見

を活用した効率化 直し
・ 新サービスに柔軟 に対 ・EDIや 各 種コー ドの統一 ← 顧客ニーズ⑳多様化へのガ

応可能なシステム構築 化 応
← 停飯シヌテムのぞシ』一ル化 ←商品既 の効率z

・ インター ネ ット等 を利 用

したサイバーモールによ

る販売チャネルの拡大
← セーノ〃スチヤネノレの歓



一
》o
－

業種と特徴 バ ンクヤー ド フロントエンド

管理 開発 ・生 産 調達等 販 売 ・ユーザ対応
eコ マ ー ス

・ITバ ブル の崩 壊後新 規立

ち上げが現象

・ 業績を伸 ばす 企業と閉鎖企

業の二極化が進展
・E-marketplaceの 役 割の変

化
・ 収穫逓増モデルの限界

・ 参加者がWin-Winと なるビ

ジネスモデルのむずかしさ

・ 初期コストの負担とシス

テムメンテナンスコスト
・ システム変更コスト

←夜顔 増モデンレの限界

・ インタフェース機能の向

上と情 報提供機能 の強

化
・Web上 での3Dカ タログ

など新規技術の導入
←ユーヴrどソティの句上

・ 売 り手 ・買 い手 の商 習

慣 に偏 らない仕組 みの

構築
←47立的立場の維持

・ 中小企業同士のB2B取

引を普及(マ ーケットの

拡大)

、

・ ネ ットワー クの外 部 性 の

積 極 的な利 用
← λ42ル7への展開

・ マー ケットプレイスの提

供か らASPサ ー ビス産

業 へ(取 引代 行 機 能 、

問屋 機 能 、調 達機 能 な

ど)

← 銀/テ・鳥屋筆の名実頽とのコ

ラボレーション

・ 情報提供サービス企業

への変革(マ ーケット情

報 、与信 情報、海 外情

報、技術情報など)
←清潔提貨ビジネスへの鹸

・ インターネ ットの積 極 利

用(Webサ ービスをベー

スにした新 規 サービスメ

ニューの開発)

← ユーガにどっで逓信コス♪のw

鋤 ミ耀



－
N
N

業種別産業情報化トレンド⑦その他(出 版 ・印刷)

業種と特徴 バ ックヤー ド フロントエンド

管理 開発 ・生 産 調達 販 売 ・ユーザ 対応

出版・印刷
・ 工務や営業分野でのシ ・ 多様なコンテンツに対応 ・CTP(Computerto ・ 情報 産業 としての側 面

・ 製造業的側 面と情報産業 ステム化。 するためのシステム構築 Plate)の 普 及 によりプ リ から、顧 客(消 費者)の

的側面を併せ持っ ← 清潔化が漸zて いる部分 が望まれている。 プレス段 階までのフル ニーズに対応 した多様
・DTPな ど早くからデ ジタル ・ マルチメデ ィアDBや 可 デジタル化は完成。 なメディアによる商品企
化を導入
・ 情報化できない工程を多く

含む

・ 色 管 理 シ ステム の構

築。

変長 、可変項 目に対応

したDB技 術の向上

・JDFと 呼 ばれ る共 通 デ

ー タフォー マットは既 に
画が重要。
←嚇 のニーズに嚇 した商品

・ マルチメディア化する商品 ←情報化が困難な工程 ← マルプメデンア醐 への嚇 標 準化 され てお り、企 嚇
・ コンテンツビジネスへ の展 業間のデータはJDFフ

開 ・ 中小企業 が多 いため、 ・ 情報化産業的側面の強 オ ー マ ットに よっ て 流
・ プリント&デ リバリーか ら

・ 中小企業率が高い
情報化教育が遅れがち 化 に向けた、情 報発信 通 。 デ リバ リー&プ リントへ

となっている。 産業としての枠組みの ← 情報zば 斑〆こ瀕 しで↓)る分 のビジネスモデル に対

・ITリ テラシー の向上 。 構築が必要である。 野 応した情報化が必要。

←システムへ向けた啓蒙 ← どジネスモデノ〃の変御 こ迅速 '

←情報彦ξ術を獅 したどジネス

赫 ・ 今後 は、紙の供給業者 モデンレの変Z 《

・ コンテンツ配信 などの

新規ビジネスにともなる

データ管 理とデータセ

キュリティの向上

等他業界 間でのECや

SCMの 普及が課題。
← 勉業種を巻き已んだ情報/左と

6浬z

・ ネット書店 、オンデマン

ド出版などのネットを利

用した新規サービス
← マルデメデンアコンテンソへの

赫
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